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ＡＩデジタル研究所は、2016年 4 月に学園のシンクタンクとして 

設置された未来デジタル研究所の活動を継承しつつも、時代の変化

を先取りすべく、名称変更致しました。 

したがってＡＩデジタル研究所は、中央情報学園の『未来をデザイ

ンし、社会のイノベーションに寄与する』という経営理念の下で 

活動を継続致します。 ＡＩを中心としたデジタル革命のスピード

が加速する現代社会において、企業と社会は今後どのように変化し

ていくのか、リベラルアーツの視点をもって研究致します。 

併せて、ＡＩやＤＸによるビジネス革新の動向を見据えつつ、教育

ＤＸ・専門教育・リカレント教育のあるべき姿を研究する、オープ

ンなシンクタンクを目指します。 
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学校法人 中央情報学園 

理事長  岡本比呂志 
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人と AI やロボットなどの機械がチームとして問題解決を行うヒューマン・マシン・

チーミング（Human-Machine Teaming）について欧州で AI 倫理の研究を行ってい

る研究所のメンバーと議論する機会があった。そこで人と機械の関係性を 5 つのパタ

ーンに整理した枠組みを示したところ、同じ枠組みで AI の教材を作ったり AI の倫理に

ついて整理したりすることができるのではないかという示唆があった。いきなり教材の

作成や AI 倫理の議論にまでは踏み込めないが、ここでは人と AI の関係性を考えてみた

い。 

 

ヒューマン・マシン・チーミングとは 
 

まず、ヒューマン・マシン・チーミングとは何だろう？国際規格 ISO/IEC 22989

 ”Artificial Intelligence Concepts and Terminology”では”Integration of hu

man interaction with machine intelligence capabilities”（機械の知的な能力と

人間のインタラクションとの統合）と定義されているのだが、これだけでは分かりにく

いのでいくつか例を挙げて説明しよう。 

 

① 医療における診断支援 AI を医師が活用して患者を治療するケースはヒューマ

ン・マシン・チーミングである。 

② 従来は熟練者の目で行っていた出荷前の製品検査を画像認識 AI と検査担当者

（AI からエスカレーションされた部分をダブルチェックするなど）が共同で行う

場合もヒューマン・マシン・チーミングである。 

③ 自動運転ではレベル 5（完全な自動運転）を除いて何らかの形で人間の関与があ

り、ヒューマン・マシン・チーミングとなっている。 

④ チェスでも AI は人間を超えているが、それでもチェス AI と人間のプレーヤーが

ペアで対戦相手と対する形式の試合は人気があるようだ。これもヒューマン・マ

〔巻頭論文〕 

 

『人とＡＩの関係性を考える』 
 

 

ＡＩ教育推進室長 工学博士 丸山文宏 
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シン・チーミングである。 

⑤ 実験を行う AI（ロボット）とその結果から発見を行う AI が人間の科学者と共同

で 2050 年までにノーベル賞に値する大きな科学的発見を目指すグランド・チャ

レンジが提唱されており、これもヒューマン・マシン・チーミングである。 

⑥ 我々一般のユーザもスマホ等のパーソナルエージェントや AI スピーカーなどの

AI アシスタントを利用して日々の問題解決を行っている。これもヒューマン・マ

シン・チーミングと言える。 

 

それでは、なぜこのようなことが行われているのか？ヒューマン・マシン・チーミン

グのメリットは何なのだろうか？ 

 

社会的・産業的には、以下のようなメリットがあると考えられる。 

① AI の導入が人間（の専門家）の失職につながらない。 

② 例えば医療の分野で顕著なように、現在の法体系に準拠できる。 

③ 上記例②のように、人間の専門家への負荷で生じているボトルネックを解消でき

る。 

 

技術的には、以下のメリットがあると考えられる。 

① 人間の知性と機械の知能のベストミックスが実現できる可能性がある。 

② 人間の専門家に高度な訓練機会を提供できる。 

③ AI が出した結論に「説明」が必要だと言われているが、素人への説明は難しい。

その分野の専門家が間に入ることで説明も少し容易になる。 

 

人と機械の関係性の 5パターン 
 

ヒューマン・マシン・チーミングをさらに分析してその課題を洗い出していくために、

人と機械（AI やロボット）の上下関係、および、人と機械のどちらが実際のタスクを実

行するかによって、人と機械の関係性は以下の 5 つのパターンに分けられる。Human

と Machine の間の矢印が人と機械の界面となっており、そこにフォーカスする必要が

ある。 

一番上のパターンには、人と機械のチームが存在しない場合、つまり、人が単なるユ

ーザのケース（人は AI にタスクを割り当て AI からその結果を受け取るだけで、問題解

決に関してそれ以上 AI に関与しない）も含まれる。これにより、ヒューマン・マシン・

チーミングだけでなく機械が関わるすべての場合がこの 5 パターンでカバーされるこ

とになる。 

なお、Human となっている部分は複数の人間から構成されるケースもある。
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Machine についても同様である。また、これらのパターンが複数組み合わされた利用

シーンも存在する。つまり、複数の AI などの機械がひとりの人間に対して別々の関係

性を持つ、あるいは、複数の人間が同じ機械に対して別々の関係性を持つケースもある。 

 

 

以下では、それぞれのパターンについて上から順に見ていこう。 

 

  

Human supervisor/user
＜実際のタスクは機械が実行＞

Human mentor
＜実際のタスクは主に機械が実行＞

Peer
＜実行は人間と機械が半々＞

Machine supervisor
＜実際のタスクは人間が実行＞

Human

Machine

Human

Machine

Human Machine

Human

Machine

Machine mentor
＜実際のタスクは主に人間が実行＞ Human

Machine
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Human supervisor/user タイプ 
 

 

 

このタイプは、人が機械の上位に位置するパターンで、人が上司（supervisor）とな

るケース（Human supervisor）と人が単なるユーザのケース（Human user）から

成る。実際のタスクは機械によって実行される。 

Human supervisor では、人が上司として責任を持って AI を監督したり AI が出し

た結果に介入したりすること（human oversight）が大きな課題となる。Human 

oversight は、AI が出した結果が重大なミスや事故・損害につながる場合に特に必要と

される。ロボットによる地雷除去や監視カメラの映像分析を基に拘束・逮捕が行われる

ケースがその例である。その前提条件として AI がきちんと制御できること

（controllability）があり、AI の動作の透明性（transparency）や説明性（explainability）

が求められる。説明性とは AI が出した結果に対する説明を提供することであり、この

ような説明も含めて広く AI からのレポーティング機能（machine reporting）が求め

られることになる。 

さらに、適合性フィードバック（提示された結果が適切だったかどうかのフィードバ

ック）のような人から AI へのフィードバック（human feedback）も課題となる。 

例えば検索エンジンの場合、実際の検索を実行するのは検索エンジンであり、その検

索結果を人が見て、その中のリンクをクリックして中身を見たり、キーワードを追加・

変更して再実行したりする。これが人からのフィードバックに相当する。 

自動運転のレベル 3 は以下で説明する Peer タイプになるが、2023 年 4 月に施行

予定の改正道路交通法で解禁されるレベル 4（走行ルートなど特定条件下での完全な自

動運転）は、車両内か遠隔で監視にあたる「特定自動運行主任者」が上司に相当する

Human supervisor タイプとなる。 

このタイプでは、ひとりが複数の AI を管理する場合も多く（例えば、生産現場にお

ける単能工的な複数のロボットをひとりの人間が管理する場合）、人が全体を見ながら

それらの間の調整を行う必要がある。 

Human user は上述したような人が単なるユーザのケースで、人は AI にタスクを

割り当て AI からその結果を受け取るだけで、問題解決に関してそれ以上 AI に関与しな

い。このケースでは通常の Human Machine Interface（人間と機械の間のユーザ・

インタフェース）が課題となる。 

 

Human supervisor/user
＜実際のタスクは機械が実行＞

Human

Machine
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Human mentor タイプ 

 

このタイプは、人が機械のやや上位に位置するパターンで、機械が実際のタスクを主

に実行し、人はそのタスクを実行しようと思えば実行できるものの、主としてメンター

（mentor）として機械を指導する。それまで人間の専門家が専ら行っていたタスク（例

えば、医療の診断や製品や構造物などの検査）を AI にも実行できるように学習させた

ケースがこれに相当する。このタイプでは、対象とするタスクに関して人が AI と比べ

てより多くの知識を持っていることが想定される。従って、対象とするタスクに関する

知識は人から AI に流れる。 

Human mentor では、人が権限移譲（empowerment）によって AI にタスクを実

行させる場合、権限移譲するタスクの範囲も含めて権限移譲の仕方が課題となる（オン

ラインだけでなく、オフラインであらかじめ権限移譲される場合もある）。また、AI 側

から人にヘルプを求めるエスカレーション（escalation）も課題となる。 

2013 年にインドで創業し、既に 500 万人以上が受診し、5 千人以上の医師を抱え

ている医療サービス DocsApp では、スマホ・アプリのチャットボットが問診と診断を

行い、患者の症状が頻度の高いもの（約 70 種類）かをチェックして、その結果治療行

為が必要な場合、あるいは、診断できなかった場合には、適切な医師を検索して、その

医師から患者に 30 分以内にコールバックする。 

人から AI への知識の移転（knowledge transfer）については、AI が学習する教師

データのラベルを専門家が提供することが一般的であるが、AI が出して来た結果の根

拠を専門家が確認したり、新たな知識を提示したりすることも可能である。DocsApp

では、専門医がチャットボットの診断結果の正否を判断し、ルールベースの知識を再学

習させている。さらには、人と AI がその知識のモデルを交換することも実現可能かも

しれない。この過程では人間側も新たな知識が得られる可能性もあり、人と AI の「共

進化」と言える。 

Human mentor では人と AI の双方がそれぞれ相手のモデルを持っている必要があ

るとも言われる（mutual model）。特に、人が持つ AI のモデルはその権限移譲の際に

ベースとなるため重要である。なお、機械側に AI だけでなく物理的なロボットが含ま

れる場合、人と機械が場所を共有する場合の安全性である協調安全（collaborative 

safety）も課題となる場合がある。 

  

Human mentor
＜実際のタスクは主に機械が実行＞

Human

Machine
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Peer タイプ 

 

このタイプでは人と機械が同格であり、どちらもタスクを実行する能力を有してい

る。ただし、条件によってどちらのパフォーマンスが優れているかが変わってくるため、

状況に応じてどちらがタスクを実行するかを決める必要がある。人と機械がタスクを分

担して並列に実行することもあり得る。 

Peer の代表的な例は自動運転のレベル 3（特定条件下でシステムが運転）である。

レベル 3 では運転継続が困難な場合にはドライバーが対応することになっており、ド

ライバーが運転できる状態にあるかのチェックや権限移転のプロトコルも含めて、権限

移転の管理（managing control transfer）が課題となる。 

条件によってどちらのパフォーマンスが優れているかが変わってくる場合、人と AI

の双方がそれぞれ相手の何らかのモデル（mutual model）を持つ必要がある。特に、

どんな条件のもとでは相手をより信頼できるのかという情報を更新する必要がある。こ

れは信頼較正（trust calibration）と呼ばれ、相手の過信（over-trust）あるいは不信

（under-trust）といった状況が検知されるとそれを適正な信頼に修正しようとする。 

研究事例として、ドローンを用いた道路の穴や窪みの検出がある。ドローンにはカメ

ラとその画像を分析する AI が搭載されており、穴や窪みの検出を AI に任せることもド

ローンからの画像を見て人が検出することもできる。天候や明るさの状況によってどち

らがより正確に検出できるか違ってくるという設定である。どちらがやるかの決定を人

が行う場合、人の AI に対する過信あるいは不信が生じ、信頼較正が必要となる。 

人と AI がタスクを分担して並列に実行する場合、例えば、探索空間を共同で探索す

る場合などでは、相手の意図を理解すること（understanding intentions）が重要で

ある。なお、機械側に AI だけでなく物理的なロボットが含まれる場合、人と機械が場

所を共有する場合の安全性である協調安全（collaborative safety）も課題となる場合

がある。 

 

  

Peer
＜実行は人間と機械が半々＞

Human Machine
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Machine mentor タイプ 

 

 

このタイプでは、人間が主としてタスクを実行するものの、一部のタスクに関しては

機械が実行する。囲碁、将棋、チェスをはじめとするゲームに関しては AI が人間を超

えているが、機械が完全に人間を超えていなくとも、少なくとも一部のタスクに関して

は機械の能力が人間を上回っていることがこのタイプの前提である。自動運転のレベル

3 とレベル 4 は上述したようにそれぞれ Peer タイプと Human supervisor タイプだ

が、レベル 1（衝突被害軽減ブレーキなどの運転支援）とレベル 2（自動の追い越しな

ど高度な運転支援）は Machine mentor タイプとなる。 

囲碁や将棋のプロ棋士は AI との対戦を自分の勉強のために使うようになってきてい

る。また、AI の手を新手として研究し、それを本番の対局に使うことも起きている。プ

ロ棋士に限らず、アマチュアでも初心者から高段者まで自分の実力に応じたハンディキ

ャップ（置き石や駒落ち）で AI と対戦している。この場合、「実際のタスク」とは人間

同士の対戦であり、そのための mentor（指導者／助言者）として AI が使われている

ことになる。 

また、機械が人間の行動をモニタリングしていて必要に応じて mentor（指導者／助

言者）として助言するというケースもある。こういった例としては、サービス・スタッ

フによる顧客との対話をモニタリングすることで顧客応対を改善するヒューマン・イン

タラクション支援、および、保育士による園児の保育の様子を画像でモニタリングして

いて不適切な状況が検知されるとフラッグを上げるシステム（flagging system）があ

る。 

Machine mentor では、機械による人間と状況のモニタリングが第一であり、画像、

音声、その他のセンサー情報を用いて行われる。次に、機械による介入と助言であり、

上述した例に見えるように、フラッグを上げるといった介入から始まり、助言を与えて

人間の行動を変えること（機械が実行するわけではないので間接的）、自動運転のレベ

ル 1 と 2 のように機械が実行するという直接的な行動まである。この時、下の Machine 

supervisor と同様に人間のモチベーション（human motivation）が向上するように

行うことが重要である（少なくとも人間のモチベーションを下げない）。 

  

Machine mentor
＜実際のタスクは主に人間が実行＞ Human

Machine
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Machine supervisor タイプ 

 
このタイプでは、人間が専ら実際のタスクを実行し、上司の立場にある機械はタスク

の実行には携わらない。Uber が代表的な例であり、人間のドライバーがシステムの指

示を受けて運転する。乗り合い（shared）の場合、リクエストが追加されることもあ

り、経路を変更してその追加リスエストの乗客をピックアップする。このようなタスク

の割り当てが機械（AI の機能を実装したシステム）によって行われる。一般にクラウド

ソーシングはこのタイプである。また、Instacart のような買物代行サービスは、複数

の AI 機能（商品在庫予測、代替品推薦、キャパシティ予測、マッチング、到着時間予

測など）を統合したシステム（機械）からの指示により shopper と呼ばれる買物要員

が買物を代行する。 

Machine supervisor では、まず機械によるタスクの割り当て（task assignment）

からすべてが始まるため、第一の課題となる。次にタスクの実行結果に関する人間から

のレポート（human reporting）が行われる。これに対する上司としての機械からの

フィードバック（machine feedback）が課題となる。この時、Machine mentor と

同様に人間のモチベーション（human motivation）が向上するようにフィードバック

することが重要である。例えば、画像内にあるマラリア原虫に感染した血液細胞をカウ

ントするというクラウドソーシングでは、単にこのような形状の細胞をカウントせよと

した場合とそのような形状の細胞はマラリア原虫に感染した血液細胞であるというタ

スクの意義を述べた場合でワーカーの取り組み度に有意差が観察されている。 

建設機械の操縦者（タスクの唯一の実行主体）の状態をモニタリングしてそのモチベ

ーション／エンゲージメントを高めることを目指している「人間拡張」の取り組みもあ

る。この場合、操縦者のまばたきや心拍数によりモニタリングを行い、操縦者に対する

働きかけは、言葉による表示や声掛け、建設機械のシートやレバーを拡張してその拡張

機能を使うことなどが考えられている。 

 

パターンの組み合わせ 

上述したように、これらのパターンが複数組み合わされた利用シーンも存在する。例

えば、Peer タイプで人と AI のどちらがタスクを実行するかを決めるのが人の場合、そ

の人の判断をモニタリングして信頼較正のための介入を行う AI を導入すると

Machine mentor タイプとなる。これは、以下の図のように複数の AI（タスクを実行

する AI と信頼較正のための AI）がひとりの人間に対して別々の関係性を持つケースで

Machine supervisor
＜実際のタスクは人間が実行＞

Human

Machine
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ある。 

 

また、Machine supervisor タイプの AI に対してその AI を監督する上司の人間が

いる場合（Human supervisor）、以下の図のように組織の階層に AI が組み込まれた

形となる。これは複数の人間が同じ AI に対して別々の関係性を持つケースである。 

 

Machine が人間の上に来るパターン（Machine mentor と Machine supervisor）

には欧州のキリスト教国の一部の人間には根強い抵抗感があるようだ。ただ、Uber や

クラウドソーシングなどのパターンが存在し、実際に動いていることは否定できない事

実であろう。その場合でも上の図のようにさらに別の人間が上司となって監督している

ケースがあり得る。 

 

AIの性能向上や信頼獲得に伴う変化 

AI が進歩していって性能が向上した時、パターンが経時的にどう変化していくのか

というのは興味深い視点である。自動運転では、レベル 1 と 2 は Machine mentor、

レベル 3 は Peer となり、レベル 4 では Human supervisor（人間がドライバーから

遠隔監視者に代わる）となるのであった。ちなみに、完全運転自動化のレベル 5 になる

と、人間にはもはや乗客など単なるユーザの役割しかなくなり、Human user タイプ

となるのであろう。 

Human mentor タイプの AI の学習が進んで人間の能力を上回る部分が出て来たと

しよう。人間と AI で得手不得手があるなど分担が有効な場合は Peer タイプとなるか

もしれない。Machine mentor タイプとなるかは、AI が実際のタスクを実行する意味

がどれだけあるかによる。囲碁や将棋などのゲームでは AI 同士が対戦しても多分面白

くないので、人間によるタスクの実行が無くなることはなく、そのような場合には

Machine mentor タイプに落ち着くかもしれない。人間によるタスクの実行が必要な

Peer

Human MachineMachine mentor

Machine

Human supervisor

Machine supervisor

Human

Human

Machine
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い場合には、AI の学習が進んでいくと最終的には実際のタスクは AI が実行する

Human supervisor/user タイプとなるであろう。 

同じ AI でも人間側の信頼が高まっていった時、パターンは経時的にどう変化してい

くだろう。Human-mentor タイプで稼働していた AI に対する人間側の信頼が高まる

と、AI が独立して Human-supervisor タイプに移行し、さらには人間が単なるユー

ザの役割に留まる Human-user タイプになるかもしれない。運用によっては、AI が

これまで mentor だった人間と同格になり Peer タイプとなるかもしれない。 

 

まとめ 

ヒューマン・マシン・チーミングという考え方から出発し、人と機械の上下関係のパ

ターンを切り口に人と機械の関係性を考えて来た。AI やロボットなどの導入が進んで

いる現在、この関係性を考えていくことは今後ますます重要になると思われる。 

以上 
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［ １ ］ 高成長を続ける Ａ Ｉ ビジネス 

日本におけるＡＩビジネスは、2010 年代後半から本格的な成長を実現し、2020

年代に入っても、その規模を急速に拡大してきている。 

IDC JAPAN によると、ＡＩシステム市場は、２０２１年には ２７７１億 

9 千万円 前年比 26.3％と高成長している。 

そして 2022 年の予測では、前年比 29％増の 3576 億 3 千 4 百万円と急成長を

予測している。 

さらに 2026 年には、8000 億円を超える規模に成長すると予測している。 

ＩＴＲや富士キメラ総研の予測においても、高成長を予測している。 

 

それではＡＩビジネスは、どのように成長してきているのだろうか。 

こう設問すると、こうした視点から系統立ててＡＩビジネス成長の内実を捉え、そ

の全体像を明らかにした論文やレポートが、思いのほか少ないことに驚かされる。 

筆者は、2010 年代後半から 7 年にわたり、急速に立ち上がってきたＡＩビジネ

スに関する事例を、業種別業務別に収集してきた。 

 そこで、これらのＡＩビジネス事例を整理・分析することで、ＡＩビジネスの現

段階を捉え、その全体像をスケッチしていくことにする。 

 

 

［ ２ ］ 具体性からの出発 

すでに筆者は、『未来デジタル研究 第 5 号』（2019 年 10 月発刊）に寄稿した

論文『ＡＩが変える新たな知識産業構造』において、「産業別共通業務別 

ＡＩシステム」を表にまとめ記載している。 

〔総括論文〕 

 

『 Ａ Ｉ ビジネスの現段階と近未来の論点 』 

 

ＡＩデジタル研究所長  堀切達也 
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その表において、日経新聞やＡＩ白書等のメディアから収集した５２の事例を、

「建設・インフラ」から「農業」までの 9 業種に分類した。 

共通業務では、ＡＩベンチャーが開発したＡＩシステムの利用社数を集計した。 

その結果、「人事労務管理」が 7422 社、「営業」が 1004 社あり、利用社数は合

わせて 8426 社にまで拡大していることを確認できた。 

この 3 年前の表をベースに、2020 年代前半に各種メディアから収集した事例の

数を、加算して表にすると、表 1 のようになった。 

 

 

業種別事例は、150 社と約 3 倍になり、共通業務も「会計・経理」で 100 万事

業所が加わり、その裾野が大きく広がっている。 

さらに戦略的にＤＸを推進する企業の記事を収集すると、３３社になった。 

 ［ 業種別 A I システムの特性 ］ 

この表に基づき、以下では業種別に事例の特性を考察する。 

その際に、現段階のＡＩビジネスの特性を際立たせるために、2010 年代後半と

2020 年代前半の事例を分けて考察していきたい。 
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（ 建設・インフラ ） 

建設業界においては、特定のスキルが必要な技能労働者が大幅に減少する。2015

年に 334 万人いた技能労働者は、2025 年には 216 万人となり、10 年間で 118

万人規模の減少が予測されている。（１） 

そのため 2010 年代後半においては、ＡＩの進化によりロボットの生産性を向上

させると共に、現場の技能を伝承していく AI システムのニーズが高まった。 

清水建設では、3 次元の設計図面やセンサーを組合せ、自らの位置を把握できる自

律型ロボットを開発した。それを踏まえ、100 ヶ所の工事現場で 8000 台のロボッ

トを管理できるシステムを開発し、技能労働者を約 7 割減らそうとしている。(2) 

大成建設では、土を固める機械や岩を砕く機械で無人施工できるシステムを開発

(3)、大林組は、ドローンを活用した測量システム開発している。(4) 

建設機械のコマツは、体系的なシステム化の中で、ＡＩを活用している。 

「現場での会話」「日誌」「油圧ショベル稼働状況」をＡＩが学習し、現場監督を指

南している。併せてドローンを使って、3 次元で施工現場を測量し、建機が半自動で

作業する「スマートコンストラクション」を開始した。利用料は 7 万 8 千円/月で、

工期の半減を目標としている。(5) 

このことからコマツでは、新しいビジネスモデルによって利益創出を目指している

ことが明らかになる。 

インフラ分野においては、異常検知や設備運用にＡＩが適用されている。 

川崎地質は、年間 3300 件の道路陥没事故を少なくする空洞探査に、富士通のＡ

Ｉを採用し、探査結果解析時間を１/10 に短縮できた。(6) 

ＮＴＴコムウエアとＡＬＳＯＫは、市販のカメラで撮影した道路の映像を基に「ひ

び割れ」の有無を検出する技術を開発している。ここで着目すべきは、両社共に、イ

ンフラ分野を本業にしているわけではないことである。(7) 

◇               ◇               ◇ 

そして 2020 年代に至ると、ビッグデータを活用し、建設工事効率化を目指すＡ

Ｉシステムが開発されるようになった。 

大成建設と連携したスタートアップ燈は、数百ページに及ぶ施工計画書類をＡＩで

読み取り、建具や部材の情報を瞬時に検索できるシステムを開発した。(8) 

大林組と業務提携したハイパーは、設計士が建物を 3 次元で構造設計できるシステ

ムを主力とし、大林組は手書きのスケッチを元にＡＩが具体的なデザインを提案する

システムを開発、この両者を連動させ、設計打合せ期間の大幅短縮を実現した。(9) 

このように人手不足に対処するためのＡＩシステムの活用が広がりつつある。 
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（ 製造業 ） 

日本のＧＤＰの 2 割弱を占める製造業において、2010 年代後半から、 

ＡＩさらにはⅠoＴ・ロボットにより、競争力強化が図られてきた。 

開発・設計部門で活用される 3 次元ＣＡＤ・ＣＡＥにおいては、デジタル化データ

にＡＩを適用し、富士通や Autodesk が、設計コスト抑制・品質・スピード向上を実

現している。(10) 

生産工程では、ＧＥがＡＩやⅠoＴを駆使してリアルタイムデータにより、生産オ

ペレーションを最適化する「ブリリアントプロジェクト」を推進してきている。(11) 

ブリジストンはタイヤの成形工程にＡＩを導入しており(12)、ソニーは検査工程に

独自開発したＡＩを活用し、目視検査を無人化している。(13) 

データの高速処理をめぐっては、ⅠoＴ工場の構築方法で競合が起こっている。ク

ラウド経由でデータ処理するシーメンスやＧＥに対し、機械の誤動作や不具合に素早

く対処するためのエッジコンピューティングを三菱電機が普及させようとしている。

(14) 

ＡＩで自ら学ぶ工場ロボットということでは、ファナックがＡＩ開発ベンチャーで

あるプリファード・ネットワークスと共同開発している。(15) 

こうした積極的なＡＩの共同開発により、世界シェア５０％を誇る日本の産業用ロ

ボットの強みを継続強化する必要がある。 

◇               ◇               ◇ 

2020 年代前半には、装置産業から組立産業まで、AI システムが多様な形態で展

開されつつある。 

化学企業では、新素材をＡＩで性能を予測、アサヒ飲料では、ＡＩがカビなどを自

動判別している。(16) キリン株式会社は、ビール製造にＡＩを適用、仕込み・発酵

計画立案で年 400 時間の削減を見込んでいる。(17) 

さらにブロックチェーンや仮想空間の活用が広がりつつある。 

サプライチェーンの各工程における環境対策を、ブロックチェーンで「見える化」

する動きが、三菱重工・三井化学・旭化成等に広がりつつある。(18) 

仮想空間の活用ということでは、日立製作所が旗艦工場を再現し、工作機械大手の

DMG 森精機は、工程の 8 割をデジタル化し、仮想空間で部品を試作している。(19) 

さらに NTT ドコモは、次はメタバースということで、3 次元設計や開発に活用し

ようとしている。(20) 

こうした AI システムやＤＸの推進主体である従業員に対する組織的教育が、本格

的に実施されつつある。 
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（ 自動車 ） 

まず 2010 年代後半からスタートした自動車のＡＩ利用へのチャレンジを、ごく

簡単に 4 点にまとめ、概観することにしたい。 

第 1 は、ＡＩを搭載した自動運転車の実用化である。 

第 2 は、異業種企業との戦略提携が相次ぐ中で、グーグルのように異業種から自動

運転車に参入する企業がでてきていることである。 

第 3 は、シェアリングエコノミーの急拡大に象徴されるビジネスモデルの根本的見

直しである。 

そして第４は、自動運転の実現後にもたらされるタクシー・トラック・バスドライ

バーの大量失業という近未来の懸念事項の浮上である。 

◇               ◇                 ◇ 

2020 年代に至り、自動運転の実用化をめぐる競争は、新たな様相を呈しつつあ

る。 

自動運転の特許出願件数では、トヨタ自動車がトップだが、公道試験では、3000

万㎞を走破したグーグルのウェイモが、他社を圧倒している。また中国の百度は、国

家プロジェクトに認定されたアポロ計画の成果を生かし、公道でのロボタクシーの試

験サービスを開始している。 

そして自動運転車には、ソニーやアップルといった異業種からの参入が具体化しつ

つある。(21) 

現時点の自動運転は、一定の条件下で完全に運転を自動化する「レベル 4」をいか

に早く実現するかを巡っての競争となっている。(22)そのためには、自動運転の技術

面だけでなく、インフラや安全基準、さらには迅速な法整備が課題となっている。 

 ビジネスモデルの根本的見直しは、自動車産業を構成する付加価値の割合の劇的

変化によってもたらされる。ハードウェアの比率の大幅な低下であり、それに対し自

動車用 OS/ソフトウェアと、ウーバーに代表されるライドシェアリングの大幅な拡大

である。(23) 

さらに、こうした劇的変化は、さまざまな業界に波及していく。 

ブリジストンは、自動運転でも事故が起きにくい専用タイヤを開発しているし

(24)、損害保険ジャパンは、車の所有者である個人や企業から、車メーカーやソフト

会社に契約相手を転換しようとしている。(25) 
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（ 医療・製薬 ） 

日本の医療費 44 兆 2 千円の半分近くは人件費が占め、医療事務のＩＴ活用は遅れ

ている。 

電子カルテの普及率は、近年伸びてきているが、未だ 46％にとどまっている。こ

の普及率をアップし、人件費負担の軽減・効率化を実現するためにはＡＩ・ＩＴの活

用が必須となり、2010 年代後半には AI システムの活用が急速に進展した。 

すでにユビーが開発したＡＩ問診システムでは、医師の診察時間を 35％削減で

き、ナムのシステムでは、利用者は通話アプリＬＩＮＥを使って病状についての質問

に回答することで、ＡＩが可能性のある疾患を判断し、利用者の病状を来院する前に

把握するメリットをもたらした。 

こうしたＡＩを活用した負荷軽減・効率化製品が、全国に拡大してきた。 

また医療用ＡＩに着目すると、その市場規模は急拡大している。 

特に、富士フィルム・オリンパス・日立製作所において、画像診断の実用化が推進

され画像診断の診察時間が短縮され、医師の負担が軽くなった。(26)(27) 

政府も、ＡＩ医療に包括ルールを設定した。 

具体的には、ＡＩは判断を誤ることを前提に、医師の診断支援ツールとし、最終的

な診断や治療方針の決定と責任は、医師が担うべきであるとした。 

この包括ルール設定により、メーカーがＡＩ医療機器開発で萎縮しないようにし

た。(28) 

この包括ルール設定もあり、医療分野でのＡＩ適用範囲は拡大しつつある。 

ＮＥＣと国立がん研究センターは、「リアルタイム内視鏡診断サポートシステム」

を開発(29)、３つの病理学会と国立情報学研究所では、がんの診断画像をデジタル化

し、全国の中小病院とクラウドで画像データの共有化を実現し、病理診断に携わる医

師不足を解決しようとしている。(30) 

加えて異分野からの参入ということでは、ＫＤＤＩ総合研究所が、ＡＩを使い糖尿

病にかかるリスクを予測する技術を開発してきている。(31) 

新薬開発ということでは、製薬会社や研究所が、ＡＩを用いて新薬開発に向けた取

り組みを強化している。そしてＡＩに加え、富士通製スーパーコンピュータの活用

が、新薬開発の開発期間の大幅削減やコスト低減を進展させている。 

◇               ◇               ◇     

2020 年代に突入すると、３つの分野で画期的イノベーションが実現しつつある。 

第 1 は、ＡＩによる画像診断の部位が、大腸や肺から、全身に拡大してきたことで

ある。(32) 脳の動脈瘤・認知症診断や眼の白内障から、乳がんや胃がんまで、画像

診断が可能となり、こうした AI システムのビジネスが、急成長しようとしている。 
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第 2 は、AI で医師の技を再現する研究をベースに、手触り感を再現できる手術支

援ロボットが本格的な普及期に入ろうとしていることである。(33) 

第 3 は、AI システムを組み込んだ電子カルテを下書きするシステムが開発され、

過疎地の医師不足問題を解決しようとする試みである。(34) 

（ 介護 ） 

介護従業者の不足は、高齢化社会の進展と共に深刻化しており、2035 年には 79

万人が不足すると予測されている。 

そのためＡＩの活用が、急務となっている。 

介護分野でのＡＩということでは、高齢者介護計画（ケアプラン）の策定に活用さ

れている。 

ツクイなど 15 の介護事業者では、シーディアイが開発したＡＩで、自立支援に向

けたケアプランが作成できることから、ケアマネージャーが活用している。 

ニチイ学館では、ＡＩに約 7 万人分・約 30 万件の要介護度などのデータに基づ

き、ケアプランを策定させ、自立支援に活用している。 

地域のＡＩ活用ということでは、シーディアイとＡＩ研究者プジオイル氏は、豊橋

市の 10 万件の介護保険データをＡＩに学習させ、200 人弱の高齢者のケアプランを

作成し、高齢者の自立を促している。(35) 

◇               ◇               ◇ 

とはいえ介護現場にフォーカスすると、2020 年代に入っても、ＡＩや介護ロボッ

トの活用は進展していない。 

確かにＡＩや介護ロボットの開発は、国の積極的な施策もあり推進され、すでに実

証実験で使用されている。しかしながら介護ロボットは、単一作業しかできず、単価

は非常に高いため、本格的な大量導入に至っていない。ＡＩによる介護システムも、

利用イメージが固まっていないため、具体的なシステム構築に至っていない。 

 今後、高齢化が進展する日本の社会において、介護施設におけるＡＩシステム構

築と、複数の作業をこなせる介護ロボットの開発、それらの量産によるコストダウン

が、最も重要な課題と言えるだろう。 

（ 小売 ） 

小売業界でも、ＡＩの活用によりビジネスの形態が大きく変わりつつある。 

アマゾン等ＡＩ企業と小売チェーンの提携が相次いでいる。そのアマゾンは、

2016 年にシアトルの本社内に初の無人コンビニ「Amazon Go」をオープンし

た。 

中国に目を転じると、2017 年には AI を活用した無人店舗が急拡大した。 
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しかし内実は、消費者のニーズから無人店舗が増えたわけではなく、投資熱がバブ

ル的に無人店舗数の拡大を実現させていったに過ぎなかった。そのため 2018 年にバ

ブルの崩壊が始まると、大規模なリストラと閉店によりブームは去っていった。 

その一方で、この間に日本では、ビッグデータ共有による競争力強化が進展してい

った。 

セブンイレブンは日に 2300 万件の購買のビッグデータを、ＮＴＴドコモは

7600 万件のＧＰＳによるビッグデータを蓄積しているが、その２つのビッグデータ

を組み合わせ、出店提案やネットスーパーの出店を推進している。 

さらに、中小店舗でもＡＩ活用が広がり、ビジネスの形態変化をもたらした。ボヌ

ール三軒茶屋本店では、パンを画像認識し、商品名・金額を瞬時に表示できるため、

店員はレジ打ちせず、パンを袋詰めしながら、接客に専念できるようになった。 

このＡＩシステムの開発会社ブレイン（従業員 20 名）は、すでに 100 台以上販

売している。(36) 

このように 2010 年代後半における小売業の AI 化は、挫折と失敗を繰り返しなが

ら進展してきたのである。 

◇               ◇               ◇ 

しかし 2020 年代に至ると、日本においてもコンビニ無人化の動きが急速に本格

化しつつある。 

ファミリーマートは、2024 年末までに無人店舗１０００店を目指し、人件費の半

減を図ろうとしている。(37)  省力化ということでは、セブンイレブンが、生体認証

によるレジなし店の模擬実験に着手し、ローソンでは、客が自身で清算する「セルフ

レジ」を全 1 万４千店に導入しようとしている。 

さらに 2020 年には EC 物販がコンビニ売上高を超えたことから、セブンイレブ

ンが全国で宅配に参入し、アマゾンに対抗しようとしている。 

そして中小への AI 適用の広がりということでは、コニカミノルタが来店者数や販

売数の予測データを提供する仕組みを作り上げている。(38) 

加えて、接客ＡＩロボットにより、接客業務の形態が大きく変わろうとしている。 

新たに開発される接客ロボットは、臨機応変に会話でき、画像センサーで検知した

人の表情や身ぶりから感情を読みとって、自然に話せるようになる。その結果、人手

不足の小売店・飲食店の接客業務を担わせる可能性が広がっていく。 

（ 物 流 ） 

物流業界は、ＥＣ市場の成長にともない、宅配便取り扱い個数が急増し、ドライ

バーの人手不足が深刻化している。そのため 2010 年代後半から、 

ＡＩ・ロボット・自動運転を使い少人化・省力化を推進することが急務の課題と

なってきた。 
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調達物流では、ヤマト運輸が、高速道路における２台目以降を無人化する隊列走

行を開発(39)、ドイツのＤＨＬでは、ＡＩにより企業宛か、個人宛かを判別し、効率

的な配送計画を立案している。(40) 

拠点内物流では、アマゾンが倉庫内の出荷作業を支援するロボットを開発、

2015 年に 3 万台を超えるロボットを導入し、各倉庫の 20％以上のコストカットを

実現した。（４1） 

販売物流では、ヤマト運輸が、ＤeＮＡと自動運転による宅配実験車両「ロボネコ

ヤマト」を実用化し(42)、併せてＡＩで効率的な配送ルートを組み立てる。アスクル

は、ＡＩを用いて、顧客に対し到着時間を 30 分単位で知らせ、実績を積むことで学

習し、配達時刻の予測精度を向上させている。(43) 

このようにＡＩが介在するネットワークで、新たなサプライチェーンが形成され

るようになった。 

◇               ◇               ◇ 

2020 年代に至ると、物流業界においてもデジタルトランスフォーメーション

（DX）の導入が急速に進展するようになった。コロナ禍により EC 需要が急増し、自

動化・省力化ニーズが高まったためである。 

ニトリは、デジタル物流を志向し、ＡＩで最適ルートを作成、ブロックチェーン

を使った新システムにより、納期短縮を目指している。(44) 

日本通運も、ブロックチェーンを活用した輸送網の整備に乗り出している。(45) 

さらには、岐阜県内にある自動車部品などの製造業を対象に実装実験が開始され

た。 

仕組みは、受発注情報を官民がつくるデータプラットフォーム上で共有し、AI に

よるマッチングで混載輸送を実現するシステムである。(46) 

このように中小企業の物流の世界においても、AI による混載輸送が広がろうとし

ている。 

（ 金 融 ） 

金融業界は、2010 年代後半から、フィンテックにより根本的に構造転換すること

になる。 

第 1 は、ＡＩの多様な利用拡大である。 

みずほファイナンシャルグループは、機械学習を用いて金利の急騰や株急落リスク

の予兆を管理している。損保ジャパンは、約 2000 万件のデータから企業の信用力

を、5 分で判断。(47) 野村証券は、富士通との共創ビジネスで、膨大な取引データ

から、異常を自動検知している。(48) ソニー銀行は、住宅ローンの仮審査にＡＩを

使い、従来２～６日かかっていた審査時間を、１時間に短縮した。(49) 
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第２は、分散型台帳によりシステムを低コストで開発可能なブロックチェーンの適

用拡大である。 

銀行では国際送金や個人間送金に、株式市場では有価証券の取引記録に、保険では

貿易での貨物保険の書類整理に、ブロックチェーンを新たな情報インフラとして使っ

ている。 

第３に海外に目を転じると、ゴールドマンサックスでは、ＩＴ技術者を増やしつつ

も、５００人のトレーダーを 3 人にまで削減しており、中国では、キャッシュレス化

が急進展し、資産運用など金融サービスもネットで提供している。 

こうしたＡＩの活用やブロックチェーンの活用により、メガバンクのリストラや地

方銀行のフィンテックの新会社の設立等、日本の金融業界は激変していくことになっ

た。 

◇               ◇               ◇ 

2020 年代に至ると、さらなる破壊的イノベーションが進展していく。 

まずはデジタル通貨である。 

大手銀行や NTT グループなど 74 社・団体の企業連合は、デジタル通貨の実用化

に取り組んでいる。ブロックチェーンを使い、原則 24 時間取引と即時決済を目指

す。そのことで、企業負担の決裁や送金コストを下げることにつなげていく。(50) 

デジタル通貨発行の動きは、世界的に広がってきている。 

中国は「デジタル人民元」の大規模な実証実験を進め実用化を目指し、ヨーロッパ

も「デジタルユーロ」の研究を急いでいる。 

次は、スマホ金融である。 

三菱 UFJ フィナンシャルグループは、業種やグループの垣根を越えて金融提携

し、他社を含めたサービスをスマートフォンで一体提供する基盤をつくろうとしてい

る。(51) 

第 3 は、AI による破壊的イノベーションによって、本業転換を余儀なくされるケ

ースである。 

損保ジャパンは、主力の自動車保険が自動運転の普及で近未来に先細りする可能性

があるため、70 の新サービスを生み出し、自動車や災害データを蓄積・分析する

「リアルデータプラットフォーム」を構築し、売上高 5 千億円を目指している。(52) 

第 4 は、AI を使ったコールセンターの高度化である。損保ジャパンは AI スタート

アップの ELYZA と提携し、対話内容をすぐに要約する機能を実現している。(53) 

第 5 は、大手金融機関において、メタバース（仮想空間）を活用したサービスを模

索し始めたことである。その結果、金融業の近未来の業態は、より根本的に変わりう

る可能性が広がっていく。(54) 
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（ 農業 ） 

農業のＡＩ利用に関しては、すでに第 5 号で、岡本研究員が執筆されているので、

その論文を参考にしながら、以下 4 点にまとめ、概観することにしたい。 

第 1 は、クボタによるトラクターの無人走行や(55)、ＡＩを用いてトマトを収穫

するパナソニックによるロボット開発である。(56) 

第 2 は、農水省 人工知能未来農業創造プロジェクトにおける取り組みである。「Ｊ

Ａふくおか八女」では、熟練農家の「気づき」を記録し、学習教材として形式知化

し、経験者の少ない生産者向け学習支援システムを開発している。(57) 

第 3 は、センサー・ドローン・気象データ収集からＡＩによる栽培管理の効率化の

取り組みである。カゴメは、「いわき小名浜菜園」において、気象データとトマトの生

育データをＡＩに学習させ、数週間先の市場の需給を見通そうとし、生産調整による

在庫ゼロを目指している。(58) 

第 4 は、「気象ビジネスコンソーシアム」による 2 週間先の気温の予測である。

(59)この予測は、農業に役立つだけでなく、業種を超えて自動販売機の飲料・冷暖房

機器の在庫管理や利益向上にも貢献している。 

◇               ◇              ◇ 

こうした 2010 年代後半から本格化した農業の AI 利用は、2020 年代に至ると、

より広がりを見せて多様な展開へと突き進む。 

まず「スマート農業」の登場である。 

「スマート農業」は、AI 利用に限らず、ICT やロボット、IoT さらにはトラクター

の自動運転、ドローンの活用等を視野に入れながら、立体的な広がりをもって成立す

ることになる。 

「スマート農業」の目的は、第 1 に農作業の省力化・労力軽減であり、第 2 に農

業技術の継承、第 3 に食料自給率の向上、第 4 に環境保全、第 5 に品質の向上であ

る。 

「スマート農業」の導入効果としては、省力化と収量アップの同時実現であり、肉

体労働の負荷軽減であり、農業データの収集に基づく AI による特徴量抽出であり、持

続可能な社会に向けての有機栽培・減農薬栽培の推進である。 

「スマート農業の技術展望」に関しては、岡本論文において、わかりやすく図解さ

れている。(60) 

現在、小さな農家においても、「スマート農業」的な AI の活用が進んできている。

そして世界に視野を広げると、日本の 7 分の１以下の耕地面積しかもたないオランダ

が、「スマート農業」で先行し、農業輸出額はアメリカに次ぐ世界第 2 位の農業大国

となっている。 
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近未来には、農業は「技術革新の少ない伝統産業」というイメージを払拭し、「AI

を活用した先端産業」に変身する可能性が高まってきていると言える。 

 

 

以上、9 業種をピックアップし、ＡＩシステムの浸透状況を概観してきたが、続

いて業務ということで、「人事・労務管理」「会計・経理」「営業」の 

3 業務にフォーカスし、ＡＩシステムの活用状況を概観しておきたい。 

尚、業種と異なり、業務の AI システム浸透においては、2010 年代後半と

2020 年代前半に段階を分けて捉えるほどの非連続性はないので、段階区分無しに、

概観している。 

但し、業務 AI システム開発の担い手の多くが、2010 年代に設立された若い AI

ベンチャーである点は、着目に値する。 
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〔 人事労務管理 〕 

ＡＩ活用によるヒューマンリソーステクノロジーの市場規模が急拡大している。 

ヒューマンリソーステクノロジーは、採用管理・人事配置・労務管理・人材育成・

人材の定着から構成されている。人事労務管理におけるＡＩは、図 1 の構図で機能し

ている。 

 

 

 

ＡＩによる採用業務では、適正検査や書類選考において、ＡＩが人間の業務を代替

し、効率化を図っている。さらに面接者のバイアスをＡＩにより排除し、もしくはＡ

Ｉが面接するケースもでてきている。矢野経済研究所では、新卒採用支援市場が

1288 億円（2018 年度）と急成長したと指摘している。この急成長を支えているの

が、ＡＩシステムを開発した採用支援企業である。 

2010 年に創業したＩＧＳは、スマホのゲームでの「指の動き」で性格を読みとる

ＡＩの適正検査を開発、全日空や損保ジャパンで導入された。(61) 

2014 年に創業し、従業員 12 名のタレントアンドアセスメントは、ＡＩ面接ツー

ルを開発し、大手食品メーカー20 社以上が導入している。(62) 

2007 年に創業、すでに従業員 942 名を数えるビズリーチは、約 105 万人の転

職希望者をデータベースに登録し、採用プロセスにＡＩを活用しており、利用企業は

7400 社に達している。(63) 

（ここで筆者は、多様性を持ち顕在化しない潜在的可能性を持つ若者の採用の可否

を、過度にＡＩにゆだねることには必ずしも賛同できないと記しておきたい。） 
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〔 会計・経理 〕 

企業の会計・経理処理においては、1980 年代から本格的にＩＴ各社により会計ソ

フトが開発・販売され数多くの中小企業で利用されてきている。 

直近では、クラウド型サービスやＡＩを搭載した会計ソフトの利用が進展しつつあ

る。 

ＡＩの会計ソフトへの搭載により、費用と勘定科目のセットをＡＩが学習し、どの

費用が、どの勘定科目あたるのかを自動で振り分ける。また、ＡＩの画像認識技術に

より、領収書やレシートの文字金額を読み取り、システムへの自動入力が可能となっ

た。 

こうして、会計や経理の定型作業は、ＡＩ導入により、大幅な効率アップを実現す

る。 

2012 年に設立し、すでに従業員 505 名のｆｒｅｅｅは、2016 年にスモールＡ

Ｉビジネスラボを設立し、自動仕訳に関する特許を取得している。(64) 

この特許技術は、「仕訳登録ＡＩ」として、クレジットカードの明細や銀行口座の

情報を入力するだけで、自動で勘定科目に仕訳してくれる。さらに画像認識機能とＯ

ＣＲによる読み取り機能も実装している。加えて月次監査業務を効率化・自動化する

ＡＩ月次監査機能も提供している。 

ｆｒｅｅｅと同じ 2012 年に設立されたマネーフォワードも、従業員数が 300 名

を超え、クラウド型会計ソフト「ＭＦクラウド」においてＡＩによる勘定科目の提案

機能を実装し、ＡＩチャットボット機能も搭載している。(65) 
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また長年にわたりシェアの高い会計ソフト企業であるオービック・ビジネス・コン

サルタントも、クラウドサービスを提供し、サービスの高度化を図っており、直近で

はＡＩの搭載をメディアでアピールするようになった。 

そしてＥＲＰの世界でも、HUE や Oracle ERP Cloud には、ＡＩが搭載されてい

る。 

直近では、事務作業の効率化技術であるＲＰＡ（ロボティック プロセス オートメ

ーション）もＡＩと共に会計ソフトに組み込まれ、定型業務の自動化に、これまで以

上に拍車がかかることが予想される。 

〔 営 業 〕 

ソリューションを提供できる営業パーソンは、クリエイティビティが必要であり、

ＡＩに代替できないように思える。しかしソリューション営業の仕事を詳細に分析す

ると、パターン化できる業務も内在しており、ＡＩによる効率アップの可能性が広が

る。 

まず各営業パーソンの訪問予定先は音声入力が可能となり、自然言語でチャットロ

ボットが回答することになる。そして営業部門全体を捉えれば、ＡＩが営業部門全体

の行動を学習し、効率アップを可能にしていることが明らかになる。 

ＡＩは、各営業パーソンの活動を詳細に把握し、それらをビッグデータになるまで

繰り返し学習し、成約率アップのパターンを提示できるようになる。このようにして

営業の仕事の 7 割以上を占める事務作業をＡＩによって効率化し、営業はクリエイテ

ィビティを高めることに専念できるようになる。 
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次に、営業の仕事のＡＩ利用を、具体的にイメージしていただくために、ＡＩを活

用した営業支援企業を、3 社紹介することにしたい。 

マツリカは、ＳＦＡサービスであるＡＩクラウド支援ツール「センシズ」を月額 5

千円で提供することで、営業活動を見える化し、営業業務の標準化を可能とした。 

利用企業は、すでに 1000 社を超えている。(66) 

2008 年に創業し、50 人の従業員からなるエッジコンサルティングは、ビッグデ

ータ解析やＡＩ実装支援を手掛けるベンチャー企業である。(67) 

営業支援ということでは、「ジーン」がＡＩを使って新規開拓をサポートする。「ジ

ーン」のＡＩによる営業支援は、「営業リストの精査」「顧客アポイントの獲得」「効果

的な営業文章の作成」「顧客管理」から構成されている。 

2003 年に創業したフロンテオは、ＡＩ事業をメインに展開し、ビジネスデータ分

析支援ツールを開発し、三菱重工、横浜銀行、第一三共、資生堂ジャパンなど業種を

超えて、大手企業にも導入している。(68) 

このように営業の仕事においても、ＡＩの利用が急速に進展しつつある。 

 

［ ３ ］ DXの広範な構築 

 ［ D Xの定義 ］ 

そもそもＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）という言葉は、２００４年に

スウェーデンのウメオ大学のエリック・ストルターマン教授が提唱したとされる。Ｄ

Ｘには、さまざまな定義があるが、筆者は、経済産業省の「ＤＸガイドライン」にお

ける以下の定義が、その本質に迫っていると判断している。 

「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、

顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革すると共に、業

務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立す

ること。」 

特に経営サイドに立って、この定義を捉え返すと、「データとデジタル技術の活

用」「ビジネスモデルの変革」「競争優位の確立」といった重要なキーワードで組み立

てられていることがわかる。 

DX の成否は、この定義を踏まえ、トータルな視点に立ち、縦割り組織を一気通貫

するデジタル化を、実現できるかどうかにかかっていると言えるだろう。 

［ D Xのテイクオフから本格推進へ ］ 

それでは、いつ頃から DX は、テイクオフしていったのだろうか。 
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こう設問し、２０２０年の経産省の調査を確認すると、約５００社の DX 推進状況

を分析した結果、９割以上の企業が DX に取り組めていないか、散発的にしか取り組

んでいなかったことが明らかになる。(1) 

このことから、2020 年代に至り、ようやく多くの産業を網羅して AI の構築と重

なりあいながら DX を本格推進する企業が増加し、DX ビジネスは、急成長する段階

に至ったことが浮き彫りにされてくる。 

但し、国別に見るとアメリカが先行し、日本企業は先頭集団として位置付けられて

はいない。 

それどころか、世界デジタル競争力ランキングにおいて、4 年連続順位を下げて、

６３ヵ国中２９位のポジションにとどまっている。(2) 

ベスト５は、デンマーク・アメリカ・スウェーデン・シンガポール・スイスとなっ

ている。 

東アジアに限ってみても、韓国が８位、台湾が１１位、中国が１７位であり、日本

のデジタル競争力は、低迷している。 

特に６３ヵ国中最下位だった指標は、「ビッグデータやデータ分析の活用」や「機

会と脅威に即応できる組織体制」であり、「俊敏な意思決定・実行」だった。また「デ

ジタル・技術スキル」も６２位にとどまっている。 

まずもって、こうした「DX 後進国」ともいうべき厳しい現状を直視しながら、次

に 2020 年代前半の DX の本格推進について、考察していくことにする。 

日本において「全社戦略に基づき全社的に DX に取り組んでいる」企業は

21.7％、「全社戦略に基づき、一部の部門で DX に取り組んでいる」企業は２３．

６％であり、合算すると 45.3％となる。 

このアンケート調査は、２６業種５３４社での調査であり、大企業・中堅企業・中

小企業を網羅しており、DX が広範に推進されつつあることを映し出している。 

これに対し、アメリカの企業３６９社のアンケート調査では、「全社戦略に基づき

全社的に DX に取り組んでいる」企業は 36.6％、「全社戦略に基づき、一部の部門で

DX に取り組んでいる」企業は３５．０％であり、合算すると 71.6％となり、日本企

業を大きく引き離している。（３） 

この DX の本格展開に関するサンプル調査から明らかになってきた特徴は、「業務

効率、生産性の向上」に取り組んでいる企業の割合が 40.4％に達しており、「ビジネ

スモデルの改革や開発」に取り組んでいる企業も、34.9％に達していることである。 

その一方で、「投資効果がわからない」、「DX 推進人材の確保・育成が難しい」をあ

げている企業が多くある点に、今後の課題を見いだすことができる。(4) 
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［ DX先進企業から学ぶ ］ 

筆者は、2020 年から現在までのＤＸ先進企業 33 社の情報を収集し、分析するこ

とで、３つの特性を確認することができた。 

第 1 の特性は、各工程や各ビジネスプロセスにのみ着目するのではなく、全行程や

全てのビジネスプロセスを俯瞰し、ＤＸを実現してきていることである。 

２つの先進事例を紹介する。 

まず建設機械のコマツである。すでに述べたように、コマツのＡＩ活用は、2010

年代後半からビジネスモデルの変革を目指して推進されてきている。 

これに加えてＤＸ化は、従来の工程ごとのバラバラなデジタル化の推進から、測

量・計画・施行・検査といった全ての工程をつないで、仮想空間で再現し、PDCA を

高速で回して、無駄を一掃し、工期削減を目指そうとしている点に、その特長があ

る。 

このようにコマツは、AI においてもＤＸにおいても、全社的視点から戦略的に取り

組む姿勢で一貫している。(5) 

次の先進事例は、大塚商会のＡＩを活用した営業ＤＸである。 

主要な取引先が中小企業である同社は、2010 年代後半まで、足で稼ぐ強力な営業

部隊が、成長を支えてきた。 

そして 2019 年には、ＡＩによる営業支援の仕組みが導入された。(6) 

具体的には、5 千万件に及ぶ商談データをＡＩに学習させて受注確度の高い訪問先

を特定、営業担当者に推奨するようになった。さらに日報に記載された上司から部下

への助言も学習させ、自動でアドバイスする機能も持たせた。このＡＩシステムによ

り、全体の商談件数は、2.3 倍に増加し、受注の成功率アップも実現した。 

加えて販売後の未訪問をＡＩが検知し、再訪問を推奨している。 

大塚商会の営業は、1 人当たり 1 千社以上を担当しており、こうした商談ビッグデ

ータに基づく成功パターンの抽出が、受注の拡大につながったと言える。 

ここで着目すべきは、社長直轄のデータ分析組織からスタートしていることから、

トップダウンによるデータサイエンスの先進的な活用事例と捉えられることである。

まさにトップがリードし、組織全体に目配りしたＤＸの成功例と言えるだろう。 

 第 2 の特性は、社員のリスキリング教育を、トップダウンにより全社で推進する

企業が増えだしていることである。 

富士通は、DX 企業に転換するために、国内グループ 8 万人の従業員に対し、リス

キリング教育を推進している。教育投資を 4 割増やし、必要なスキルを自ら選び、学

べる研修を拡大。ジョブ型雇用との連動を広げ、学ぶ動機を高めつつある。(7) 

ヤフーは、社員の先端ＩＴ人材への転換を進めている。 
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2023 年までに「データサイエンティスト」「データアナリスト」「ＡＩを実務で活

用できる人材」を育成するため、全社員約 8000 人を再教育する。(8) 

ダイキン工業は、デジタル技術を強化するために、大阪大学と連携し、2 年間にわ

たりＡＩ・IoT を教育、2023 年までに 1500 人を学ばせる。(9) 

大和証券は、全従業員 9000 人を対象に、DX の技能取得を目指す。(10) 

2024 年 3 月期を目途に、「Ｐｙｔｈｏｎ」の認定基礎試験で、1000 人の合格を

目標としている。 

目を海外に転じると、自動車部品最大手のドイツのボッシュが、全世界 40 万人の

社員を再教育し、ソフトウェア・データ分析・ＡＩ に精通したデジタル集団を目指し

ている。（11） 

 このように複数の先進事例に目配りすると、ＤＸに関する全社教育が、世界的広

がりをもって、業種を問わず、大企業において推進されてきていることを確認でき

る。 

 第 3 の特性は、業種の枠を越えたＤＸの推進である。 

講談社・集英社・小学館と商社の丸紅が新会社「パブテックス」を設立し、書籍の

流通モデルを、ＤＸによって変えようとしている。毎年発刊される 4 億冊のデータを

分析し、書店ごとの需要を精緻に予測し、業界の年 2000 億円以上の返品関連コスト

を大幅に削減しようとしている。(12) こうした業種の枠を越えた DX は、農業と小

売業の DX 実現による食品ロスの削減や、部品メーカーと完成品メーカーのデジタル

化されたサプライチェーンの構築による流通コストの削減等、SDGS にも貢献できる

可能性を広げていく。 

 第 4 の特性は、中小企業の DX 実現が、課題になろうとしていることである。前

節のアンケート調査で、中小企業にもＤＸが推進されつつあるとされていたが、未だ

数多くの中小企業では、ＤＸが本格化してきたとは言えない段階にある。 

経産省では、そうした現状を踏まえ、2021 年から DX を推進する上でモデルケー

スとなる優良事例 16 社を選定して紹介する「DX セレクション」をスタートさせ

た。(13) 

さらに DX 人材が足りない中小企業を対象に、大学と連携して、AI によるデータ解

析を支援する投資ファンドも登場しつつある。(14) 

このような支援により、中小企業にもＤＸ化が本格的に推進され、網の目のように

デジタル化が推進されるようになれば、日本は、「ＤＸ後進国」の汚名を返上できるの

かもしれない。 
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［ ４ ］ 近未来における A I ビジネス － ３つの論点 

それでは近未来のＡＩビジネスは、どのように展開されるのだろうか。 

というより、どう展開すべきなのだろうか。 

こう設問する理由は、ＡＩビジネスの展開が、単なる予測問題ではなく、すぐれて

経済政策・経営戦略の問題だからである。 

こうした発想に立つことによってはじめて、我々人間が主体的にリードする近未来

の「あるべきＡＩビジネス」を実現でき、ひいては「あるべきＡＩ社会」を描くこと

につながっていく。 

そのためには、まず以下の 3 つの論点を、掘り下げる必要がある。 

 

（１） Ａ Ｉ 化と Ｉ Ｔ 化 ― 類似点と相違点 及び その関係 

第２章の〔表１〕産業別・共通業務別ＡＩシステム〕を、あらためて眺めてみる

と、筆者が１９７０年代のＩＴ化の進展を分析考察した時と似た形態で、現在のＡＩ

化が進展していることが、浮き彫りにされてくる。 

１９７０年代のＩＴ化は、全業種を網羅して、ハードウェアとしてのコンピュータ

が導入され、経理・人事・営業・生産管理といった各業務部門にくまなく情報システ

ムが構築されていくプロセスをたどっていった。(1) 

この展開の仕方は、現段階のＡＩ化と類似している。 

さらにＩＴ化が、大企業から中堅・中小企業へと情報システム構築の範囲を拡大し

ていったように、2020 年代のＡＩ化もまた、大企業から中堅・中小企業へと急速に

展開されてきている。 

しかし相違点もある。 

第 1 の相違点は、システムのカバー範囲の相違である。 

ＩＴ化が、情報ネットワークシステムとして、企業全体をカバーしているのに対

し、ＡＩシステムが、未だ部分システムにとどまっている点で、異なっている。但

し、近未来には現在進行形のＤＸ化の本格展開によって、ＡＩを活用したシステム

が、既存のＩＴシステムとデジタル化によって統合される可能性が広がっていく。 

まさにＩＴ化とＡＩ化は、それぞれ独立性の強い関係から、相互に連携することで

融合し、シームレスにつながると予想される。 

第 2 の相違点は、ＩＴ化が、人間の精神労働における定型的な事務や集計といった

繰り返し作業のコンピュータ化だったのに対し、ＡＩ化が、人間の知識創造労働の一

部を担っている点に見いだすことができる。 

因みにＩＴ化以前の機械化は、人間の肉体労働の機械化だったと規定できる。 
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ここで筆者が強調したいのは、人類の長い歴史において、知識創造はあくまで人間

が単独で担ってきたのであり、それを機械が担うことはなかった点である。 

こうした歴史的視点から捉え返すならば、知識創造の一部を担う機械―すなわち人

工知能機械ＡＩが登場したことは、歴史上かつてない特別な意味をもっていることが

明らかになる。 

このＡＩと人間の協業における複数のパターンに関しては、丸山論文に的確に捉え

られており、これまでにない画期的な分析視座を提起している。 

 

（２） Ａ Ｉ により大量失業は発生するのか 

2012 年、ディープラーニングによって猫を認識できたというグーグルの発表がき

っかけとなり、第 3 次ＡＩブームが本格化することになった。 

この時期、ＡＩに関する過度の期待論や脅威論が盛んに論じられ、この手のセンセ

ーショナルな書籍が洛陽の紙価を高めていた。 

特にＡＩにより大量失業が発生するという主張が、幾つもの書籍や論文によって発

表されていったのである。 

Ｍ・オズボーン オックスフォード大学准教授とＣ・フレイ オックスフォード大学

フェローは、「近年の機械学習やロボットの技術進歩により、10～20 年以内に現在

の仕事の約 49％が自動化可能だ」と予測した。 

また未来学者のマーティン・フォードの予測はさらに深刻で「テクノロジーが雇用

の 75％を奪う」とし、「残酷な産業革命の到来」を予測していた。(2) 

さらに井上智洋 准教授に至っては、2045 年頃には、「全人口の 1 割しか働かな

い未来」が到来すると主張した。(3) 

この極端な予測は、あまりに非現実的である。なぜなら、そもそも大量の失業者を

抱え、ベーシックインカムで支えるにしても、「総供給の増加に対し、総需要が極端に

縮小する経済システム」として短期間に破綻することは目に見えているからである。 

しかし 2012 年から 10 年が経過した現在、かつて脚光を浴びた大量失業論は、

金融業界を除いて、影をひそめている。 

むしろ第 1 章で産業別に事例を分析したように、人手不足をカバーし補完するため

に、ＡＩシステムが導入されてきた実態を再確認する必要がある。 

建設業界では、技能労働者が大幅に減少しており、その不足分をロボットやＡＩシ

ステムに置き換えようとしてきている。 

小売業界でも、人手不足を解消するためにコンビニ無人化の動きが急速に本格化し

つつある。 
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物流業界においても、宅配便個数の急増により、ドライバー不足が深刻化し、Ａ

Ｉ・ロボット・自動運転を使い省人化・省力化することが、急務の課題となってきて

いる。 

さらに農業においても、就業人口の減少と高齢化をカバーするために、ＡＩを活用

した「スマート農業」実現へのチャレンジが進みつつある。 

その中でも、特に人手不足が深刻なのは、2035 年には 79 万人が不足すると予測

されている介護業界である。高齢化が急速に進む日本において、ＡＩシステムや介護

ロボットの開発が、最も優先度の高い課題であると言えるだろう。 

このように、各業界のＡＩシステム導入は、大量失業をもたらすというよりも、総

じて人手不足を解消し、知識労働の一部をＡＩに担わせることで、省力化・効率化を

目指しているのが実態だと言えるだろう。 

但し、フィンテックによる破壊的イノベーションが進展する金融業界は、店舗数を

大幅に削減し、3 メガバンクに限ってみても、3 万人を超える銀行員がリストラされ

ると予想されている。今後の課題は、上記の人手不足の業界や、同じく人手不足のＩ

Ｔ業界に再就職するためのリスキリング教育のきめ細かいサポートであろう。 

 

とはいえ、近未来のさらに先まで見据え、ＡＩによる大量失業の潜在的リスクまで

探っていくと、金融業界にのみ限定すべきではないことを確認できる。 

その根拠は、自動運転によって大量失業がもたらされる可能性が高まるからであ

る。 

すでに述べたように、現在は、限定領域でドライバーレスを実現する「レベル 4」

の実現を巡っての競争となっている。この結果、近未来において物流業界におけるド

ライバー不足は、ある程度解消できるかもしれない。 

しかし「レベル 5」の完全自動運転実現には、幾つもの高いハードルが立ち塞がっ

ている。例えば「ロングテール現象」の対処等の解決困難な課題の存在である。その

ため、運転免許を必要としない完全自動運転が当たり前になる社会が到来するには、

それなりの年月を要すると判断せざるをえない。尚、自動運転車が遭遇する「ロング

テール現象」に関しては、メラニー・ミッチェルが『教養としてのＡＩ講義』第 6 章

「学習する機械を詳しく見る」で、的確に考察している。（4） 

このように、運輸・郵便業の就業者数 365 万人のうちのドライバーが、一気に大

量に職を失う可能性は低いと推測される。 

以上から、「視野を近未来に限定するならば、ＡＩによる大量失業は、部分的にし

か発生しない」と言えるだろう。 
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（３） 2025年問題に、どう対処すべきか 

 そもそも 2025 年問題とは、2018 年に経済産業省がまとめたレポート

『2025 年の崖』が注目されるようになって、浮上してきた。 

この問題は、現在のＩＴシステムが企業経営の足枷となり、企業の競争力が低下さ

せられることによって、もたらされる。具体的には、日本企業の 8 割で稼働している

レガシーシステムの存在により、2 つの深刻な問題が顕在化することを指している。 

第 1 は、レガシーシステムによって、データ共有やデータの横断的な利用が困難と

なる問題である。まさにレガシーシステムが、企業全体のＤＸ推進の阻害要因となっ

てきていると言える。 

第 2 は、これまで長年にわたりシステム構築を担ってきたＩＴ部門のエンジニアの

リタイアが相次ぎ、システムのブラックボックス化が進展する問題である。その結

果、ＩＴ部門は、質・量ともに決定的な人手不足に陥る。 

 この 2 つの深刻な問題が引き起こす「2025 年の崖」によって、最大で年間 12

兆円の経済的損失の発生が予測されている。 

それでは、この巨大な損失を回避するために、どう対処すべきなのだろうか。以下

では、問題ごとに対処策を提起することにしたい。 

 第 1 の問題の対処策は、言うまでもなく各部門を横断したＤＸの構築である。そ

の構築において、ＡＩを活用した新たなビジネスモデルの創出が、日本企業の競争力

復活、ひいてはアメリカや中国の企業に対する競争優位実現につながっていく。 

その際に、業界標準を目指すＥＲＰの範囲を超え、企業の隅々まで行き渡り、企業

間・産業間の連携を意識したオリジナルなＡＩデジタルトランスフォーメーションを

志向することが重要となる。 

 第 2 の問題の対処策は、リスキリング教育の大幅な拡充である。 

リストラの進む金融業界や企業の事務職や生産職の余剰人員を、2025 年には 58

万 3 千人不足すると推計されているＩＴ人材にすべく、リスキリング教育の実施によ

るダイナミックな職種転換の推進である。(5) 

すでに第 3 章で、ＡＩを中心に先進的に社員のリスキリング教育を、トップダウン

で強力に推進する大企業 5 社を紹介した。今後は、こうした実績に学び、大企業のみ

ならず、中堅・中小企業においても、リスキリング教育を、官民一体となって戦略的

組織的に推進する必要がある。 

この 2 つの対処策の実施が軌道に乗れば、「2025 年の崖」を乗り越え、新たな可

能性を秘めた本格的なデジタル社会が、切り拓かれていく。 

しかしこれで、全ての 2025 年問題が解決されるわけではない。 

なぜなら、もう 1 つの 2025 年問題が存在するからである。 
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もう 1 つの 2025 年問題とは、2025 年に「団塊の世代」800 万人が、後期高

齢者になり、さまざまな社会問題が生じることを指す。 

因みに、「団塊の世代」が後期高齢者になることで、日本の総人口 1 億 2257 万人

のうち後期高齢者の人口が 2180 万人に達し、構成比で 17.8％を占めるようにな

る。(6) 

この超高齢化のもたらす問題の第 1 は、後期高齢者の医療費・介護費が膨らみ、現

役世代の負担が増大することである。 

第 2 の問題は、事業承継問題の深刻化である。 

2025 年までに中小企業・小規模事業者 約 245 万人が、平均引退年齢である 70

歳を超えるが、未だ 127 万人の後継者が決まっていない。そのため 5 割以上の中小

企業・小規模事業者で黒字廃業の可能性があり、22 兆円のＧＤＰが失われるリスク

が潜在している。(7) 

第３の問題は、2025 年には 505 万人、2030 年には 644 万人の人材が不足す

ると予想されていることである。(8) 

 それでは、この超高齢化による 2025 年以降ますます深刻化する人材不足問題

を解決するために、どうすべきなのだろうか。 

オーソドックスな解決策は、働く女性や働く高齢者を増やす雇用政策の推進であ

る。 

そして、本稿において強調したい解決策は、日本で働く外国人を抜本的に増加させ

る雇用促進策の実現である。その際に、特に着目すべきは、高齢者人口の比率が高ま

る日本や中国と異なり、若者人口の比率が高いベトナムやインドをはじめとする東南

アジア諸国である。 

そのことを踏まえ、東南アジア諸国の若者向けに、特定技能労働者向けの教育を拡

充し、人手不足が深刻化する業種への就職をサポートすると共に、ＩＴ・ＡＩ・ビジ

ネスの専門知識と専門スキルを持った専門職業人のジョブ型雇用を促進すべきだろ

う。 

こうした東南アジア諸国の若手人材の確保は、日本と東南アジア諸国の産業連携を

進展させ、ひいてはグローバルな観点からの日本経済の再活性化につながっていく。 

このように超高齢化という 2025 年問題を解決していくためには、何よりもＡＩ

デジタル化をコアにした DX 推進の担い手として、東南アジア諸国の多くの若者を教

育していくことが不可欠なのである。 
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［ ４ ］ 中間総括 

これまで業種別業務別のＡＩビジネス事例及びＤＸ事例を考察し、それを踏まえて

３つの論点を提示してきた。 

以下、中間総括としてまとめよう。 

時代区分ということでは、ＡＩビジネスの現段階を明らかにするために、20１0

年代後半からＡＩビジネスがテイクオフし、20２0 年代前半にはＡＩビジネスが本格

成長し、同時にＤＸがテイクオフしたと区分した。 

さらに「2025 年の崖」「2025 年問題」を概観した。 

その中でも、人口の高齢化が進展し、人手不足が深刻化していく構造問題に着目し

た。 

そのことと重なり合いながら、多くの事例から、近未来のＡＩ化は、大量失業をう

みだすのではなく、人手不足を解決し、仕事の効率アップにつながる効果を確認でき

た。 

そして 2020 年代後半には、「ＩＴとＡＩのシステムをシームレスに連携させ、Ｄ

Ｘに統合されるべき」と近未来を方向付けた。 

以上の中間総括を踏まえ、短期の歴史段階論を図化し、長期の歴史段階論と関係付

けると、下記の図 4 のようになる。 
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この図では、ＡＩビジネスがテイクオフしたあと本格成長し、2025 年問題に対処

しながら、ＩＴとＡＩをＤＸに統合していくべき期間を、長期の歴史段階論では、Ａ

Ｉデジタル資本主義の初期段階として位置付けた。 

18 世紀の第 1 次産業革命から始まる「産業資本主義」は、20 世紀後半には新た

な資本主義段階へ移行する。 

その移行は、「情報処理機械」としてのコンピュータが、全産業に導入されること

でスタートした。その後、「情報」をキーとし、それを体系付けた「知識」の創造が、

企業間競争を左右するようになり、1990 年代には「知識資本主義」の段階に到達し

た。 

そして 2010 年代に至ると、本稿で考察した「短期の歴史段階」に突入する。 

この段階を、長期の歴史的視点から捉え返すと、ＡI をコアテクノロジーとしたデ

ジタル化が、経済システム全体を覆いつくす「AＩデジタル資本主義」の生成期にあ

たる初期段階に位置付けられる。 

 

次号では、このＡＩデジタル資本主義の「経済システムとしての特性」を分析し、

併せてブロックチェーン等「新たな分散型テクノロジーと社会システムとの関係」を

考察し、寄稿する予定である。 

 

以 上 
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ＩＣＴ関連のあらゆるニュース、記事、情報、イベントでＤＸなるものが現れて、多

くのＩＣＴに関わる人たちが辟易の定に陥っているのではないかと思う。 

Digital Transformation を直訳すると、“デジタルによる変形・変質”という意味

である。 

多くのＩＣＴ関係者は、ＤＸの実態が分からないままにＤＸ中毒になっているため

に、とにかくＤＸが含まれているニュース、記事、情報、イベントに引き付けられてし

まう。 

まさに情報提供者（新聞、専門雑誌、リサーチ会社）や大手Ｓｉｅｒ、ソリューショ

ンベンダの思うつぼにはまっている。 

余談だが、Ｘは experience のようにエックスと発音されるときと trans で始める

単語の略語として扱われ、ＩＴ業界ではＣＸ ＵＸ、ＥＸやＤＸが良く使われている。 

ＤＸはバズワードまでとは言わないが、今まさにＩＴ業界最大の流行語である。 

ネット記事の中で、クラウドという言葉が理解され普及するまでに１０年掛かった

のだから、ＤＸも１０年掛かると言った専門家がいた。 

その専門家はクラウドとＤＸの本質の違いが分かっていない。 

クラウドは、2006 年当時 Google の CEO を努めていたエリック・シュミットが、

〔論文〕 

ＤＸ（Digital Transformation）って 

本当はなんだろうか？ 
 
 

ＡＩデジタル研究所 

研究員 西村俊郎 

本稿の内容 

 

１．インターネット革命 

２．ＤＸの出現と経産省の狙い 

３．ＤＸと第４次産業革命 

４．デジタルディスラプターと市場環境・顧客ニーズの変化は本当に脅威なのか 

５．ＤＸの本質とは？ 

６．ＤＸの中核と課題 
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インターネットの向こうに設置したシステム群を使い、インターネットとブラウザが使

えるさまざまなデバイスから、情報システムのさまざまな機能を使える仕組みをクラウ

ドと呼んだことが始まりだ。 

クラウドが混乱した原因は、当初エリックシュミットのクラウドとクラウドコンピ

ューティングが混同されたことによる。 

クラウドコンピューティングは、NIST（米国立標準技術研究所）が明確に定義した

実装技術であり、オンデマンド・セルフサービス(On-demand self-service)、幅広い

ネットワークアクセス (Broad network access) 、リソースの共用 (Resource 

pooling)、スピーディな拡張性(Rapid elasticity)、サービスが計測可能であること

(Measured service)の 5 つの実装技術から構成される。 

逆にＤＸはどうもコンセプト（＝概念）であって、はっきりした実装技術は不明とい

うか存在しない。 

ＤＸは、これから１０年経ってもコンセプトのままで、きっとみんなが共通に理解さ

れることは難しいと思う。 

ちなみに投資信託の世界では、既にＤＸは完全に負け犬になってしまっている。 

新しいデジタル技術が投資信託の世界で脚光浴びていた 2021 年（21/9/16）に

対して、１年後の 2022 年（22/9/16）に基準価格がどうなったかを一覧表にしてみ

た。 

 

投資信託名称 21/9/16に対す

る22/9/16の基

準価格の比率 

＊注 

22/9/16 の基

準価格 

22/9/16 の総

資産総額 

ﾋﾟｸﾃ・ﾏﾙﾁｱｾｯﾄ・ｱﾛｹｰｼｮﾝ・ﾌｧﾝﾄ 

（対象：世界＆日本） 

０．９２ １１，３９５ ２，８３８ 

世界経済インデックスファンド １．０５ ２９，３２８ １，５９１ 

次世代通信関連・世界株式戦略ﾌｧﾝﾄﾞ ０．８１ １５，９３６ ４，３０２ 

世界ｅコマース関連株式ファンド ０．８０ １８，５５４ ５１３ 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ株式ﾌｧﾝﾄﾞ 

（対象：世界） 

０．４２ ５，７０１ ２，２４３ 

 

＊注：22/9/16の基準価格を 21/9/16の基準価格で割った数値 

 

ピクテ・マルチアセット・アロケーション・ファンドと世界経済インデックスファン

ドは、差異はあるもののほぼ前年比１００％前後で大きくは変化がないのに対して、新

しいデジタル技術をキィワードにした投資信託は、2021 年をピークに 2022 年には
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評価が下降した。 

その中でも特にデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）の基準価格は、売り出

される時の基準価格である 1 万円を大幅に割っており、前年比４２％はまさにＤＸ投

資の化けの皮がはがれた様相になっている。 

これもＤＸの実体が解らないままに投資熱が高まった結果と言えるだろう。 

 

最近ＤＸほどではないが、第四次産業革命という言葉が良く出てくる。 

第三次産業革命とは、コンピュータによる「単純作業の自動化」の実現を指すそう

だ。 

第一次や第二次に比べるとなんとなく定義があいまいな感がある。 

第三次産業革命の定義があいまいなので、その後の第四次産業革命の定義もあいま

いになってしまう。 

内閣府の定義だと第四次産業革命は IoT 及びビッグデータと AI であり、具体的な事

例はデータの解析結果を様々な形で活用、シェアリング・エコノミー、AI やロボットの

活用、フィンテックの４つをあげているが、産業革命と言えるほどのインパクトなのだ

ろうか。 

むしろ 2000 年以降でもっとも社会に影響を与えたのは間違いなくインターネット

であり、社会生活に革命を起こしたと言って良い。 

この革命は政府や企業が押し付けたものではなく一般市民が熱烈に支持したことに

より生まれたものである。 

第四次産業革命を掲げる以前にインターネット革命を定義すべきだろう。 

我々は、ネット検索、ＥＣ、地図アプり、電車案内、Facebook、Twitter、Line、

YouTube、インスタグラム、TikToc、コンテンツ配信（新聞、楽曲、ゲーム、漫画、

本、映画）、無料の通話／テレビ電話等々が当たり前の生活をするようになった。 

通勤電車においては、２／３以上の通勤者がスマホをいじっている。 

まさに一般市民が社会生活を一変させ、社会構造自体に変化を起こさせていると言

える。 

 

以前は政府／官公庁が制度を決め一般市民は従順にその制度に従い、企業が大量生

産した商品を購入するという時代から、今や政府／官公庁や企業が完全に受け身に回っ

ている。 

インターネットの興隆により市民に社会の主役を奪われてしまった受け身の政府／

官公庁や企業が、インターネットや最新技術を使って何が出来るのか考え、能動的に活

動し復権するための御旗（＝コンセプト）がＤＸになったと考えることができる。 

いずれにしろ、ＤＸは間違いなくインターネット革命ありきのコンセプトであり、ま

ずはインターネット革命の中身の説明から始め、その後ＤＸが生まれてきた過程、続い
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ていろいろな角度からＤＸに考察を加えていくことにする。 

 

１．インターネット革命 

今や間違いなく７０歳未満のほぼ全ての日本人がインターネットを利用しており、

インターネットは生活に欠かせない存在である。 

まさにインターネットは、社会環境を一変させるほどのインパクトを与え、まさに革

命と呼べる。 

インターネット革命は、政府や企業が主体となる従来の産業革命と異なり、一般市民

が生み出したことが画期的である。 

勿論、ツール提供は企業であり、例えば Google/Yahoo（ネット検索）、楽天／

Amazon（ＥＣ）、Twitter／Facebook／Line／インスタグラム／TikToc（ＳＮＳ）、

Youtube／Dowango（動画無料配信）スマートニュースネット／グノシー（オンライ

ンニュース）、Amzom/Netfrix／ディズニー（映画配信）等々であるが、一般市民の圧

倒的な支持が無ければ存在はしないはずだ。 

インターネット革命の歴史を簡単に紹介する。 

 

（１）インターネット通信方式の発展 

インターネットの歴史は古く 1967 年に始まった米国国防省配下での ARPANET

プロジェクトに基づき TCP/IP というプロトコルが標準化され、 インターネット活用

の基盤となった。 

インターネット発展の歴史は、通信方式の発展の歴史と完全に重複する。 

インターネットを電話回線で利用する必要がある時代では、逐一接続する必要があ

りかつ通信速度が遅いため、インターネットは全く発展しなかった。 

インターネットの最初のターニングポイントは、日米とも 2000 年前後である。 

日本では、1999 年にＡＤＳＬ、2001 年にＦＴＴＨ（光回線）の商用サービスが

開始され、インターネットの普及が始まった。 

特に日本では 2001 年にＹａｈｏｏが、ＡＤＳＬ接続装置を無料配布するといった 

大胆なセールス活動を開始し、ＡＤＳＬの利用者が急増し、2004 年４月には契約

者数が１千万人を超え、インターネットは普及していった。 

このターニングポイントとなる 2000 年前後に多くのインターネットを活用した会

社が生まれた（Amazon：1996 年、Google：1998 年、Facebook：2004 年、

twitter：2006 年、YahooJapan：1996 年、Mixi：1997 年、クックパッド：1997

年・・・）。 

更にＦＴＴＨの設置が全国に普及するに連れて、高速大容量のＦＴＴＨの利用者が
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増え、2010 年あたりでＡＤＳＬ加入者数を抜いた。 

次のターニングポイントはスマホの販売開始である。 

2008 年に夏に iPhone が発売開始され、2010 年から 2012 年にかけて、スマ

ホは一気に浸透し、スマホを使ったインターネット利用がごく普通の日常生活に取り込

まれた。 

日本では 2000 年がインターネット普及の始まりであり、2010 年がインターネッ

ト利用が一般化した年として位置づけられるだろう。 

 

（２）インターネットの普及と社会の変化 

インターネットの爆発的な普及は、社会生活を一変する程のインパクトを与え、革命

とよぶにふさわしい。 

インターネットは社会生活のあらゆる領域に浸透し、もはやインターネット抜きの

生活は想像もできない位になっている。 

現代の社会生活に深く浸透しているＥＣ、スマホ、クラウド、インターネット広告、

ＳＮＳ等の普及状況をＦＡＣＴ（＝数値）で解説し、話題のシェアリングエコノミーも

考察する。 

 

① ＥＣビジネス（Ｂ２Ｃ）の発展  

 

日用食材を除けば、ＥＣは実店舗を脅かす市場規模を獲得しているような印象を与

えているが、まずは数字（＝ＦＡＣＴ）を考察する。 

2021 年 7 月に経産省が、2019 年/2020 年の日本のＥＣ市場の市場調査を発表

した。2020 年はコロナ禍により市場規模が減少したこともあり、2019 年の実績ベ

ースで説明する。 

2019 年度におけるＢ２Ｃ市場（約 280 兆円）におけるＥＣ市場規模は約 19.4 兆

円でＥＣ化率は、6.8％であった。 

2010 年度のＢ２Ｃ市場（約 275 兆円）におけるＥＣ市場規模は約 7.8 兆円（Ｅ

Ｃ化率 2.8％）でこの 9 年間でＥＣ市場規模は、約 2.5 倍と急拡大した。   

経産省の 2020 年度電子商取引に関する市場の調査のレポートでは、世界のＥＣ化

率は、2021 年の 19.5％から微増し続け、2024 年には 21.8％になると予測されて

いる。毎年 0.5％しか増加しないことを考えると、ＥＣ化率は 20％位で頭打ちの状況

になりつつあるとも言える。 

日本のＥＣ化は遅れていると言われているが、世界ＥＣ市場の過半を占める米国／

中国までのＥＣ化率にはならないだろう。 

なぜなら米国のような広い国土ではリアルな店舗までの所要時間が長く、中国では
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それに加え大都市以外では充実した実店舗が多くないといった状況のため、ＥＣ化率が

高く、国土が狭く実店舗が充実している日本とは異なる。 

（国情の違いの余談であるが、中国では自転車が良く盗まるので、自転車のシェアサ

ービスが流行した。） 

米国／中国が過半を占める世界のＥＣ化率が 20％位で頭打ちになることと国情の

違いを配慮すると、将来の日本のＥＣ化率は、2030 年で 2020 年の 2 倍の 13％位

（ＥＣ市場規模：30 数兆円）位が妥当ではないだろうか。 

次に経産省の 2019 年の日本のＥＣ市場の市場調査の数値を基に、ＥＣ分野別に考

察する。 

経産省は、ＥＣ分野を大きく３つの領域に分類している（市場規模はコロナ禍前の

2019 年実績を採用、2020 年はコロナ禍により市場規模が減少したため）。 

 

１．物販系（約 10.1 兆円）：書籍/映像/音楽ソフト、生活家電/ＡＶ機器の２分野が

ＥＣ化率 30％以上と高く、次に生活雑貨／家具が 20％以上と続く。 

 

２．サービス系（約 6.6 兆円）：旅行サービス（約 3.9 兆円）が売上の過半を占め

る。2016 年の消費者庁による"オンライン旅行取引サービスの動向整理" レポ

ートでは、国内宿泊旅行 15.8 兆円、国内日帰り旅行 4.6 兆円、海外旅行 1.0

兆円（計 21.4 兆円）と旅行市場は大きな市場である。このレポート内でアンケ

ートを実施したところ、国内旅行においては全体の 82.9％、海外旅行は全体

の 63.7％がネットで予約したとの結果が出た。実感としては、このアンケート

は正しいと思われ、旅行サービス（約 3.9 兆円）と大きく乖離しているが、予

約と実支払いのカウント方法の違いがあるようだ。 

 

３．デジタル系（約 2.0 兆円）：デジタル系では、オンラインゲームが約 1.4 兆円で

過半を占めている。（2019 時点の電子出版は 3,335 億円で意外と少ないが、

コロナ禍により利用者が増えているに違いない） 

 

② スマホの普及 

 

インターネットの爆発的な普及は、スマホ利用が日常生活の中で常態化したことに

よる。 

2008 年に iPhone が発売され、2011 年から Android 系も含めスマートフォン

の販売台数が急激に増え、遂に 2014 年 1 月には利用台数でガラ携を上回った。 

更に 2017 年にはインターネット利用端末として、スマホがＰＣを上回った。 

2019 年 2 月の時点でスマホ利用率は 85.1％にも達している（対象は 10 代～60
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代）。 

このように急速なスマホの普及が、前項のＥＣビジネスの活性化に直結している。 

2018 年に物販系Ｂ２ＣのＥＣ市場（約 9.3 兆円）において、スマホからの購入が

39.3％に達した（デジタル系（約 2.0 兆円）の大半がスマホ利用） 

スマホをインターネット革命の起爆剤として述べてきたが、スマホは従来のインタ

ーネットにはないＧＰＳという特有の機能を備えている。 

利用者にとってＧＰＳによる道案内や飲食店捜しは必須アイテムとなり、日常生活

に欠かせない機能となった。 

また、ＧＰＳ機能により、利用者の行動経路履歴の収集・分析等が街づくりや密集地

域の分散化の検討に役立ち、ショッピングモールのマーケティングに役立っている。 

自動車のＧＰＳ機能による東日本大震災時の遮断道路対策やコロナ惨禍における

人々の行動分析が、社会に多いに役立っている。 

 

③ クラウド（≠クラウドコンピューティング） 

 

2006 年、Google の CEO エリック・シュミットが提唱したクラウドとは、“クラ

ウド（＝インターネット）の先にある色々なサービス・情報・コンテンツ・アプリがど

こにあるかを意識することなく、様々なデバイスから自由にマッシュアップして活用で

きる“ことである。マッシュアップとは、複数の異なる提供元の技術やコンテンツを複

合させて新しいサービスを形作ることである。複数の API を組み合わせて形成された、

あたかもひとつの Web サービスであるかのような機能である。 

まさにＧｏｏｇｌｅ検索は、クラウド=マッシュアップを活用したサービスであり、

多 くの人がメリットを享受している。 

 

この論文を書くにあたっても、Google にキィワードを入れて経産省、総務省、日本

生産性本部、大学の論文、その他を検索・参考しており Google 検索がなければ作成出

来ていない。 

 

④ ＴＶの代替とインターネット広告 

 

インターネットの普及につれて、１０代～３０代の若い世代はＴＶをあまり見なく

なってきた。多くの若者はＴＶを見ずに自分好みの YouTube を好きな時間に視聴し、

見 たいＴＶ番組があれば後からＴＶｅｒで無料視聴している（全ての番組が無料とい

うわけではない）。 

廉価で楽しめる AmazonPrime、Netflix、Disney＋、HuLu 等の映画配信サービス

はコロナ禍が追い風になり、多いに契約者を増やしている。 
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まさに５０代以降のヒトが作りあげたＴＶ視聴文化は様変わりした。 

これに伴い広告業界のメディア別売上も様変わりした。 

2020/3/11 に（株）電通が発表した「2019 年 日本の広告費」では、2019 年

の 日本の総広告費は、6 兆 9,381 億円となり、前年同様の推定方法で前年比 101.9%

となり、わずかづつではあるが 8 年連続のプラス成長であった。 

この中でインターネット広告が広告市場を牽引しており、2019 年には遂にインタ

ーネット広告費（2 兆 1,048 億円）がテレビ広告費（1 兆 8,612 億円）を上回った。 

インターネット先進国の米国では、2013 年には既にインターネット広告がＴＶ広

告を上回り、インターネット広告の売上げが 400 億ドルに達した。 

2018 年にはインターネット広告の売り上げが遂に 1,000 億ドルの大台にのり、

日本の約 13 倍規模となっている。 

米国のインターネット広告の内、50％弱が検索広告（約 500 億ドル弱）であり、

これが Google の利益の源泉となっている。 

一方インターネット広告が影響力を強めるにつれて、コンテンツの正当性に関する

社会の関心が高まり、2020 年に入ってフェイスブックに対して差別的な発言や誤情

報を放置したとして大手企業が広告を取りやめ始めた。 

日本でも不正サイト広告による詐欺被害等が発生しており、ＳＮＳによる悪質な個

人攻撃も含め、インターネット上の問題が大きく顕在化し始めた。 

 

⑤ ＳＮＳ 

 

ガラ携のメール利用に続き、2000 年前後からミキシー（Mixi）、Facebook、Twitter 

どのＳＮＳが次々と生まれ、最近では若者中心にブログ、インスタグラム、TikTok

が流行し、ＬＩＮＥは老若男女が利用している。 

まさにＳＮＳが社会の共通文化になったと言っても過言ではないだろう。 

情報交換・情報共有・連絡手段の著しい変化と Twitter、ブログ、インスタ、Youtube

による自由な自己表現が、若者文化を大きく変えた。 

ほとんどの人が電車の中でスマホをいじっているが、見ているのは LINE を中心と

するＳＮＳ、ソーシャルゲーム、漫画がほとんどで、一部の人はネットニュースを見て

いる。 

だけど、本当にこれで良いのだろうか。 

何故なら、ＮＨＫでも放映していたがぼんやりしている（＝無の状態）時にしかヒラ

メキは起きない。 

ぼんやりしない今の若者に洞察力やヒラメキは期待できないと思ってしまう。 

ＳＮＳにより生活スタイルが大きく変わり、企業環境に大きく影響を与え始めてい

る。 
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インターネットサービスプロバイダーは 2010 年頃から企業向けの評判分析サービ

スを行ってきたが、ＳＮＳで商品の欠点の指摘と間違った悪評が猛威を振るうことに企

業は大きなリスクを抱えている。 

大手企業はＳＮＳを日々チェックし、問題があれば早く対応するようにしている。 

逆に企業がＳＮＳを通して自社ブランドの向上に利用することも可能だ。 

企業のプロモーションにおいて、まず注目すべきがインフルエンサーの存在である。 

インフルエンサーとはＳＮＳなどで情報発信し、他人の行動（購買など）や世間に対

して大きな影響を与える人の総称（ブロガー、ユーチューバ、インスタグラマーとか呼

ばれている）である。 

日本でフォロワー数１００万人以上のトップインフルエンサーは５７人だそうだ。 

インフルエンサーを起用したマーケティング手法はインフルエンサーマーケティン

グと呼ばれ、広告臭を減らしユーザに高い訴求力でブランドを宣伝できる手段として大

きく注目されているが、お金を貰っていることが分かるとやらせとして嫌われることに

なる。 

企業が消費行動をマネージメントすることは、ますます難しくなっている。 

若い世代は実店舗で購入する場合でも、必ずスマホでネット上の関連商品の情報（含

むＥＣサイト、ＳＮＳ）を見ているようだが、ＳＮＳでの商品購入の貢献度を金額換算

するのは難しい。 

  

⑥ シェアリングエコノミー 

 

インターネットという通信・連絡・予約手段がなければ、シェアリングエコノミーも

生まれてこなかったであろう。 

2019 年 9 月に経産省は“シェアリングエコノミーに関する実態調査”の結果を報

告した。 

2018 年のシェアリングエコノミーの事業別売上は、モノのシェア：１兆 4,367 億

円（メインは中古販売であり、フリマアプリのメルカリが有名）、民泊：678 億円、ス

キル等のシェア：180 億円となっている（自転車や自動車のシェアリングは、数値が

小さくまだカウント対象外）。 

一言で言えば、メルカリのようなフリマアプリを除き、シェアリングエコノミーは今

のところ日本経済に全く影響を与えていない。 

今後注目すべきは、クラウドソーシングに見られるような日常生活において空いた

時間を求められた作業に使うことで、企業／個人の双方にメリットがあるような個人の

シェアリングビジネスである。 

労働人口不足が顕著になっていく中で、規模はまだ小さくとも、日本が積極的に取り

組むべき労働スタイルである。 
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ＤＸの出現と経産省の狙い 

 

インターネットの興隆期でインターネットが社会生活を変革させることが、はっきり

した頃の 2004 年にＤＸという言葉が生まれた。 

タイミングからみてもインターネットが根底に存在することが良くわかる。 

その年、スウェーデン・ウメオ大学・ストルマン教授が、ＤＸ（デジタルトランスフ

ォーメーション）の概念を提唱した。 

その内容は、〝進化し続けるテクノロジーが人々の生活を豊かにしていく″というも

のである。 

ＩＴ業界の視点から言い換えると、〝デジタル技術を進化させ、浸透させることで

人々の生活をより良いものにしていくこと″であり、人間社会全体を鳥瞰している素晴

らしい概念と言える。 

その後のＤＸの流行化の動向を追ってみることにする。 

 

・2014 年にガートナーは、ＤＸに先駆けてデジタルビジネスを‶仮想世界と物理的

世界が融合され、モノのインターネット（ＩｏＴ）を通じてプロセスや業界の動きを変

革する新しいビジネスデザイン″と定義した。 

 

・2016 年にＩＤＣは、ＤＸを“企業が第３のプラットフォーム技術を利用して、新

しい製品やサービス、新しいビジネスモデル、新しい関係を通じて価値を創出し、

競争上の優位性を確立すること”と定義した。 

第３のプラットフォーム技術とは、ＳＭＡＣ（ＳＮＳ、モビリティ、ビッグデータ

＆アナリティクス、クラウド（＝ＮＩＳＴ定義のクラウドコンピューティング）から構

成される。 

アナリティクスは、ビッグデータ／ＩｏＴと不可分の関係にあり、データサイエン

スやＢＩ（ビジネスインテリジェンス）と同義語と捉えて良い。 

既に 2016 年においては、ＳＮＳでは Facebook／Twitter、モビリティではｉ

Phone、クラウドではＡＷＳ／Ａｚｕｒｅが席巻しており、ＥＣも含め米国のＧＡＦＡ

（Google/Apple/Facebook／Amazon）が確固たる地位を固めた時期でもある。 

 

・2018 年 9 月経産省発行のＤＸレポートでは、経営戦略とＤＸの関係について下

記 2 点の重要性を指摘している。 

－どの事業にどういった戦略でどのような価値（新ビジネス創出、即時性、コスト削

減等）を生み出すことを目指すか。そのために、どのビジネスモデルをどのように
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変革すべきかについての経営戦略が明確になっているか。 

－どのようにデータを収集・活用し、どのようにデジタル技術を使って、何の仕組み

を実現するのか。すなわちＤＸの目指すべきものが明確になっているか。 

 

・2019 年 7 月経産省発行のＤＸ推進指標のレポートにおいて、ＤＸの定義を““企

業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客

や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業

務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立

すること“とした。 

このように経産省のＤＸの定義では、“ビジネスモデルの変革”が強く打ちだされて

いる。経産省は 2022 年時点でもこの定義を強く打ち出しており、ＤＸとビジネスモ

デルの変革という言葉が強く結びつくこととなった。 

 

経産省は戦後一貫して技術立国を目指し、過去においてＩＴ業界に対してはＩＢＭ

メインフレームコンピュータ対抗策として国策メインフレームを育て、スーパーコンピ

ュータを生み出してきた。 

現在日本中がＧＡＦＡ、マイクロソフトに席巻され、そ以外でも GPU の NVIDIA、

Salesforce、Zoom、Box、UiPath や DataRobot 等の米国ＩＴ企業が次々と生まれ

てくることに、経産省はじくちたる思いで日本としての危機感を強く抱いているはずだ。 

実際日本のＩＣＴ業界は、国際的には完全に孤立化し惨憺たる有様である。 

経産省は、“ＤＸ”を日本のＩＣＴ業界の起爆剤にしたいと考えているように思える。 

 

数値データにかなりの推測が入っているが、日本と米国のＩＣＴ産業を数値で比較

してみた（色々と検索してみたが、米国のＩＣＴ＆インターネット産業のＧＤＰ総額の

資料は見つからず推測とした）。 
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為替 1ドル＝１３０円 

項目 日本 米国 備考 

2021年実質ＧＤＰ総額 536兆円 2,502兆円  

2018 年名目 GDP（508 兆

円）における情報通信産

業の GDP（JETRO発表：対

象は日本） 

（2021年は産業別無し） 

44.2兆円 

   

 数百兆円位

(推測) 

2021 年米国売上高ﾄｯﾌﾟ 100 の内

ICT 及びﾈｯﾄ系企業の売上総計は

204 兆円。ﾄｯﾌﾟ 100 以外にも

NVIDIA,Zoom,BOX 等の優良企業も

多い。かつ 2021 年のﾍﾞﾝﾁｬ投資

16.7兆円と 2021年のﾕﾆｺｰﾝ企業の

評価額の総計 116兆円等々から 

GDP総額を数百兆円と推察 

上記の GDP占有率 8.7％ 15％強位  

2018年ＩＴ技術者人口 109万人  477万人  

2019年 JETRO発表の ICT

世界シェア 

6.4％  31.3％ ｶﾞｰﾄﾅｰの 2021年世界 ICT市場は約

500 兆円（EC、SNS その他ﾈｯﾄ系含

まず） 

2021年情報通信白書・日

本の ICT財・サービス 

2019年輸出額 

2019年輸入額 

 差額 

 

 

10.2兆円 

17.0兆円 

△6.8兆円 

 ICT財・サービスの輸出入額をみる

と、2014年以降輸出額はあまり変

化せず、輸入額は増え続け輸入過

多の拡大が続けている。 

 

ICT 財・サービスの輸出入額は毎年輸入超過が拡大しており、経産省が危惧を抱く

のも無理はない。 

数値は推察が含まれているが、米国は ICT 産業が自動車産業に代わり、経済成長の

エンジンになっていることは間違いないだろう。 

日本の情報通信産業もある程度は経済成長に貢献しているが、ＧＤＰに占める割合

は１０％以下であり、情報通信産業のＧＤＰ総額も米国の１０％強程度（推定値）にと

どまっており、経産省の期待からは大きく外れていることだろう。 

確かにビジネスで活用するコンピュータシステムは、ＯＳは WINDOWS か Linux、

ＤＢは Oracle、SQLserver や MySQL、仮想化は Vmware や Docker、ワークフロ

ー＆クラウドストレージはＢＯＸ、ＣＲＭはSalesforce、ＴＶ会議はTeamsかZoom、

CPU はインテルか AMD、GPU は NVIDIA、ＮＷ機器は CISCO 等であり、パブリッ

ククラウド利用は Amazon とＭＳ Azure しか俎上に乗らず、日本製はどこにも出

てこないのが実情だ。 

個人の活用でも、動画は Youtube、SNS は Facebook/LINE、TikTok（中国）で
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日本製はほとんど存在しない。（LINE は韓国 NAVER だったが、最近ソフトバンクグ

ループが子会社化した）。 

ＥＣだけは楽天市場が Amazon とシェアを二分しているのみだ。 

要するに法人も個人もＩＣＴ＆ネット利用において、すべてが米国に席巻されてい

る。 

経産省はＤＸを踏み台にして日本のＩＣＴ企業に喝を入れようとしていることは間

違いないだろう。 

また経産省は、製造業における労働生産性にも危機感を持っているはずだ。 

それがＤＸと同時に遡及している“2025 年の崖”である。 

日本の製造業の労働生産性は、実はマスコミが大騒ぎする程には低くなく、先進諸国

の英国、フランス、ドイツや韓国とほぼ同一レベルはキープ出来ている。 

（日本生産性本部発表“労働生産性の国際比較 2020”における 2018 年の日本

の生産性は 98,735 ドル） 

しかし米国の労働生産性（148,480 ドル）の６５％に過ぎないことも事実だ。 

技術立国であれば米国の労働生産性に肩を並べ、米国以外の国を圧倒する労働生産

性を実現すべきであろう。 

経産省はＤＸを“錦の御旗”にして、ＩＣＴ企業と製造業の尻をたたきたいに違いな

いし、高齢化社会に向けて、これらの企業の一層の奮起が必要なのだ。 

 

３．ＤＸと第４次産業革命 

 

ＤＸは、ＩＣＴ業界に身を置く人達でも理解しづらいのだから、一般の人にとってＤ

Ｘはほとんど理解不可能な言葉に違いない。 

そのため、経産省はＤＸと第四次産業革命を併用して、理解の向上に努めているよう

だ。 

次にＤＸと第四次産業革命の関係性を考えてみたい。 

2016 年に第４次産業革命という言葉が公に使われ、その年同時にＩＤＣがＤＸの

定義を行ったことは実に興味深い。 

 第４次産業革命とＤＸはどのような関係になるのだろうか。 

 第４次産業革命とＤＸに関する政府が発行した主なレポートは、 

 ・2017 年 1 月：内閣府“日本経済 2016－2017” 第４次産業革命 

 ・2017 年：総務省“情報通信白書第３章 第４次産業革命がもたらす変革 

 ・2018 年：ＩＰＡ“デジタルトランスフォーメーションに必要な技術と人材” 

 ・2018 年 9 月：経産省“ＤＸレポート” 

 ・2019 年 7 月：経産省“ＤＸ推進指標”、“ＤＸ推進指標とそのガイダンス” 
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 ・2020 年 2 月：経産省“ＤＸを巡る状況とＤＸ銘柄の狙い 

 である。 

まずは政府が発行したこれらのレポートから何が見えてくるのか考えてみたい。   

 

（１）第４次産業革命とは 

第４次産業革命というフレーズは、2016 年の世界経済フォーラムにおいて初めて

お披露目された言葉だ。 

そもそも第３次産業革命は、2011 年にジェレミー・リフキンが著書“第３次産業

革命 ―原発後の次代へ、経済・政治・教育をどう変えていくか”が有名だそうだが、

Wikipedeia によれば統一的な見解は得られていないとのことだ。 

内閣府の資料によれば、第４次産業革命は、1970 年代初頭からの電子工学や情報

技術 を用いた一層のオートメーション化と定義される第 3 次産業革命に続くものと

している。 

第３次産業革命の定義が不明確だから、当然第４次産業革命の定義もはっきりしな

くて当然と言える。 

 

第４次産業革命というフレーズをうけて、2017 年 1 月の内閣府“日本経済 2016

－2017”のレポートにおいて、第４次産業革命を次のように紹介している。 

“ICT の発達により、様々な経済活動等を逐一データ化し、そうしたビッグデータ

を、インターネット等を通じて集約した上で分析・活用することにより、新たな経済価

値が生まれている。また、ＡＩにビッグデータを与えることにより、単なる情報解析だ

けでなく、複雑な判断を伴う労働やサービスの機械（ロボットやコンピュータも含まれ

ると思われる）による提供が可能となる”。 

事例として、 

・財・サービスの生産・提供に際してデータの解析結果を様々な形で活用する動き。 

・シェアリング・エコノミー 

・ＡＩやロボットの活用 

・フィンテック（FinTech） 

をあげている。 

また、2017 年：総務省“情報通信白書第３章 第４次産業革命がもたらす変革”

の冒頭では、“第４次産業革命の根源となるのが“データ”であり、社会の至るところ

に存在する多様なデータを最大限活用するには、データを容易に入手でき、自ら利用で

き、さらにそれがスムーズに流通できるようになることが前提となる。 

スマートフォンをはじめとする多様なツールで様々なデータを収集し、そのデータ

を蓄積（ビッグデータ化）し、これらのデータについて人工知能（AI）等も活用しなが
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ら処理・分析を行うことで、現状把握や、将来予測、ひいては様々な価値創出や課題解

決を行うことが可能となる“と述べている。 

すなわち、日本の第４次産業革命とは、データ利活用とＡＩも適用したデータ解析で

あり、まさにＩｏＴ／ビッグデータを含めたアナリティクスとＢＩ（ビジネスインテリ

ジェンス）ということになる。 

ただ最近の第４次産業革命の世界的な捉え方では、ロボット工学、人工知能 (AI) 、

ブロックチェーン、ナノテクノロジー、バイオテクノロジー、量子コンピュータ、生物

工学、モノのインターネット (IoT) 、3D プリンター、自動運転車、仮想現実、拡張現

実、複合現実などの多岐に渡る分野においての新興の技術革新と定義幅を広くしている。 

 

（２）第四次産業革命とＤＸの繋がり 

日本では第４次産業革命をデータ利活用とＡＩも適用したデータ解析として捉えて

おり、そのコンセプトが、シームレスにＤＸに繋がっていく。 

経産省は、米国ＩＴ企業に圧倒されているＩＴ産業、他国に比べ起業家とベンチャー

が少ない及び労働生産性の低さにおいて、企業のＩＴ活用に強い危機感を持っているに

違いない。 

経産省の具体的な認識は、 

・約８割の企業がブラックボックス化されたレガシーシステムを抱えており、シス

テムの継承が難しくなっている。 

・企業はＩＴ予算の８０～９０％をシステムの維持・管理に割り当てられており、戦

略的なＩＴ投資がなされていない。 

・2025 年にＩＴ人材は約４３万人不足すると予測（2020 年でも約 30 万人不

足？） 

・2025 年にＳＡＰ ＥＲＰのサポートが終了し、システムの移行に多大な工数が

発生する。 

・欧米に比べ日本のデジタル化（ＩｏＴ，ＡＩ，ＤＢ）が圧倒的に遅れている。特に

ＡＩは米国、中国が大きくリードしている。 

・既存システムのブラックボックス化状態のため、データを活用できず、ＤＸを実現

できない。 

であり概ね正しい。 

これらの認識により、ＤＸの推進と 2025 年の崖問題の早期解決を今後の日本の

企業（含む官公庁）の課題と位置付けている。 

また、2018 年の中小企業庁のホワイトペーパーでは、“IT 利活用の効果を高める

業 務領域間の機能連携に着目し、効率化を進める機能連携が労働生産性を向上させる”

と述べている。 
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（３）2025年の崖問題 

 

① ＳＡＰサポートの終了 

 

経産省が 2025 年を崖にしたのは、2025 年にＳＡＰ ＥＲＰサポート終了がきっ

かけになっているに違いない。（2020 年 2 月に、SAP はサポート終了を 2025 年末

から 2027 年末に延長すると発表）。 

日本では 2,000 社以上がＳＡＰを利用しているとされるが、大企業ほど多くが利用  

している。 

今後益々ＩＴ人材が不足していく中で、2025 年までの現在のＳＡＰ ＥＲＰを後継

のＳＡＰ／ＨＡＮＡに移行や代替システムの開発・構築の工数は膨大になる。 

ＳＡＰ／ＨＡＮＡへの移行では、互換性問題以上に外付けのアプリケーション群（Ａ

ＢＡＰ）の移植に多くの工数がかかることが予想される。 

ＳＡＰ導入の大企業においてＡＢＡＰ開発費用が 100 億円以上かかった企業はざ

らにあるため、この後ろ向きのマイグレーション費用と IT 人材不足のへのインパクト

は小さくない。 

 

② ブラックボックス化されたレガシーシステム 

 

2002 年頃に、2007 年にベビーブーマが一気に大量定年退職することにより、Ｃ

ＯＢＯＬを理解できるＳＥがいなくなり、システムがブラックボックス化しシステムの

維持・運用が出来なくなってしまうという所謂“2007 年問題”が大いに話題になっ

た。 

実際はなんとなく 2007 年がなにごともなく過ぎていったことで、あらためて

“2025 年の崖”が大きな問題になってしまったといえる。 

2005 年頃は企業のＩＴ活用＆情報システムの維持・管理にＩＴ予算の７０～８

０％が使われていて、当時でさえ大きな問題になっていたが、１５年後の 2020 年に

は、それが８０～９０％に増加したことが最大の問題だ。 

これは 2007 年問題に真剣に取り組まなかった結果でもある。 

経産省のＤＸレポートにおいて、米国のＩＴ人材はユーザ企業：IT 企業＝65：35

に対し、日本はほぼ真逆の 28：72 になっており、ブラックボックス化の原因の一つ

になっている。 

そもそも米国の企業では、社員がすぐに転職するので、属人化しないアプリケーショ

ンパッケージの導入がファーストプライオリティになっており、日本企業のようにこて

こての手作りは少ない。 
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日本では折角パッケージのＳＡＰを導入しても、外付けのＡＢＡＰだらけのケース

が多く、カスタマイズ量が多い。 

ブラックボックス化の解決のためには、アプリケーションパッケージの導入と会社

の仕組みをパッケージに合わせることを最優先で行うべきだろう。 

要するにオーダーメイドの服を作るのではなく、体形を既製服に合わせる努力が必

要だ。 

ＤＸうんぬん以前に、システムのブラックボックス化を解決し、システムの維持・管

理に使われる費用をＩＴ予算の７０％未満に減少させることが先決かつ必須である。 

 

（４）データ利活用の重要性と課題 

 

2018 年のＩＰＡの“デジタルトランスフォーメーションに必要な技術と人

材”レポートにおいて、今後強化すべき技術が、ＡＩ技術／ＩｏＴシステム構築

技術／セーフティ＆セキュリティで、今後重要な技術は、ビッグデータの収集・

分析・解析技術であり、更に技術者の人数の視点ではＩｏＴ等新技術の専門家の

不足感が大きく拡大と指摘している。 

2018 年の経産省“ＤＸレポート”に最初に言及されているのが、“既存シス

テムが事業部門ごとに構築されて、全社横断的なデータ活用ができずＤＸを実

現できない”である。 

更に“ＤＸを実行していくに当たっては、データを収集・蓄積・処理するＩＴ

システムが、環境変化、経営・実態の変化に対し、柔軟に、かつスピーディ－に

対応できることが必要である”と述べている。 

勿論、ＩＴシステムが、柔軟に、かつスピーディ－に変化に対応するために

は、システムのブラックボックス化を解決しておくことが必要である。 

経産省の指摘からもＤＸの最も重要な目標は、第四次産業革命の具体的な取

り組みとしてのデータ活用／ビッグデータ、ＩｏＴの収集・分析・解析であるこ

とが裏付けられる。 

 

総論として、経産省の目的はＤＸの推進を旗振りすることにより、２０２５

年までに企業がブラックボックスとなったレガシーシステムを再構築し、シス

テムの維持・管理に使われるＩＴ予算の８０～９０％の比率を削減させ、戦略的

なシステム開発の比率を上げ、ビッグデータ、ＩｏＴの収集・分析・解析等によ

るデータ活用を活性化させることであり、その点においてもＤＸの御旗は必要

である。 
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４．デジタルディスラプターと市場環境・顧客ニーズの変

化は本当に脅威なのか 

 

多くのリサーチ会社、コンサルティングファームや各種情報誌は、ＤＸの重要性の説

明において、現在のビジネス環境は、 

・業界に突如として現れるデジタル・ディスラプター 

・予測不可能な市場環境の変化 

・目まぐるしく変わる顧客ニーズ 

等の不確実な時代であり、それ故ＤＸに積極的に取り組まなければならないと述べ

ている。 

特にＤＸの必要性を説く記事や論説の中で最も多く出てくる言葉が、デジタル・ディ

スラプションである。 

デジタル・ディスラプションは「デジタルテクノロジーによる破壊的創造・破壊的イ

ノベーション」であり、デジタル・ディスラプターは「デジタル時代の創造的破壊者」

を意味する。 

ＤＸで使われる不確実な時代の上記三要素について考察する。 

 

① デジタル・ディスラプターの実体 

 

多くのＤＸ記事の巻頭に、“業界に突如として現れるデジタル・ディスラプター”と

不安をあおる文言が出てくるのだが実際はどうなのだろうか。 

デジタル・ディスラプターに該当する企業の多くは、インターネット絡みである。 

Amazon（創立：1996 年）、Google（創立：1998 年）、Facebook（創立：2004

年）、YahooJapan（創立：1996 年）、楽天（創立：1997 年）、カカクコム（食べ

ログ）（創立：1997 年）、クックパッド（創立 1997 年）といったデジタル・ディス

ラプターに該当する各社は、世の中に脚光を浴び始めるまでに、いずれも創立後６，７

年はかかっている。 

要するにデジタル・ディスラプターは決して突如としては現れないのだ。 

最近、デジタル・ディスラプターの代表例として必ず講演等で引用されるのがＵｂｅ

ｒ（創立 2009 年）とエアビー（Airbnb）（創立 2008 年）であり、インターネット

を活用した第二世代のデジタル・ディスラプターと位置づけられるが、創立して既に 10

年以上が経過しているが、厳しい経営状況が続いている。 

・エアビー 

2020 年 12 月に上場し、一時は時価総額が１０兆円となり大きな話題を集め
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た。しかしながらコロナ禍の影響を大きく受け、20 年通期の収入は対前年比△

３０％の約 3,700 億円、純損失は約 5,060 億円となった（前年の純損失は約

770 億円） 

日本なら間違いなく倒産の危機と騒がれるはずだ。 

2021 年 7 月時点での時価総額は約３兆円に減少。 

・Ｕｂｅｒ 

2021 年 7 月時点での時価総額は約１０兆円。 

2021 年 1Ｑにおいて、コロナ禍の影響でライドシェアは前年同期比６５％減

となったが、配達サービスは前年同期比 3.3 倍となった。 

2021 年 1Ｑの売上は約 3,100 億円（前年同期比△11％）、最終損失は△約

120 億円（前年同期は約 3,000 億円の赤字）となった。 

Ｕｂｅｒは毎年赤字を計上しており、エアビー同様に日本なら倒産の危機に該当す

るだろう。 

このように簡単には、デジタル・ディスラプターになり得ないし、起業家して成功す

るまでに多くの年月が必要なことが分かる。 

 

デジタルではないディスラプターの代表がテスラである。 

2003 年に創立され、2020 年 6 月に株の時価総額でトヨタを抜き、2021 年 1

Ｑの決算内容は、売上／営業利益とも前年同期を大きく上回り、売上約１兆 1,247 億

円、純利益約 473 億円となった。 

テスラはまだまだトヨタの売上／利益では足元にも及ばないが、創立から１８年経

過してＥＶの世界で確固たるステータスを確立した。 

このようにデジタル以外のディスラプターは、デジタル・ディスラプターよりも成功

までに更に長い期間が必要となり、１５年程度の時間軸が必要になるだろう。 

 

ディスラプターは、ユニコーン企業群の中から出現することは間違いない。 

まずは日本のユニコ－ン企業の５０社の現況を考察してみたい。 

フォースタートアップス社は、2020 年 1 月に日本のユニコーントップ 50 社を発

表した。 

この中で、将来デジタルディスラプターとなりうる会社はどこなのであろうか。 

（2021 年版は見当たらなかった） 
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ユニコーン５０社の内、実に約半数の２４社がデジタル技術を活用している会社であ

る。現代社会においてデジタル技術が、いかに重要なポジションを果たしているかがよ

く分かる。 

・1 位のプリファードは、天才・西川徹が起業した唯一世界と戦えるＡＩ企業であ

る。 

・14 位のプレイド、19 位の Blue Planet－Works、25 位のフロムスクラッチ、

42 位 のヤプリ、44 位のセーフィーはいずれもＩＴ基盤となるプラットフォー

ムの提供を行っている。 

・26 位の SmartHR と 34 位のエクサウィザーズﾞは人事・労務業務の効率化に貢

献することが期待されている。 

・29 位の ABEJA は、ＡＩ関連で注目されている。 

・ＩＣＴ企業の次に多いのは FinTech 系企業だ。 

4 位のリキッドグループ、12 位の Global  Mobility  Service、15 位の

origami(20/1/23 にメルペイが買収)、16 位のウェルスナビ、24 位の Finatext ﾎｰﾙ

ﾃﾞｨﾝ ｸﾞｽ、32 位のお金のﾃﾞｻﾞｲﾝ、33 位のヘイ、41 位の Global Open Network

が該当する。 

デジタル技術を活用するＩＣＴのユニコーン企業は、一般企業がデジタル技術を活

用する上での基盤や技術の提供、業務の利便性や効率性の貢献を目指しており、一般企

業にとってのデジタル・ディスラプターには決してなり得ない。 

Fintech 系は、いずれもニッチな領域での新規事業の位置づけであり、既存の銀行、

保険・損保、証券投信会社に取ってかわることはあり得ないが、既存の金融系企業のサ

ービス切り取っていき、今後の利益をはぎ取っていく可能性が高い。 

既存の金融系企業は、なんらかの対抗手段や買収をしないと、ますます経営がじり

貧になっていく可能性がある。 

このように現在の日本のデジタル系のユニコーン企業群は、一般企業に影響を与え

るが取って代わるようなデジタル・ディスラプターにはなり得ない。 

むしろ将来のディスラプターとして期待すべきはデジタルではない分野であり、2

位のクリーンプラネット（エネルギー革命を目指す：東北大共同ＰＪ）、3 位のＴＢＭ

（石灰から紙を作る）、6 位の TRIPLE-1（半導体設計技術）、7 位の Spider（人口の

クモ糸）等であり、将来が楽しみだが、やはり 15 年レンジの時間軸が必要になるだろ

う。 

また 20/4/28 日経新聞では、中堅上場企業“NEXT1000”において 3 年間でキ

ャッシュを増やした企業ランキングで、2 位：アンジェンス（遺伝子医薬品の開発）、

4 位：そーせいグループ（バイオ医薬品）、5 位：サンバイオ（再生細胞薬の開発）が

上位にランキングされており、新型コロナウィルスのワクチンも含め、医薬品の開発に

おいて日本からディスラプターが現れることが期待されている。 
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先進技術を生み出し続ける米国内のディスラプターにも注視すべきであろう。 

米国ＣＮＢＣ（ﾆｭｰｽ通信社ﾀﾞｳ・ｼﾞｮｰﾝｽﾞとｱﾒﾘｶの大手ﾃﾚﾋﾞﾈｯﾄﾜｰｸのひとつ NBC が共

同設立した ﾆｭｰ ｽ専門 放送局） が、2010 年以降のス タートア ップ未 上場の

“Disruptor50”(ﾃﾞｨｽﾗﾌﾟﾀ-50)を発表しており、2021 年版を掲載する。 
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日本のユニコーン企業とほぼ同様に５０社の内約４割の１９社が、ＩＣＴ＆Fintech

系企業である。 

その中では、Fintech とセキュリティ関連企業は目立って多い。Fintech 系は、日

本と同様に既存の金融系会社から仕事の一部を切り取る脅威になり得る。 

そのほかに特徴的なことは、ヘルスケアが５社入っている。 

国の健康保険制度がなく、体重過多の人が多い米国ならではの市場なのだろう。 

尚、米国以外に本社をおく企業が８社あり、そのうち３社がイスラエルである。 

 

Amazon、Google、Facebook、Yahoo Japan 等の最初のデジタル・ディスラプ

ターが、確固たる地位を確立するまでに６，７年かかっていること、現在のデジタルデ

ィスラプターの代表例であるＵｂｅｒやとエアビー（Airbnb）が創立 10 年以上経過

しても未だ確固たる経営基盤を確立していない現状及び日本のユニコーン企業や米国

のディスラプター５０社を鑑みた時、一般企業に取って代わるようなデジタルディスラ

プターが突然現れることはないと断言できる。 

一般企業は、デジタルディスラプターが突然現れるという脅しに屈せず、自社の事業
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構造に関連する DISRUPTOR50 や日本ユニコーン 50 社の動向を継続的かつ注意深

く観察し、これらの企業動向に対応した対策をじっくり検討すべきである。 

しっかり Watching し、正しくマーケティングさえしておけば、４、５年の間じっ

くり対策を検討する余裕はあるはずだ。 

もしもデジタルディスラプターの出現によって倒産の危機に立たされたとすれば、

それは経営の怠慢とマーケッティング能力の低さによることだろう。 

 

② 予測不可能な市場環境の変化はありうるのか。 

 

ＤＸに積極的に取り組まなければならない理由として、デジタル・ディスラプターの

次に予測不可能な市場環境の変化をあげていることが多い。 

ニッチな新規領域を除き、本当に市場環境の変化は予測不可能なのだろうか。 

繊維産業が新興国にシフトすることが予測される中で、旭化成や東レは見事に変身

を果たした。 

旭化成の事業構成は、マテリアル領域、住宅領域、ヘルスケア領域であり、旧来の主

力事業の繊維はマテリアル領域に含まれるが全社売上の８％弱（19/3 決算報告）に過

ぎない。 

東レは旭化成より比率は高いが、全社売上における繊維の比率は約４０％となって

いる。 

デジタルカメラとスマホの普及のためカメラフィルムや専用カメラ需要が急速に減

少する中で、富士フィルムグループは、ヘルスケア＆マテリアルズソリューションとド

キュメントソリューション（子会社の富士ゼロックスが販売）に主力事業をシフトする

ことにより、旧来のイメージングソリューション（フィルムとカメラ）は、全社売上の 

１６％まで減らしている。 

ただ、ペーパーレスの時代において複写機の需要は減少し続けており、まだ課題は残

っている。 

ただ、インスタントカメラ"チェキ"は、その場でプリントでき、スマホに写真保存が

一般化のアンチテーゼとして予想外のヒット商品になっているのは嬉しい誤算だろう。 

 

カメラメーカのオリンパスは、精密器具の製造ノウハウを生かし、グローバル医療機

器メーカに変身した。 

 

全社売上の８０％が医療機器であり、内視鏡の世界シェアは圧倒的に高い。 

 

逆に、市場環境の変化に対応出来なかった米国コダックは 2012 年に倒産し、会社

更 生法の適用となった。 
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繊維業界やカメラ／写真業界のようにしっかり時代の変化を読み、マーケティング

を適切に実施すれば、市場環境の変化は予測できると断言できる。 

 

勿論、市場環境の変化の予測にもとづき事業構造を変える血のにじむような努力を

１０年レンジで行う必要がある。 

むしろ、予測不能な市場環境の変化は、誰もが予想できない外部環境の大変化によっ

て引き起こされる。 

リーマンショック、東日本大震災、ロシアのウクライナ侵攻等を予測できたエコノミ

ストは誰一人いない。 

企業はこのような突然の予測外の出来事に対しては、事前にコンテンジェンシープ

ラン（＝予期せぬ事態に備えて、予め定めておく緊急時対応計画）を作っておくことと、

柔軟な対応を可能とするフレックスな組織を構築しておくしかないだろう。 

このような外部環境の大変化は、ＤＸ関連記事における予測不可能な市場変化とは

一線を画した異質なものであり、ＤＸとは次元の異なる検討が必要である。 

2020 年からコロナ禍が猛威を振るい日本社会は大きなダメージを受けた。 

旅行業、宿泊業、飲食業、音楽／エンターメント業は大きなダメージを受けた。 

一方、ＩＣＴ＆インターネット業界の中には追い風になった業務もあった。 

リモートワーク用の装備やネットワーク、リモート会議用の Zoom／Teams、電子

認証等が大きく伸び、自宅でのｅ-ラーニングも利用者が増えた。 

しかし、コロナ禍はＤＸ流行後の予想外の外部環境の変化であり、コロナ禍をＤＸ推

進の理由としてあげている予測不可能な市場環境の変化とは一線を画すべきである。 

 

ただメジャーな業界と異なりニッチな新規領域においては、市場環境の変化が速い

ことは事実だ。 

いくつか事例をあげたい。 

誰でも知っている時代の寵児となった優良企業のクックパッドは、国内利用者数が

2016 年をピークとして減少に転じており、2017 年度以降は売上、営業利益とも減

少している。 

この領域でガリバー的存在だったクックパッドに対し、ｄｅｌｙ㈱（2014 年設立）

が 2016 年からレシピ動画サービス“クラシル”を始め、日本最大のレシピ動画サー

ビスに成長しクックパッドの存在を脅かしている。 

クックパッドは遂に 2021 年度決算において上場以来初めて営業利益が赤字転落し

た。 

2012 年の同時期に設立されたマネーフォワードとｆｒｅｅｅは、当初よりインタ

ーネットを活用した会計ソフトのＳａａＳサービスを開始した。 
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インターネットバンキングやクレジット利用との連動（自動仕分け等）といった新し

い機能と国税庁の e－ＴＡＸ推進の追い風を受けて、小企業と個人事業主を対象に一気

に急成長した。 

顧客層が同様の弥生会計のクラウド利用のシェアは、2016 年から 2020 年までは

常に５５％前後で首位をキープし、この間のマネーフォワードとｆｒｅｅｅのシェアは、 

両社とも２０％前後で推移している。 

弥生のシェアに変化がないことから見て、両社は弥生からのリプレースよりも、小企

業と個人事業主層の新規掘り起こしによる新規顧客獲得に成功していると推察できる。 

既存マーケットに対して新しい発想で成功させた好事例である。 

ニュースまとめサイトサービスのグノシーとスマートニュースは、どちらも 2012

年創立＆サービス開始だが、スマホの販売台数が急激に増えはじめた時期と合致してい

る。 

インターネット上で情報が溢れフェイクが多くなり、正しいニュースをまとめて表

示して欲しいというニーズにフィットし、利用者数は 2019 年には急拡大した。 

2019 年 8 月、スマートニュースは前年同月に対して利用者数が 586 万人増加し

1,686 万人、グノシーは前年同月に対して 501 万人増加し 1,024 万人となった。 

既存の最大手の Yahoo Japan News や ASAHI SHINNBUN DIGITAL も

利用者数を増やしているので、新規顧客の掘り起こしに成功した良い事例と言える。 

このように市場環境の変化が速いニッチ領域の多くは、インターネットが絡んでい

る。 

いずれも変化のキィワードはインターネットであり、インターネット関連のニッチ領

域に参入しようとする企業は、市場の変化が激しいことを覚悟してから参入すべきであ

る。 

 

③ 顧客ニーズは目まぐるしく変化するのか。 

 

ＤＸに積極的に取り組まなければならない 3 点目の理由として、各種記事、レポー

トが指摘するのが、目まぐるしく変わる顧客（=消費者）ニーズであるが、本当に顧客

の二―ズは目まぐるしく変化するのだろうか。 

顧客ニーズには長期的な変化と短期的な変化がある。 

長期的な顧客ニーズの変化は、社会環境の変化にもとづきゆっくり変化していく。 

高齢化社会、SDGs（Sustainable Development Goals）、省エネ、地球環境、温

暖化対策等の社会環境の変化にともなって、顧客ニーズは長期的かつゆっくりと変化し

ていくことになるだろう。 

SDGs の中で健康志向／省エネ志向／環境志向（含むリサイクル志向）が日本でも

徐々に定着していくに違いない。 
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このような長期的な顧客ニーズの変化に対して、企業はしっかりと対応していくこ

とが肝要になる。 

インターネットの普及により、商品の特性によっては短期的な顧客ニーズの変化が

以前より大きくなったことは間違いないだろう。 

ＳＮＳによって商品／サービスに関する情報が溢れ、ただちに情報共有される。 

最近はインスタ映えする画像や TikTok の普及が更に拍車をかけ、短期的な顧客ニ

ーズの変化（＝ブーム）が起きやすい状況になっている。 

しかし、安全性、品質とコストパーフォーマンスの良さ、健康志向、省エネ志向、環

境志向（含むリサイクル志向）の大きな変化の流れにのっていない限り、短期的なブー

ムは単なる一時的なブームで終わってしまうだろう。 

ＳＮＳからタピオカブームが生まれが、結局半年くらいの短い期間でブームは終わ

ってしまった。 

下北沢でもあっと言う間に全てのタピオカ店がなくなってしまった。 

商品特性（飲食店、食料品、衣服等）によっては、短期的変化が起きやすくなっては

いるが、流行を追えば終わりも早い。 

これらの商品特性と距離をおく一般の企業では、ＳＮＳ等から生まれる短期的なブ

ームに追随する必要はないと言える。 

例えば、以前より、消費者（＝顧客）ニーズが多様化し、これからの時代は、多品種

少量生産の時代と言われているが、実際はどうなのか。 

日本の自動車の車種の変化をみてみよう。 

日本の新型車は、2009 年～11 年は平均 12.3 モデルで、2012 年～15 年は平均

19.3 モデルと増えたが、2016 年～18 年は平均 16.7 モデルと減少に転じた。 

確かにモデル数は増えているが、それほどドラスティックに多品種になったわけで

はない。 

更にチョコレート業界に目を向けると、ＪＭＲ生活総合研究所の 2020 年 1 月の消

費  者調査によると、2019 年の売上ランキングは、2018 年と同様にチョコレー

ト効果（明治）、ガーナ（ロッテ）、ダース（森永）がトップ３になったが、いずれも目

新しい商品ではない。 

チョコレート業界ではそれほど品種が増えているわけでもなく、売れ筋商品もあま

り変化しているわけでもない。 

またチョコレート関しては、再購入意欲が高いのは、機能性表示食品のリベラ（江崎）、

チョコレート効果、乳酸菌を含むシールド乳酸菌チョコ（森永）となっており、健康志

向が高いことが分かる。 

やはり長期的な顧客ニーズの変化に対応していくことが重要である。 

 

結論として、 
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・デジタル・ディスラプターが一般企業を脅かすまでには、最低６，７年は必要とな

るため、一般企業はしっかりとした市場動向調査とマーケティングさえしておけ

ば、４，５年の十分な対策を施す期間がある。 

・インターネット関連のニッチ領域を除き、一般市場環境はゆっくり変化していく

ので、変化は必ず予測できる。 

世界市場も含めた動向を常に把握し、１０年レンジの市場予測をしっかり行えば

適切に対応できる。 

・ＳＮＳで話題になる商品群を除けは、顧客ニーズは社会環境の変化に追随してい

く。 

社会環境は持続的にゆっくり変化するので、事前の対策は十分行える。 

・インターネット関連のニッチ領域やＳＮＳの影響を受けやすい商品群は、確かに

市場や顧客ニーズの変化が激しい。 

ＳＮＳの日々のチェックやインターネット関連の独自のコミュニケーション・ネッ

トワーク（含む人脈）を持ち、いち早く変化を感じる感受性が参入企業には求められる

だろう。 

 

５．ＤＸの本質とは？ 
 

（１）ＤＸ（Digital Transformation）と Digital Innovationについて 
 

まずは、言葉の本来の意味を考えてみよう。 

・Digital：digit（数字）の形容詞で“数字で表現する”の意味、ＩＴ用語としては 

機械で情報を扱う際の表現方法の一つで、情報をすべて整数のような離散的な  

値の集合として表現し、段階的な物理量に対応付けて記憶・伝送する方式のこと 

・Transformation：transform（大きく変化させる、変形させる）の名詞形。“変

形、変質”の意味 

 

ＤＸを理解するために、似たような意味を持つ他の単語をライトハウス英和辞典

と岩波国語辞典で比較してみる。 

・renovation：改善、修理、修復、改革 

・Innovate：刷新する（弊害を除き去って全く新しいものにする）、新しいものを取

り入れる 

・Innovation：革新（制度や組織などを変えて新しいものとすること）、刷新(よく

ない状態を除き去って、気風を全く新しくすること） 

・改革（制度などを改め変えること）：reform、renovation 
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・revolution：革命 

言葉の意味だけから言うと、変化の大きさは renovation（改革）→transformation

（変形・変質）→innovation（刷新、革新）→revolution（革命）の順になり、本来

transformation には、変革の意味はなさそうだ。 

言葉の語源からだと、ＤＸは“デジタル技術を使って何かを大きく変形・変質させる

こととなる”。 

経産省がＤＸの定義とした“ビジネスモデルを変革”は、“Digital Innovation（デ

ジタル・イノベーション）”の方がフィットしている言葉だろう。 

語りつくされているがイノベーションには、持続的イノベーションと破壊的イノベ

ーションの２種類がある。 

破壊的イノベーションとは、技術革新やアイディアによって、既存の事業の安定した

状況を打破し、その事業構造をガラッと変化させることで、まさにビジネスモデルの変

革と同義語に近い。 

比較的安定した企業では、既存顧客の維持／向上が最重要であり持続的イノベーシ

ョン（商品の改良、価格低減、チャネル効率化等）を優先するため、破壊的イノベーシ

ョンは生まれてこないと言われている。 

いわゆるイノベーションのジレンマと呼ばれている事象である。 

このことから経産省の定義する“ビジネスモデルの変革”は、取り組みが難しい。 

比較的安定した企業が破壊的イノベーションを起こすためには、新たな別組織に検

討させるか、ベンチャー企業に出資又は協業するしかないと言われている。 

実際、唯一米国に対抗できるベンチャー企業のプリファードネットワークスには、ト

ヨタを始め多くの企業から協業のオファーが絶えない。 

 

インターネット革命の中で、持続的イノベーションによって、ビジネスの仕組みを変

形(＝Transformation の本来の意味）させた事例が多くある。 

航空・電鉄業界を担当した経験からみて、ＪＲＥの Suica と航空業界のｅ－チケッ

ト＆自動チェックインは素晴らしい持続的イノベーションである。 

そもそも Suica は、キセル乗車対策から始まったと聞いている。 

ＪＲＥにおけるキセル乗車による被害額は年間 100 億円以上あったそうだ。 

Suica の素晴らしさは、ＪＲＥ、顧客の双方にメリットがあることだ。 

・プリペイド方式なのでＪＲＥのキャッシュフローが良くなる 

・改札口駅員が不要（ただし、自動改札機は 1,000 万円以上の高額機器） 

・顧客は一々切符を買う手間が省ける 

・キャッシュレスの Suica を使ってコンビニ等で商品が購入できる 

・モバイル Suica により、e-チケットの手配を含め顧客が様々なメリットを享受で

きる 
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・ＪＲグループとして、Suica を核とした事業戦略を遂行出来る（ルミネ／アトレ

や駅直結ホテル群も子会社）航空業界のｅ―チケットはまさにインターネットの

申し子と言えるだろう。 

・顧客が紙のチケットを事前に入手する必要がない（スマホか航空会社のマイレー

ジカードでチェックインが可能） 

・航空会社のチェックインカウンターに寄る必要がなく直接荷物検査場に行ける。 

・紙チケットのような紛失の心配をしなくて良い。 

・空港で対応するチェックインカウンターでの社員数の大幅な削減と高額な搭乗券

発券機が不要となり、会社のコスト削減に多いに貢献。 

・旅行会社のネットによる予約＆成約＆発券が可能となり、旅行はインターネット

予約が主流となった。 

これらの事例から見てもＤＸのコンセプトに、持続的イノベーションを含めるべき

である。 

 

（２）コンサルファーム＆ＩＣＴ企業にとって、ＤＸは最大のチャンス 

 

経産省の推すＤＸという言葉が、コンサルファームやＩＣＴ企業に多いに追い風と

なっている。 

ＩＴ系情報誌や雑誌にＤＸという言葉を使えば間違いなく読者をひきつけ、ＤＸが

コンセプトであるがゆえにコンサルファームにとって、ＤＸ導入コンサルは利益の源泉

となり、ＳＩｅｒやパッケージベンダは、自分たちのソフトをＤＸツールとして大いに

宣伝している。 

まさに業界あげてのＤＸブームを作り上げ、自分たちの事業拡大に貢献させようと

しており、ＩＣＴ業界を盛り上げたい経産省の思いが通じた感がある。 

きっとＤＸをタイトルに使った本は、間違いなくそこそこ売れるはずだ。 

私も何冊か読んでみた。 

コンサルティングファームの本では、自分たちの得意領域である“アイディア創出”

やＲＰＡをＤＸを中核に据え、パッケージベンダはＥＲＰこそがＤＸの中核になると書

いている。 

今やチャットボットや画像認識による入退場管理までもＤＸと述べている企業もあ

り、最近では以前のＯＡや省力化／効率化ソリューションもＤＸと呼び、顧客を呼び込

もうとしている。 

 

最近のＤＸ関連の記事やレポートをいくつかあげてみたい。 

・2021/11/9 IDC Japan“日本と世界のＤＸ動向を比較”で、ＤＸの進捗を図
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る指標が、日本より世界の企業が高かったのは、標準的な指標（売上、利益、効

率性、投資対効果）、顧客からの支持、従業員からの支持の３つである。 

 

・2022/8/17 IPA“DX 推進指標自己診断結果分析ﾚﾎﾟｰﾄ（2021 年版）”で、

成熟度が高い項目は、プライバシー、危機感とビジョンの実現の必要性の共有、事

業への落とし込みとなっている。 

 

・2022/㈱ﾘﾝﾌﾟﾚｽ “日米 DX 比較調査で見えてくる、日本企業が今取り組むべき

課題とは？”で、DX を支える手法と技術の活用状況の技術要素は、AI 技術、ﾃﾞｻﾞ

ｲﾝ思考、ｱｼﾞｬｲﾙ開発の３つ。 

 

・2022/6/8 ﾉｰｸﾘｻｰﾁ“今後導入が増える DX ｿﾘｭｰｼｮﾝとは？”で、DX ｿﾘｭｰｼｮﾝに

おいて導入済みの比率が高いのはｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ改善、ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化であり、導入予定で

比率が高いのは、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ接客、ｾﾝｻｰ＋AI によるﾃﾞｰﾀ分析であった。 

 

・2022/9/9 ｾｰﾙｽﾌｫｰｽ“中小企業向け DX お悩み解決ﾊﾟｯｸ”のｿﾘｭｰｼｮﾝﾒﾆｭｰは、売

上予測、案件獲得、解約防止、会議改革、問合せ削減、ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ等々である。 

 

これらを読むとＤＸは“なんでもあり”の様相が良く分かる。一方、経産省のもとも

と定義した“ビジネスモデルの変革”に関する記述を集めてみた。 

 

・総務省 2021 年情報通信白書“企業活動におけるﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝの現状と

課題“では、先端技術の活用目的は、業務効率の向上：69.5％、ｺｽﾄの削減：39.3％、

新製品・サービスの開発：6.3％となっており、本来のビジネスモデルの変革に該

当する新事業への進出は、たったの 1.8％となっている。 

 

・22 年 8 月 NEC が発行したｱﾝｹｰﾄ調査ﾚﾎﾟｰﾄ“ﾃﾞｰﾀと事例から見る DX 障壁の超

え方”で、ﾃﾞｰﾀ活用・DX 推進の目的のｱﾝｹｰﾄ結果では、高い順に生産性の向上、

売上の向上、ｺｽﾄの圧縮、顧客満足度の向上、意思決定の迅速化、人材配置の最適

化、経営意思決定への活用、製品/ｻｰﾋﾞｽの向上、ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ変革となっており、

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変革は、やっと目的の９番目に出てきた状況であった。 

 

実際にはＤＸによるビジネスモデルの変革は取り組みが難しく、現実的な目標には

なりにくいことが分かる。 

必然的に大手ＳＩｅｒやベンダーはＤＸを広く捉えて取り組もうとしている。 
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・日本マイクロソフトは、“自分たちの経験とスキルを生かし、日々の業務課題をデ

ジタル技術で解決することがＤＸの本質“と言っており、最近（2021/10/18 ）

の記事においてＤＸを成功させる４つの要素として、ビジョンと戦略、組織文化、

独自性、人材をあげている。 

 

・富士通は自社でのＤＸモデルの定義は、事業の変革、人・組織の変革、マネジメン

都の変革、オペレーションの変革の 4 つとしており、かなり抽象的である。 

 

売る立場のＩＣＴ企業は、２０１９年７月経産省発行のＤＸ推進指標のレポートに

おけるＤＸの定義の中で後半部の“業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土

を変革し、競争上の優位性を確立すること“に注目し、大幅にＤＸを拡大解釈して売上

拡大をめざしてることが良くわかる。 

 

６． ＤＸの中核と課題 

ＤＸはなんでもありの状況になりつつあるが、業界を盛り上げるためにＤＸが使わ

れるならば、どんな使われ方でも経産省にとっては Welcome ということになるだろ

う。 

最近のＤＸの記事やレポートでは、特にデータサイエンス（含むビッグデータ、Ｉｏ

Ｔ、ビジネスインテリジェンス）に関するものが多い。 

また 2021 年のアイ・ティ・アール社のＡＩ主要８市場において、2025 年度にお

い て一番の主たる市場は、テキスト・マイニング／ナレッジ活用領域と予測している。 

これらの動向や中央官庁の各種レポートも考慮するとＤＸの本質は、 

・経産省がＤＸをキィワードとしてＩＣＴ業界に喝をいれ業界を盛り上げること。 

・第４次産業革命のテーマである“データ利活用とＡＩも適用したデータ解析“ 

にある。 

 

（１）ＤＸの中核はデータ利活用・分析 

２０１７年１月の内閣府“日本経済 2016－2017”のレポートにおいて、第４次

産業革命を“ICT の発達により、様々な経済活動等を逐一データ化し、そうしたビッグ

データを、インターネット等を通じて集約した上で分析・活用することにより、新たな

経済価値が生まれている。また、ＡＩにビッグデータを与えることにより、単なる情報

解析だけでなく、複雑な判断を伴う労働やサービスの機械による提供が可能となる”と

位置付けている。 

更に２０１８年９月経産省発行のＤＸレポートや２０１８年のＩＰＡの“ＤＸに必



 

74 

 

要な技術と人材”レポートから鑑みても、ビッグデータ（含むＩｏＴ）の活用・分析（＝

いわゆるビジネス・インティジェンス）をＤＸの中核にすえるべきである。 

アナリティクス（含むビッグデータ、ＩｏＴ）領域では、クロラーによる情報収集や

ＳＮＳからのコンシューマデータの収集、ＩｏＴによるエッジ機器からの様々なデータ

等をインターネットを通して収集出来るようになった。 

更にＩｏＴによるエッジ機器からのデータは、稼働率、故障率、生産設備間の待ちな

どの精度の高い情報により生産性の向上や物流業の効率化にも大いに貢献することに

なる。 

日本の企業でも、徐々にデータの利活用や分析を始めているが、最大の課題は分析の

次のフェーズであるマーケティングが米国に比べ圧倒的に弱いことだ。 

データ分析で終わりマーケティングをしないなら、企業にとって無意味な結果に終

わってしまうだろう。 

経産省のＤＸの記述やＩＴ関連の情報誌でもマーケティングは忘れ去られている。 

米国の主要なＩＣＴ企業は、マーケティングを世界レベルで徹底的に実施し、数値を

根拠にした事業戦略を実施している。 

最近はインターネットの普及によって、オンラインとオフラインを連携させて購買

活動を促進させるためのマーケティング施策のＯ２Ｏ（Online to Offline）が重視

され始め、マーケティングは益々重要になってきた。 

このように実店舗直接購入も含め、消費者行動が複雑化する中で、Ｏ２Ｏから更にオ

ムニチャネル(Omnichannel)という販売・プロモーション戦略が生まれた。 

オムニ（omini）は巻頭語で“全体の、すべての”の意を表す言葉である。 

オムニチャネルは、オンライン（含むＴＶ通販）とオフラインの区別をつけず、シー

ムレスかつ便利な購入体験を提供することを目的としている。 

まさにマーケティング力の差が企業の差になる時代になったと言える。 

 

（２）マーケティング力強化の必要性 

経産省のＤＸレポートにおいては、企業のシステムが事業部門ごとに構築されてお

り、全体最適が出来ていないため、全社的なデータ活用が出来ていないと指摘している。 

顧客データベース（含む取引履歴）やマーケット情報を全社的に一元化し、マーケテ

ィング部門が、各事業部門のデータを迅速に活用することが肝要になる。 

さらに、インターネットを通して入手できるデータやＩｏＴによって得られるデー

タと社内で保有しているデータ（以前はＤＷＨと呼んでいた）をいかに統合し活用する

かが重要になる。 

今、データの解析や活用を行うために、形式や規模によらず雑多なデータを一元的に

保管するためのデータ管理システムであるデータレイク(Data Lake)に注目が集まっ 



 

75 

 

ている。しかしながら、たとえ、データのブラックボックス化がなくなり、マーケティ

ングに必要なデータが集まったとしても、マーケッティング力がなければ無意味である。 

日本企業の弱点であるグローバルな観点の欠如と脆弱なマーケティング力（又は軽

視している）を根本的に改善しない限り、日本の企業は強くならないと断言できる。 

1993 年にサンノゼにあるオラクル本社を訪問し、受けたプレゼンにおけるグロー

バルマーケティングは秀逸であった。 

その時、マーケティング力の大きな差が、日米の差であるとつくづく感じいった。 

マーケティングの基本は、対象マーケットの需要予測から始まり、マーケットの３Ｃ

（Customer,Competitor,Company）分析とＳＷＯＴ（Strengths,Weaknesses,Opportuni

ties,Threat）分析、ＳＴＰ検討（Segmentation,Targeting,Positioning）、４Ｐマーケ

ッティング・ミックス（Product,Price,Place,Promotion）戦略を立案し、顧客視点で

の４Ｃ評価（Customer Value,Cost,Convenience,Communication）を行うことである。 

その中では、統計学に基づく各種分析は必須である。 

最近はＡＩによるマイニングや多変量解析が可能になった時代である。 

従ってマーケティングを行うマーケターには、経営学と統計学の両方の深い知識が

必要となってくる。 

更に今後はＡＩの基礎知識（＝日本ディープラーニング協会のＧ検定レベル）も要求

されるようになる。 

マーケティングこそ、昨今注目され始めたリベラルアーツ教育の中で、文系・理系の

枠組みにとらわれない教育課程に組み込み、徹底的にマーケターを育成すべきである。 

どのレポートでも全く話題にならないが、日本の企業群において優秀なマーケター

の育成がもっとも重要な課題である。 

 

最後に私のＤＸ定義を紹介したい。 

ＤＸとは、“インターネット革命のもとデジタル技術を活用し、レガシーとなった企

業のＩＴ活用＆情報システムを大きく変化させ、戦略的ＩＴ投資比率を高め、新しいデ 

ジタル技術と新たなデータを利活用し、更に緻密なマーケティング遂行により事業

の付加価値の向上ないし新しい付加価値を創出することにある”。 

 

 

以 上 
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はじめに 

前回の論文では、実施の遅れている日本におけるＤＸ（デジタルトランスフォーメー

ション、以下ＤＸ）推進の必要性を政府による「2025 年の崖」という警鐘で紹介した。 

この指摘は、企業の規模を問わず、過去から積み残されてきた、デジタル化の課題が

もはや待った無しの状態に至っていることを示唆したものである。 

そうした中で、中小企業の中でも先進的な動きをしている旅客サービス２社（鶴巻温

泉 元湯 陣屋及び有限会社ゑびや）を紹介し、企業規模は小さくてもＤＸに対する熱意

と改革に対する積極的な姿勢があれば必ず成果が上がることを示した。 

そして、現在も引き続くコロナ禍が発生したわけだが、２社がどう対応しているかは、

別稿で述べるつもりだが斬新な考えと臨機応変な決断によって乗り切っていることだ

けは報告しておきたい。なお、「旅客サービス業」の関連で、2022 年 10 月１１日に

日本政府が「個人旅行の受入れ等」を再開した。 

このためインバウンド客の状況がどう変化したか気になるが、実際のデータは次ペー

ジの通りである。 

まだ今年度のデータは集計されていないので正確な判定はできないが、下記（2022

年１１月発表）の日本政府観光局（JNTO）速報値から見る限りでは、インバウンド旅

行者数の極端な低下（-94.3％）回復にはまだ時間がかかりそうだ。 

国によりコロナ感染状況や対策が異なること、中国の「ゼロコロナ政策」影響がかな

り大きい。 

 

 

  

〔論文・レポート〕 

発想の転換とプラットフォーム化 

ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）事例紹介（２） 

～もしかしたら世界には電子が一つしかないのかもしれない～ 
 
 

ＡＩデジタル研究所 

研究員 田邉 康雄 
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日本政府観光局(JNTO)発表の「2022年 訪日外客数・出国日本人数」抜粋 

           訪日外客数                   出国日本人数 

          ２０１９年     ２０２２年            ２０１９年    ２０２２年 

 

（訪日外客数のうち、2022 年の*印の斜体部分は推計値、（）内は観光客数、その他の値は暫定値、2019 年の値は

確定値である。出展：日本政府観光局(JNTO) 「2022年 訪日外客数・出国日本人数」） 

 

2022 年は、コロナ禍のみならず地政学的リスクの高まり、気候変動リスクの具現

化、これらと関連した世界的なインフレ向上、さらに一方的なドル高と想定外に変化の

激しい年であった。 

IT 業界も当然例外では無く、これまで特に先進的な技術と取り組みによって重要な

舵取り役となってきたメガテック（GAFA＋M）*ですら、前年同期比で Apple のみが

増益となり、残りの各社はアメリカならではであるが即座に人員削減に走っている。「デ

ジタル化」の根本を支えてきたこれらの会社ですら、新たな施策を検討せねばならない

動きの早い時代の中で、目前に迫る「2025 年の崖」問題を日本はどう克服すべきなの

か。 

より引用 
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本論文ではこうした新たな状況を踏まえ、日本でのＤＸ推進状況分析の最新状況を

見た上で、世界の中で日本の「デジタル化」に対する厳しい評価と立ち位置を紹介する。 

今回もこの厳しい時代の中であっても前回示したように非常に素晴らしい実績や将

来性を持った中小企業２社の事例を紹介し、喫緊の課題としてＤＸをどう展開すべきな

のかを考えてみたい。 

（注１：GAFA＋M は Google,Apple,Facebook,Amazon,Microsoft 各社を指す。

Google,Facebook は、それぞれAlphabet,Metaに社名変更したが従来の社名を使用） 

日本のＤＸ：ＤＸ２．２及び世界競争力年鑑２０２２ 

（世界競争力、デジタル競争力ランキング） 

最初に、コロナ禍の中で「ワークスタイル」の変化（テレワーク導入）がどのような

意味を持ったかについて簡単に触れておきたい。コロナ発生当初は仕事を対面でなくリ

モートスタイルで行うことに、技術的な面や情報共有の面でも疑問が多く手探りの状態

が続いていた。 

しかし、現在の状況は次の図に見られるように、「テレワーク」を含めたワークスタ

イルが今後徐々に現実化してくるように見える。特に、若い年代（いわゆる Z 世代）で

このワークスタイルを支持する声が強い。ただ弱点として、対面接触と比較し明らかに

「コミュニケーション面」での同意や確認が取りにくいこと、内容の深い多面的な議論

がしにくいことなど、問題点も多い。 

これらをどう克服して「ワークライフインフラ」として利用していくかが今後の課題

であろう。また、企業規模や地域による格差（大企業と中小企業、首都圏とそれ以外の

地域）解消も見逃せないファクトである。 

NRI未来創発フォーラム２０２２ （2022．10．17 ）説明資料より引用 
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こうした中で、日本企業のＤＸは前回の論文で紹介した「2025 年の崖」を３年後

に控えてどのように変化してきたのだろうか。 

経済産業省が音頭を取って進めているガイドライン（ＤＸレポート）ではＤＸ化積極

的推進を求めて「ＤＸレポート２」「ＤＸレポート２．１」と内容を深化させ、2022

年には「ＤＸレポート２．２」を提示して、次の３点による具体的なアクションプラン

を示しながら「本格的なデジタル産業への変革」を強く呼びかけている。 

① デジタルを、省力化・効率化ではなく、収益向上にこそ活用すべきであるこ

とＤＸ推進にあたって、経営者はビジョンや戦略だけではなく、「行動指針」

を示すこと 

② 個社単独ではＤＸは困難であるため、経営者自らの「価値観」を外部に発信

し、同じ価値観を持つ同士を集めて、互いに変革を推進する新たな関係を構

築すること（引用のまま） 

特に、この３点目のアクションについては説明が必要となるが、経済産業省は前図で

示す認識のもとで「既存産業の構造的課題」を捉え、このまま「ユーザー企業（ＤＸ未

着手・途上）」と「ベンダー企業」が「低位安定」を続けていると「デジタル競争の敗

者」になるしかないと言い切っている。 

一方で、ＤＸ化を全社戦略に基づき部門横断的または持続的に実施している先行企

業は 18％に達していると IPA ＤＸ推進指標（2022 年）のデータでは示されている。 

ただ、これらは一部上場企業でＤＸ推進指標を提出した企業（486 社）の中での話

である。 

特に中小企業や大企業でも動きの遅い企業のことが気になるが、中小企業白書（２０

 DX レポート 2.2（概要）  令和４年７月より引用 
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２２年）に示された中小企業の状況を見ると、「デジタル化によるビジネスモデルの変

革や競争力強化に取り組んでいる状態」を最高位（段階 4）とした場合に、これがよう

やく 10％程度になった状況である。 

「デジタル化による業務効率化やデータ分析に取り組んでいる状態」という段階３

が 50％近くでこれに続いている。 

中小企業の調査対象数は、5,000 社近くなのでかなり実態を反映した値と考えられ

る。詳しくはＤＸ２．２レポートやＤＸ推進指標等の内容に譲るが、「個社単独でのＤ

Ｘ化は困難」であるという先程の「ＤＸレポート２．２」アクションプラン③の主張は、

企業規模全体を考慮すれば理解はできる。しかし、そこでこのアクションプラン③は、

ある種の業務専用「共用プラットフォーム」構築を企業間で構築することを強いている

ように見える。現実問題として、本当にＤＸ自体が未着手や一部検討中の現在の段階で、

このような動きが可能なのだろうか。 

前回の論文で示したサービス業の２社は自らの会社でデジタル化が完了した後に、

自分達の成功例を同業他社に横展開しようとしていた。自分達の路線を拡張して、それ

をデファクトにしたいと考えることは自然であり理解できる。 

その先達として GAFA が存在し、彼らはそれで発展を重ねてきた。通常はこのよう

な先行リーダー企業が存在し、その後にそのプラットフォーム展開（利用）という順が

妥当であろうし、早期に各社で具体化も可能になると思う。 

今回ご紹介する事例も、同様の考え方を持った経営者がそれぞれ異なる分野でプラ

ットフォーム化を検討した事例なのでこれも参考になるのではないかと考えている。 

ＤＸレポートは、自治体ＤＸ（公共サービスのＤＸ化）も対象に考えているので、プ

ラットフォーム問題の対象はかなり範囲が広い。これについては、改めて回を代えて検

討してみたい。 

さて、事例紹介に入る前に日本のデジタル化推進状況を客観的に理解するため、世界

各国の競争力及びデジタル競争力を年次で比較している調査結果を紹介したい。 

この紹介は、スイスの IMD（国際経営開発研究所：International Institute for 

より引用 



 

82 

 

Management Development ） が 作 成 し て い る 「 世 界 競 争 力 年 鑑 （ World 

Competitiveness Yearbook）」の中にある、「世界競争力ランキング」及び「世界デ

ジタル競争力ランキング」を参考にしている。 

2022 年６月に結果が公開され、今年も日本は「競争力総合順位」を３４位に下げ

た。アジア・太平洋地域でも、マレーシア、タイの後塵を拝し１４位（１４カ国・地域

中）である。 

まず、「世界競争力ランキ

ングの推移」を見ていく。 

日本は世界６３カ国中で

３４位だったが、昨年から３

位も順位を落としている。日

本の競争力推移のグラフで明

確だが、1990 年代にはトッ

プの位置にあった国が、３０

年経って「中流以下」の国に

なってしまったと言える。 

この調査はスイスを拠点

とする調査会社がまとめてい

るので、アジア諸国に対する

評価面でのバイアスがかかっ

ているのではないかという意

見もある。 

しかし、１９８９年から同

ランキングの発表を開始し既

にこうした世界順位指標とし

て信頼の置かれた存在になっ

ている。日本からは三菱総合

研究所もこの調査に参加して

いる状況である。 

今回のランキングで、最大の問題点として指摘されたことは、企業の意思決定の迅速

性や機会と脅威への対応力、起業家精神などからなる「経営プラクティス」指標が最下

位（63 位）であることだ。これはこれまでも指摘されてきたことだが、ついに最下位

に落ちてしまった。 

 

IMD「世界競争力年鑑」2022年 総合順位 

三菱総合研究所 IMD「世界競争力年鑑 2022」からみる日本の競争力 より引用 
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次に「世界デジタル競争力ランキング」を見てみる。 

こちらも先程の総合順位推移（低下）を背景に、日本は 29 位にランクダウンした。

時代の変化に応じて、IMD「世界競争力年鑑」でもデジタル化関連項目のウエートが急

速に高まっている。このランキ

ングではその国・地域で行政の

慣行やビジネスモデル、社会全

般の変革につながるようにどの

程度デジタル技術が活用や展開

ができているかを示すものにな

っている。 

各国・地域の統計情報のほか、

経営者や管理職に対する聞き取

り調査を基に、「知識」「技術」

そしてデジタル変革を展開する

ための準備度である「将来への

準備」の 3 つの因子や、「人材」

や「規制の枠組み」など 9 つの

サブ因子について順位付けし、

総合順位を決定する。アジアの

中でも日本の敗色は濃い。アジ

アのトップはシンガポールで総

合 4 位、韓国は 2018 年の総

合 14 位から同 8 位に上昇し、

台湾も 2018 年の総合 16 位

から 11 位に順位を上げた。こ

日本の総合順位の推移 

三菱総合研究所 IMD「世界競争力年鑑 2022」からみる日本の競争力 より引用 

IMD WORLD DIGITAL COMPETITIVENESS RANKING 2022 より引用 

2022.10.27 日経クロステック より引用 
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れに対して日本の因子・サブ因子の比較（日経クロステック誌）は以下の通りである。

結果的に、強み因子を含めほぼ全ての項目でランクを下げている。 

ＤＸとの関連を見るために三菱総合研究所が毎年行っているクラスター分析の一部

を借用してより詳細な分析結果を見てみると次の通りとなる。 

表の右側数字

が日本の順位で

ある。日本の評価

は非常に厳しい。 

また、[S]と書

かれているのは、

これらの項目が

全て日本の経営

層からのアンケー

ト項目であったことを示している。本項目は評価が特に低いものを集めたものだが、 

・ビッグデータ分析の意思決定への活用 

・企業におけるＤＸが最下位（63 位）になっていることが非常に痛い。 

河野太郎デジタル相は、コメントとして「63 カ国（・地域）中ビリのものが結構あ

った。危機感を持ってもらっているのは非常にいいことではないかと思う」と述べたそ

うだが、日本の経営者や管理職が日本のデジタル競争力に対して悲観的に捉えているこ

とを如実に表しているものと思う。 

因みに、競争力ランキングとデジタル競争力ランキングは全く同様な形で低下を示

している。 

これを何とか上向きに改善していくかが喫緊の課題であるが、次の三菱総合研究所

による IMD 評価内容の解説はとても参考になる。 

2022.10.27 日経クロステック  

競争力採用指標のクラスター分類：企業活動とそれを支える仕組

三菱総合研究所 IMD「世界競争力年鑑 2022」からみる日本の競争力 より引用 
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三菱総合研究所で毎年この「世界競争力年鑑」の分析にあたっている酒井博司氏によ

れば『2022 年の総合順位でも、昨今の傾向と同様、小規模経済が上位を占める結果と

なった。 

1 位はデンマーク、以下、スイス、シンガポール、スウェーデン、香港、オランダ、

台湾がそれに次ぐ。近年では、それら上位の国々はほぼ固定されている。この背景には、

小規模経済であるがゆえの産業構造転換の容易性が挙げられる。例えばかつてスウェー

デンは造船業が盛んだったが、その後エリクソンやイケアなどに代表される新たな産業

への転換が進んだ。競争力の向上には、産業や企業の盛んな新陳代謝が不可欠である。

これらの国々では、労働力の円滑な移動や起業の面において、新陳代謝を高める環境が

整備されている。』 

一方、日本ではようやくデジタル庁が設立され動き始めているが、これまで見た日本

のデジタル化推進状況をどのように早期に改善してビジネス収益向上に結び付けてい

くか、行政システム自体のデジタル化推進も同様に急がれている。世界のデジタル化水

準や評価では周回遅れといわれる日本であるが、嘆いてばかりでは何も生まれない。ま

た、これから官庁が声を掛けて旗を振る前に、自律的な動きを取ることが必要だと思う。

そして、そのためには日本の中での成功例から学ぶことが先にも述べたが賢明な対応と

考える。 

前回は、どちらもサービス業の「鶴巻温泉 元湯 陣屋」と「有限会社ゑびや」を紹介

して、その先進的な取り組みがＤＸのあり方や考え方を具現化していることを指摘した。 

今回は、中小企業の基盤となる典型的な製造業とこれまで全く存在しなかったプラ

ットフォームである「デジタルデータ市場」の仲介を目指す会社の 2 事例を紹介した

い。 
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（１）金型を使わない加工法を確立   株式会社  井口一世

 

【概要】 
埼玉県所沢市の株式会社井口一世（従業員 42 名、資本金 9,500 万円）は、２０

０１ 年創業の精密板金加工業者である。同社は、独自の板金加工技術による金属加工

の「金型レス」化を武器に、顧客の初期費用の大幅な削減と開発期間の短縮を実現して

いる。現在取引先が６００社売上高も約 144 億円に上る。「既存技術にとらわれない

ものづくり」を目指す同社は、製造業では珍しく、従業員の約７割、管理職の約６割を

女性が占めるなど、女性が活躍する場を提供している企業でもある。中小企業白書や経

営雑誌などでもイノベーティブな企業として頻繁に取り上げられ有名な会社になって

いる。これまでに、 ２００６年の「第一回渋沢栄一ベンチャードリーム賞」奨励賞に

始まり、「第 6 回ビジネスプランコンテスト 」関東経済産業局長賞、「Japan Venture 

Awards２０１３」経済産業大臣賞、さらに「平成 30 年度 東京都女性活躍推進大賞」

などを受賞し、会社の提供する新しい技術とともに人材育成への期待と関心も高まって

いる。 

・「ブルーオーシャン戦略」で差別化を推進 

社長である井口一世氏の名前をそのまま会社名にしたこの会社は、井口氏が ２３

才の時に父親が急逝し、家業である金型プレス業を継承した経緯がもとで誕生した会社

である。当初は、父親の会社をそのまま継いでいた井口氏であるが、「金型プレス業は

海外シフトが進み価格競争が激化するので継続が難しい」と判断し大きな発想の転換を

実現していく。 
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それが、「金型レス」「切削レス」と自ら表現している金属加工技術の発明であった。

それまでの金属加工は量産ならば「金型プレス」、精度を求めるのならば「切削」とい

うのが常識だった。しかし、これでは例えば「金型」の製作の初期費用が高額になる。

また最終的に顧客の要求を満足させるまでに何度も試作費用がかかり作業時間が長く

なることが当たり前だった。 

そこで井口社長は、レーザー加工とパンチを組み合わせて加工した金属板を等高線

のように積み重ねる全く新しい技法を開発した。これによって作業時間も短くコストも

安い工法が産み出された。マーケティング戦略で言われる金属加工での「ブルーオーシ

ャン」を切り開いたのである。 

 

 

この工法では、設計変更にも柔軟に対応ができるので、少量生産品から大量生産ま

でコストを削減して提供できる。また、試作を無料で行うサービスも実施して大手メー

カーとの関係を開拓していった。 

株式会社井口一世ホームページより 



 

88 

 

その結果、当初は自動車や家電業界が中心だったが医療、重電、航空宇宙などあらゆ

る業界の注文を受けるまでに発展していった。 

 

・コロナにも負けない経営戦略の巧みさ 

この会社がここまで成長を遂げた背景には、従来ならば熟練の職人が目や耳でその

場の状況を判断しながら行ってきた金属加工の業界に最新鋭の工作機械を導入して全

て自動で２４時間製造するようにしたいという社長の熱い思いがあった。３K（きつい、

汚い、危険）といわれた製造業の職場をクリーンでイノベーティブな職場に変えたいと

いう強い願いである。実は次の逸話の中に社長の勝負強さと信念を曲げない性格がよく

現れている。職場クリーン化実現に向けては高額の工作機械を海外から購入する必要が

あった。この機械を探すために、工作機械の商社などを訪ね歩きようやくドイツで目当

てとする機械を見つけたが、何と当時はリーマン・ショック後というタイミングだった

ので１億円を超える機械を半額で手に入れることが出来たのだ。同時にその段階で新卒

採用も開始したという。現在のコロナ禍でも下記に示す強気の経営戦略を立てており、

不動産価格の下落を見込んで新工場用地の買収や新卒採用の倍増、設備・システム投資

の増額などを考えているとのことだ。機を見るに敏であり、判断も早い。私も何度か井

口社長の講演に参加し、お会いして質問もさせて頂いているが、非常にプレゼンテーシ

ョンも分かりやすく明快な広報対応をされている。これも会社の活気や社員のモチベー

ション向上につながっているのだと思う。会社の広報担当を社長自らが兼ねているよう

で、会社のホームページを見るとわかるが、取材対応が毎年重なっており、そこで積極

的に自社のビジネスモデルについてビデオなども含めて解説をしている。 
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・データサイエンティスト育成と人材戦略 

「失敗データ」のビッグデータ化をこの会社ではＡＩがブームとなるはるか以前か

ら行ってきた。 

新卒社員には、技術指導もせずに「取り扱い説明書」だけを渡して、経験者でも難し

いような課題を与える。当然失敗が起きるが「チャレンジして実現できなかった事例」

を詳細に記録してデータベース化し、次の開発に生かすという考え方を取っている。こ

うした過程を通じて技術者を「データサイエンティスト」に育てていくというのがその

目標なのだ。ＡＩ進展のなか、この「データサイエンティスト」が「最もセクシーな職

業である。」と米ハーバード・ビジネス・レビューに掲載されたのが２０１２年１０月

だ。その１０年前からこうした技術者の育成を目指していたことになる。 

しかも新卒社員は、文系が多いそうだ。これは私も強く同意するところだが、「デー

タサイエンティスト」という職業（あるいはＡＩ自体も含めてだが）は文系、理系など

という領域で分類できるものではなく、もっと鳥瞰図的な視点や視野を持った人材が対

応しなければ発展・進化はできないのだ。それを良く見抜いているのがこの会社だ。 

最初にも書いたが、この会社で働いている人の約７割が女性である。その理由は、先

のようなチャレンジ目標をクリアできる人材は「物事のポイント」をつかむ能力がない

とだめだと判断していて、採用にあたって面接を５次試験まで行う。そこで結局残るの

は女性が多いからだという。井口社長によれば「当社は今や IT 企業なんです。周囲か

らどう思われるかは分かりませんが、データベースをもとにコンピュータを使って製品

を作っているからです。」と述べる。 

今後は、これまで蓄積してきた「データベース」の外販も検討しているという。 
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・グローバル展開の構想 

２０１５年に海外案件を扱う子会社「株式会社なんとかなる」を設立した。この会社

には様々な業種の先端的、独創的な技術を持つ中小企業が集まり、受注案件に対して、

打合せ、製造、納期・品質管理、出荷までの業務を一括管理している。当初は１１社だ

った参加企業も２０社に増加したと聞く。私は、このような技術共有の集合体が中小企

業での「プラットフォームビジネス」の一つではないかと考える。こうした動きが活性

化することを是非期待したい。 

【ＤＸとしての評価ポイント】 

まず、何と言っても現在のＤＸが話題になるよりもはるか以前にビッグデータを蓄

積し、ＡＩ及びＩＣＴ活用を現実的にすすめられていたことが素晴らしい。 

・経営者の時代への先見性の鋭さとセンスの良さが際立っている。 

そして、今後特に重要となる人材育成施策を、採用時点から一貫して準備している

こと。 

・少人数ながら効率的でスマートな経営を実施しており、就職先としての  人気も

非常に高く働き方改革で要望されている施策も数多く実現済みである。さらに、新



 

91 

 

しいビジネスモデルの実践を進めていること。 

・「モノ」を提供する製造業から、顧客の要求に応じて「サービス」「ソリューション」

を提供する会社となっている。「ファクトリー」というより「ラボラトリー」に近い

雰囲気を感じさせる。 

 

（２）IｏＴデータ交換市場の仲介のイノベーター 

エブリセンスジャパン株式会社 

【概要】 

エブリセンスジャパン株式会社は、日本の公衆無線 LAN（構内情報通信網）サービ

スを切り開いた眞野博氏が IｏＴ（インターネット・オブ・シングス、以下 IｏＴ）デー

タ交換市場の仲介を行うために２０１４年７月に設立した会社である。（従業員６名、

資本金２,２００万円） 米シリコンバレーにジャスダック上場の情報システム会社イ

ンフォコムなどと組み、資本金８７万ドル（その後増資を重ね２０２２年現在は５２５

万ドル）で新会社「エブリセンス」を２０１４年５月に設立したうえで、日本法人を立

ち上げたものである。主な株主にはインフォコムの他に株式会社 KODEN ホールディ

ングス、さくらインターネット株式会社、日本電気などが含まれ将来性を見込まれて発

足した会社といえる。カリフォルニアの会社はシリコンバレーという地の利を生かし、

ビッグデータ分野で注目されるＩｏＴでの新ビジネス創出につながる研究開発を手が

ける。そして米国の大学とも連携して事業創出を目指す。さらに、日本側ではその成果

を現実のビジネスに繋げていくという考え方で始まった。 

最初に、この会社が会社間(B to B)でのデータ交換を行う「プラットフォームサービ

ス」提供が中心のビジネスを目指していることに注意願いたい。従って、株式会社井口

一世が示したような具体的な製品は存在しない。 

・ビジネスモデル： 

ＩｏＴプラットフォームサービス「ＥｖｅｒｙＳｅｎｃｅ」の提供 

そもそも「ＩｏＴ」とはどんなもので、それが提供するデータ市場とはどんな形態な

のか。 

もちろん、２０１４年当時は、ごくわずかなインターネット関係者や通信関係者等し

か理解していなかった「ＩｏＴ」である。8 年後の現在では、インターネットの発達や

特に最近は次世代通信システムである「５Ｇ」の話題に関連して取上げられることが多

くなった。同時にあらゆるデジタル製品とインターネットとの親和性が急速に強まり、

スマートフォンを中心とするインターネット社会が現実化したため、「ＩｏＴ」自身は

技術の内部（インフラストラクチャ）で語られる言葉になってきている。テレビのＣＭ
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などで時々出る言葉であるが、「ＩｏＴ」の意味を正しく説明しているケースはほとん

ど見られない。日本語で「モノのインターネット」と訳していたこともあったが、余計

内容が漠然としていて混乱させるためか、最近は「ＩｏＴ」で表示するようになってき

ている。確かにこの言葉を、学生に理解させるのは難しい（実感させにくい）。念のた

めに、Wikipedia の説明を引用すると、「ＩｏＴ」とは、『様々な「モノ（物）」がインタ

ーネットに接続され（単に繋がるだけではなく、モノがインターネットのように繋がる）、

情報交換することにより相互に制御する仕組みである。』となっている。スマートフォ

ンを使って自分の家の「エアコン」や「お風呂」を外出先からコントロールすることが

出来るようになったり、家の中でAmazon の音声サービスを使ったりとこの「ＩｏＴ」

を使った仕組みが増えてきた。これから本格化される「自動運転車」もＧＰＳを使った

「ＩｏＴ」の仕組みが無ければ実現されない時代に変わってきている。 

さて、眞野氏はどのような構想でこの会社を設立したかであるが、彼は「あらゆるモ

ノがインターネットにつながる『ＩｏＴ』で発生するデータを取引する新市場創設を目

指した」という。 

つまり、これは個人レベルではなくさらに広大な社会的な要請を踏まえたマーケッ

トプレイスであり、世界中のあらゆるセンサーが持つ情報（データ）とそのデータを利

用して事業開発や新サービス、学術研究に取り組む企業・研究機関が求める情報（希望

条件）をマッチングさせ、データの売買を仲介する世界初のＩｏＴ情報流通プラットフ

ォームを創ることがその目的なのだ。 

これこそ現在喫緊の課題となっている日本のＤＸ実現を下支えするインフラストラ

クチャの実現であり、まだＤＸと呼ばれる以前にそれを構想し現実化していったわけで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 エブリセンスの求めるデータ市場 (出所：エブリセンスジャパン HP)  
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・「ＩｏＴデータ流通マーケットプレイス」必要性の発想 

先のビジネスモデルはＩｏＴの問題点を次のように考えて発想されたものである。 

ＩｏＴによって収集・ビッグデータ化された情報は、各産業分野または企業・組織の

中だけに閉じられた「垂直統合型」で、インターネットが持つ自律分散、相互接続とい

うメリットによる創造的な産業革新を引き起こすに至っていない。この状況は、ＩｏＴ

が持つ大きな可能性により発生される社会イノベーションや社会の課題解決を妨げる

大きな要因となっている。 

従って、この問題を解決するためには、 

・デバイスに依存しない、自律分散型相互接続が可能 

・データ保有者のオーナーシップ、価値配分、プライバシー、公平性を確保し、ス

ケーラビリティ（拡張性）を持つデータ流通交換の仕組み「ＩｏＴデータ交換マ

ーケットプレイス」が必要である。 

やや難解な表現が出てきたので補足すると、現段階では多くの企業が閉じられた「垂

直統合型」のデータ・システムを構築しているということだ。 

「ＩｏＴ」といっても「Intranet of Thingｓ」（イントラネットオブシングス）だ

というのだ。つまり個別の各会社の中だけで見ることのできる（閉じた）データが各社

単位でバラバラに存在しているのが現状だ。そこでおのおのの所有者が相互利用するオ

ープンなデータ交換の仕組みをインターネット上で実現できれば、社会的により有益な

サービスの創出が可能となるという発想である。 

『たとえば、農場の環境変化をセンサーデータから予測し、散水や肥料散布にフィー

ドバックする場合、その環境変化の兆候や要因を、その農場内から得られるデータだけ

で推察することには限界がある。そこで、他地域の気象情報や交通量等の人工的環境変

化も併せて取得し活用することで、より適切な環境変化の予測が可能になる。』と眞野

氏は指摘している。 

そしてそのために必要となる「ＩｏＴデータ交換マーケットプレイス」構築に向けた

準備としてシステム上の問題解決や個人情報保護等の問題のクリアが必要だと主張し

たわけである。 
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オープンなＩｏＴのあり方 

 (出所：「オープンなデータ取引市場」実現の 取り組み データ流通推進のための取引市場の要件，課題と実装事例) 

・エブリセンスの解決策 

エブリセンスの役割は、新たなマーケットプレイスとしてデータ市場を立ち上げて

いくことであり、そのためのオーガナイザーとして官庁を含めた賛同メンバーを出来る

だけ多く集めること。 

さらに、使用者の理解を得るための広報活動を精力的に行うこと。そして、データ市

場の生成・運営を行うための技術的な貢献を行うことの３つに分けて考えている。 

① データ流通プラットフォーム育成に向けての準備施策 

会社の規模に関わらず、エブリセンスはデータ流通市場育成のために、データ提供

側と利用者の間に存在するＴＴＰ（Trusted Third Party:信頼できる第三者機関）とし

て認定を受け取引市場機能を提供している。こうしたことを実現するためにこの会社は、

経済産業者・総務省が立ち上げた、産学官が参画・連携しデータ活用を促進するための

組織「ＩｏＴ推進コンソーシアム」の「データ流通促進ＷＧデータ連携ＳＷＧ」の一員

であり、「ＩｏＴ推進ラボ 第１回先進的ＩｏＴプロジェクト選考会議」で「ＩｏＴ Ｌ

ａｂ Ｓｅｌｅｃｔｉｏｎ審査員特別賞などを受賞している。 
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さらに、２０１９年１１月には「データ取引市場基盤を活用したスマートシティにお

ける ビジネスモデル実証が内閣府の SIP 事業に採択決定」され、日鉄ソリューション

ズ株式会社、ソフトバンク株式会社と共同で内閣府が実施し国立研究開発法人新エネル

ギー・産業技術総合開発機構(NEDO)が管理法人の「戦略的イノベーション創造プログ

ラム（SIP）第 2 期／ビッグデータ・AI を活用したサイバー空間基盤技術」研究項目

「スマートシティ実証研究／スマートシティにおけるパーソナルデータと産業データ

のデータ取引市場による共有基盤の実証」実証研究の委託先として採択された。こうし

た動きは、プラットフォーム実現に向けては大変重要なものであるが、残念なことに一

般の会社等からは分かりにくいものであり、新聞等のメディアの扱いも殆ど存在しなか

った。しかし、眞野氏の通信業界や官庁（総務省、経産省）への影響力の大きさもあり、

着実にデータ流通市場育成の実質的なリーダーとしての位置付けを強めていったこと

がわかる。 

 

眞野氏は、現在エブリセンスの代表とともに一般社団法人データ社会推進協議会（Ｄ

ＳＡ）において専務理事兼事務局長を務めており、データ庁が現在推進中のプラットフ

ォーム「ＤＡＴＡ-ＥＸ」実現を公的なレベルでも実現するための中心的な役割を果た

している。これこそ本来眞野氏が望んでいた立場なのではないかと思う。 

②データ流通で「モノの Facebook」を生む 

データ流通市場では、個人の活動状況がデータとして公開されることになる。何らか

のインターネット機器によってそのデータが利用されてしまう疑いが発生する。このこ

とについて眞野氏は次のような警告とデータ流通市場育成の必要性を訴えている。 

『我々が提供している（センサー）データ流通市場はモノの Facebook」をもたら
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す。 

（リアルの世界での個人の活動状況を示す）データを公開することになるからだ。

Facebook の事業モデルは広告に基づき、我々はデータ提供先からの報酬に基づく手

数料で収益を上げる。センサーデータの事業には、広告よりも報酬が合っているとみて

いる。もっとも同社や米 Google 社などとの対立軸を作ろうと考えているわけではな

い。彼らの事業と我々の 

事業は共存するだろう。(中略)ユーザーは自分が発したデータを自分の権限で管理で

きる方が良いと考えるだろう。我々の存在意義はそこにある。しかもデータを提供する

ことで対価が得られるならば、その方が個人に受け入れられるのではないか。』 

データ流通市場は、GAFA などとは異なる事業軸でのプラットフォーム育成と言い

換えることができる。そこで必要になるのがこのサービスの認知・周知である。そのた

めに先程の官庁関連の委員会活動とともにエブリセンスの自社ホームページで様々な

イベントや広報を行っている。例えばこれまでに、データ市場の活用イメージを持って

もらうために、以下のような活動を行っている。 

・【データ活用シナリオ】気象情報の効率的採取とデータ市場取引 

・データ取引市場 データ活用オンラインアイデアソン   

・ビジネスマッチングデータ EXPO 2nd の開催や関連図書の執筆協力等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(エブリセンスジャパン HP より引用) 

 

最近では、データ利活用ウエビナー、ＤＸウエビナーと称したＤＸと関連させたデー

タ市場の広報・紹介活動を実施し、本年７月には京都ビッグデータ活用プラットフォー

ム第 10 回全体会議で眞野氏が「データ駆動型社会の実現に向けて」の講演も行ってい

る。 
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エブリセンスサービスイメージの広報・周知例  (エブリセンスジャパン HPより引用) 

③技術サービスの提供開始 

ＩｏＴのストリーミングデータをリアルタイムに取引きするデータ流通プラットフ

ォーム「EverySense」を世界で初めて２０１６年にスタートさせた。さらに、企業が

既に有しているデータの流通を対象に企業間蓄積型データ取引市場「EverySense Pro」

を２０１８年１０月に正式にスタートさせた。この「EverySense Pro」については、

ホームページ上で「組織や産業の垣根を超えたデータとの新たな出会いが日本の DX を

変革します。データ取引市場は、データ共有者と利用者のデータ取引を中立的にサポー

トし、社会のデジタル化を促進する」とアピールしている。 

以下はデータ取引所のイメージ図だが、JTB など 5 社が、多言語に対応した医療機

関の位置情報などを販売する。観光会社など買い手は専用サイトを通じ価格交渉や決済

をする。個別企業同士による取引に比べ多様な情報を安全に売買できる。 



 

98 

 

この取引所は、①で示したデータ流通プラットフォーム育成に向けての準備施策を

経て開始されるものだが、これからブラッシュアップされて発展していくことが期待さ

れている。 

これ以外についても、データ庁の中で眞野氏が委員になって検討された「プラットフ

ォームにおけるデータ取扱いルールの実装ガイダンス」が２０２２年３月に制定される

など徐々に確定されつつある。 

   （日経新聞 2018年 9月より引用) 

 

【ＤＸとしての評価ポイント】 

製造系の会社とは全く異なる先端的な情報通信を研究・開発し運用する会社が、Ｉｏ

Ｔを契機として、日本のＤＸ化という多くの問題含みの状況を根本的な部分で解決する

手段提供に向けて着々と準備を進めつつある。改めてこれらを整理してみると 

・新たなプラットフォーム確立を目指す先進性と実践力 

ＩｏＴ、ビッグデータがもたらす新たな時代（データ主導経済）では、発生・蓄

積されたデータをどう利活用するかが大きな問題になる。そこにいち早く着目し

「ＩｏＴデータ流通マーケットプレイス」の実現を提唱し、それを実際に実現し

ていった行動力と実践力が素晴らしい。 

・技術の先進性と人脈エブリセンスはスタートアップ企業なので組織は小規模だが、

日本の公衆無線ＬＡＮ事業の草分けである眞野氏がアメリカ（カリフォルニア州

サンノゼ）で先にスタートアップを行いその技術力やこれまでの人脈等を活用し
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た会社として立ち上げを行っている。先に述べたデータ庁が代表になって推進中

のプラットフォーム「ＤＡＴＡ-ＥＸ」が実現されればエブリセンスの事業自体も

大きな発展を遂げることが可能になる。 

・官民学連携の第一線で活躍先に示したＤＳＡでの「ＤＡＴＡ-ＥＸ」推進などでの

データ取引市場実現の動きは官民学の連携無しでは進められないものだ。（２０

２５年が期限である。） 

かつて懇意だった初代のデータ大臣平井氏への「データ流通社会と技術的・制度的環

境の整備」説明した際に、眞野氏は次のように述べている。 

「（自分は、）過去に WiFi の原型となる公衆無線技術を開発し普及させる事業にも

携わったが、WiFi が世の中に受け入れられて普及するまでには時間がかかった。デー

タ取引所という事業も、時間がかかるかも知れないが、日本がデータ分野において競争

力を強化するために必要な取組であると考えており、事業の価値や必要性を伝えていき

たい」 

 

日本にとってはこうした先進的なプラットフォームをいかに早期に育てていくか、

その時期が勝負の分かれ目になる。「デジタル庁」はＤＸ実現の主管官庁でもあり、眞

野氏を中心としたエブリセンスジャパンが今後も大活躍することを強く期待したい。 
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最後に 

ＤＸの推進状況の進展について今回も中小企業事例を２例紹介したが、いずれも明

確なビジョンを持ち自社の立ち位置を充分に理解している企業だった。 

こうした会社では、コロナ禍であっても動きを緩めることなく、対応することが可能

となる。 

ＤＸ化は企業の業態や規模によってさまざまな困難を伴うことが予測されるが、今

回の事例にあるような発想力と柔軟性が無ければ「アフターコロナ時代」を生き抜くこ

とが出来ないのではないだろうか。 

著名な物理学者リチャード・ファインマンには次のような逸話が残っている。 

『自分の師匠である偉大なる物理学者ジョン・ホイラーが電話で次のように語っ

た。「なぜ世界の電子の質量がみな同じなのか私にはわかった。世界には電子が一つ

しかないからだ。（つまりすべての電子と陽電子が実際には時間を前後に移動する単

一の存在である）」 

これを聞いて、正直私は驚いた。そして結局こうした発想がきっかけになってノーベ

ル賞を手にすることになった。』 

かつてない厳しい事態が今つぎつぎに起きている。 

カオスともいえるこの重なり合わさって先の見えない状況の中で、我々は当面の対

応や対策に追われている訳だが、実は何年後かにこの混乱が全体のほんの一部あるいは

同じものを別のものと見る「幻想」だったのだと気付く時が来るのかもしれない。 

強いリーダーシップと斬新な発想が今ほど求められているときはない。 

 

以 上 
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ウクライナのゼレンスキー大統領が兵士に投稿を呼びかける動画をロシア側がねつ

造したというニュースがあった。敵対的生成ネットワーク（1GAN）の AI 技術を応用

すれば、ディープフェイクと呼ばれる本物と見分けがつかないアバター（化身）を自動

生成することが可能となった。 

2022 年、「インターネット上の三次元による仮想空間」と言われるメタバースは、

最大の話題の 1 つとなったが、2023 年も注目を集め、さらに重要性を増していくで

あろう。その市場規模は、世界で拡大基調が続いている。総務省によると、2021 年推

定の 5 兆 1000 億円から、2030 年には約 88 兆 9000 億円と 17 倍超に達成する

とみられる。 

本論の目的は、メタバースについて考察することにより、その本質を理解することに

ある。メタバースとは、meta(超越した)と universe(世界・宇宙)を組み合わせて作ら

れた造語であり、言語の起源は米国の SF 作家ニール・スティーヴンスンの 1992 年

発表の小説「スノウ・クラッシュ」に登場するインターネット上の仮想世界を指す表現

に由来する。 

2000 年代には仮想空間において、人々が生活できるプラットフォーム「セカンドラ

イフ」が登場し、一大ブームを起こした。その後、コロナ禍でリアルな活動に制限が生

まれたことや XR「クロスリアリティ（AR・VR・MR）」技術の進展により広い領域で

急速にメタバースの実装が進んでいる。 

その 1 つはゲーム領域であり、「フォートナイト」や「あつまれ動物の森」が代表例

としてあげられる。第二に、SNS やデジタルアートの領域で、Vtuber ムーブメント

や NFT2によるデジタルアートの高額取引、Facebook 社の Meta 社名変更などが話

題を呼ぶ。Meta 社は 2021 年だけで 100 億ドル以上をメタバースに投資している。

第三の領域は、デジタルツインとの融合による産業・都市におけるメタバースの進展が

                                                        

1 GAN; Generative Adversarial Networks 
2 NFT；Non-Fungible Token 

 

〔論文〕 

『メタバースの本質 

～社会的に価値あるものを組み直す～』 
 
 

ＡＩデジタル研究所 

研究員 小笠原義成 
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あげられる。都市や建物を再現したデジタルツインデータが、アバターを介して交流・

活動するメタバースとして活用されている。 

 

次に、メタバースや Web3 など事例を踏まえて理解していき、メタバースとは何か

を考察していきたい。 

思い出に残る体験を提供する 
 

まずは、メタバースの事例を業種別・地域別に考察する。流通業では、アパレル業界

がメタバースをビジネスに、いち早く取り入れている。アパレル各社はデジタル空間で

の NFT ファッションの販売を通じ、若い世代にアプローチしている。韓国のゼペット

社では、アバターの衣類、バック、化粧品などを販売、3 億 5000 万人以上の主に若

い女性が登録している。ゲーム系メタバースの米国のロブロックス社では、毎日 5880

万人が利用し、アバター用アイテムを年 10 億点以上販売している。日本のビームスで

は、2008 年からゲーム空間でビー

ムスの店舗を設置して、アバター用

の服を販売している。アイドルグル

ープの「ももいろクローバーズ Z」

がそれぞれ専用のアバターとなり

店舗でファンと交流し、コラボ商品

を販売している。リアル店舗の販売

員がシフトを組んでアバター店員

となり、接客を行う。親しくなった

顧客は、リアルの店舗に足を運び、

気に入った BEAMS の服を買う関係性が生まれる。 

三越伊勢丹は、仮想都市プラットフォーム「REV WORLD」において、新宿東口の

一部をモデルにした仮想都市空間や実在の伊勢丹新宿本店をメタバース上に構築して

いる。EC では体験できない「思い出に残る」購買体験をデジタルで提供したいという

思いである。「誰かと一緒に買い物をする」、「誰かと一緒に街を散策する」といった大

切な人との共通体験の提供を重視している。リアル店舗では 50 代から 60 代がメイン

顧客層であるが、REV-WORLD では 30～40 代がメインとなっている。女性が約半

数を占めており、ゲームや VR アプリでは男性が多い中、際立った特徴となっている。

同社は今後「新宿」をはじめとした都市メタバースへと拡張していく計画である。公共

イベントと連動したものやライブなどのイベントに連動したコンテンツの提供なども

構想している。 

ファミリーマートは全国 5000 店のフランチャイズチエーン加盟店に発注業務を支

援する AI アシスタントを導入する。AI が店舗ごとの状況を分析し、売れ筋の商品を提

案する。AI キャラクター「レイチェル」や「アキラ」が支援してくれる。 
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JR 東日本では、物理的な駅という「場所」を起点に、リアル空間からメタバース空

間に入れる仕掛けに取り組んでいる。秋葉原駅改札内イベントスペースに VAW ゲー

トウェイを設置、QR コードからスマホでメタバース空間に入れるようにした。ビーム

スと連携して、メタバース上でショッピングして、リアル店舗で受け取り形を検討して

いる。 

このように、メタバースは「思い出に残る体験を提供してくれる」インターネット上

の仮想空間といえる。 

ヴァーチャルな街づくりを検証できる 
 

次に製造業のメタバース事例を取りあげる。トヨタ自動車は東富士工場跡地に「ウー

ブンシティ」を建設している。自動運転、MaaS3、パーソナルモビリティ、ロボット、

スマートホーム技術、人工知能技術などを導入・検証できる実証都市を構想している。

都市建設自体をデジタルツインで事前にヴァーチャルに構築し、シュミレーションし、

デジタル上で都市やモビリティ・ロボット導入の在り方を検討、自動運転車両やロボテ

ィクスの開発においても期待されている。 

日本には 8200 万台の自動車が存在する（2021 年 3 月現在）。ちなみに移動体通

信の契約数は 2 億 3700 万件、人口は 1 億 2600 万人（2021 年末現在）であり、

自動車とスマートフォンの数は人間の数を上回る。モノが生成・取得するデータは増大

している。富士通は 1000 万台の自動車のセンシングデータを処理できるデジタルツ

イン技術 Dracena を活用することで、車を通じて実世界で起こっている交通の変化や

事故状況などをデジタルツイン化、見える化、さらにシミュレーションによって最適化

し、各種サービスの活用している。 

清水建設では、建築・土木領域でのデジタル・ゼネコンを進め、デジタルツインがキ

ーテクノロジーとなっている。東京都豊洲を先行モデルとして、「ヴァーチャル豊洲」

を構築している。建物 OS の DX-Core を強みに不動産会社や交通機関と連携を図って

いる。大林組は横浜市綱島地区でスマートシティをパナソニックなどととも建設してい

る。ここでは、SCIM と呼ばれるデジタルツイン基盤を提供し、街を 3D モデルで再現

し、静的・動的データと紐付けて街づくりの各段階で様々なサービスを提供している。 

都市においては、建物のみならず、道路などのインフラ、車両・交通、エネルギー・

人流といった広い範囲のシミュレーションや分析が求められるため、様々なデータを組

合せて CPS4が生成される。2022 年 3 月には大阪市とつくば市がスーパーシティ特

区に、デジタル田園健康特区には吉備中央町（岡山県）、茅野市（長野県）、加賀市（石

川県）が認定された。 

日本では、国土交通省主導でまちづくりの DX 推進を目的とした Project PLATEAU 

                                                        

3 MaaS; Mobility as a Service 
4 CPS；cyber physical system 
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（プロジェクト・プラトー）が展開されている。2020 年度には全国 56 都市・約 1 万

平方キロメートルの範囲において、都市 3D モデルを整備している。 

大手町・丸の内・有楽町（大丸有）エリアでは、GPS ログに加え各ビルに設置され

たビーコンとの接触ログを活用することで、地下流入と地上流入の識別や階層別の混雑

度の評価を実現した。静岡県沼津市においても自動運転車両の車両位置を自己推定シス

テムの VPS 5マップとして 3D 都市モデルを活用する検討を行っている。 

三井不動産東大ラボ日本橋スマートシティでは、「経年優化」する仕組みとして、人

間の活動のデータが徐々に蓄積していくことがあげられている。そこでは、都市 OS で

はなく、都市エージェントが並立して多くの都市サービスを対等な立場でつなぐ、そし

てダイナミックに発展することが期待されている。このように、メタバースは「ヴァー

チャルな街づくりを検証できる」インターネット上の仮想空間といえる。 

つぎにメタバースの周辺技術である Web3（ウェブスリー）について取りあげる。 

 

インターネットの新しい概念 

 

Web3 は、全く別の文脈から出てきた技術をひとまとめにしたコンセプトであり、一

種の思想運動である。Web1.0 の時代（1990 年代後半以降）はパソコンで検索して

ウエブサイトで情報を閲覧することが中心であった。Web2.0(2005 年頃以降)はソー

シャルネットワークに個人がスマホで投稿するようになってきた。そして、

Web3(2018 年頃以降)はブロックチェーンを通じて個人が経済や社会に主体的に関

わる時代を迎える。プラットフォーマーから個人や国家が主導権を取り戻そうとする動

きが世界で進んでいる。ビットコインの価格が急落しているものの、Web3、NFT、暗

号資産、その基盤技術の分散型台帳（ブロックチェーン）を駆使した新しいウェブの活

用形態への社会の注目はむしろ高まっている。米国巨大 IT 企業の Web2.0 の集権構造

を Web3 の分散型統治で崩す絶好の好機といえよう。 

                                                        

5 VPS；visual positioning system 
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ブロックチェーンとは、過去に使われたすべての取引データがブロックごとにまとめ

られ、各ブロックが 1 本の鎖のようにつながった分散型のデータベース（台帳）のこと

である。その特徴は、管理者となる中央機関が存在しない。「トラストレス」と言われ、

中央の仕事を自動化して無くしてしまう。また、ネットワーク上で分散されており、シ

ステム停止が起こりにくく改ざんも困難である。この技術によって、ビットコインやイ

ーサリアムといった代替可能なデジタル資産である暗号資産（仮想通貨）が生まれる。

暗号資産の隆盛は、代替不可能な価値を持つ

NFT を生み出す。一点ものの性格を活かし、

デジタルアートやトレーディングカード、オ

ンラインチケットなど幅広い分野で活用が

期待されている。そして、NFT はメタバー

ス内の土地やアイテムに唯一無二の価値を

与え、ヴァーチャル上の経済圏をつくり、バ

ーチャルファース トな自律分散 型組織

DAO6を構成することになる。 

次に、Web3 の事例を紹介したい。新潟県

旧山古志村のニシキゴイ NFTは唯一無二の

デジタルアートを獲得できる。そして、NFT

購入者は、旧山古志村の村民になれる。このデジタル村民は 1000 人以上で、リアル

に住む旧山古志村地域に住む 800 人を上回る。 

三島市にある蒸留酒製造販売のWhiskey&Coは、DAOの仕組みを取り入れている。

メンバーの「しるし」として、「デジタル権利証」と呼ばれるトークンを購入する。ウ

イスキートークンは 300 人が購入し、知らない人同士が議案に投票し、熟成ウイスキ

ー購入権がついている。 

政府が主導する「トラステッドウェブ」と名付けた事業に企業や大学など 13 の事業

者が参加している。大日本印刷はブロックチェーンを使い運転免許等に記載された個人

情報を利用者自身が管理する技術を開発し、富士通 Japan は大学の成績証明をデジタ

ル化する仕組みを整える。ヤンマーはブロックチェーンを使い、機械製品のサプライチ

ェーンのトレーサビリティを管理する仕組みを整備する。 

DAO のような新しい形態の組織を可能にしたのは、改ざんできない情報を個人間で

やりとりできるブロックチェーン技術であり、銀行や EC サイトに頼らず瞬時に自動取

引ができるスマートコントラクトが開発されている 

このように、Web3 は「インタネットの新しい概念」といえる。 

これまで、メタバース・Web3 の概要と事例を俯瞰してきた。メタバースは人間・非

人間を超越した無限の可能性を秘めている。リアルとヴァーチャルでの見方ができるよ

うになる。では、何故、リアルとヴァーチャルを分けて考えるべきか、人間とモノの関

                                                        

6 DAO; Decentralized Autonomous Organization 
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係、そこにアバターをどう組み入れて考えていくべきであろうか。メタバースの本質を

理解するには、人間と仮想世界との関わりについて考察する必要がある。そこで、これ

までの人間中心的アプローチではなく、脱・人間中心的アプローチである「アクターネ

ットワーク論」を援用することが有効であるという仮説を立てる。 

脱・人間中心的なアクターネットワーク論 
 

 アクターネットワーク論（ANT7）は、M.カロン、Ｊ.ロー、B.ラトゥールらが中心と

なって提唱・展開してきた立場である。1980 年代にサイエンススタディーズと呼ばれ

る分野において成立し、今日では、社会学や人類学はもとより、経営学、経済学、政治

学から科学技術社会論に至る実に広範な範囲で参照されている。 

 ANT は人間だけではなく、人間以外の諸存在もまた一人前のアクターとして認める

という主張がある。ANT は、人間と非人間を等価な「アクター」として括り、それら

が関係しあう過程と分析することに主眼を置く。非人間とは、人工物から動植物、さら

には抽象的な概念などに至るあらゆるものが含まれる。さまざまな存在を、人間によっ

てただ解釈されたり、利用されたりするだけの受動的な位置に置くのではなく、ともに

社会を構成するメンバーとして捉えるという考え方である。ANT は人間中心的な発想

からの脱却を目指す態度から、脱・人間中心的アプローチとも形容される。そして、わ

たしたちの生きる世界を脱・人間中心的に捉え直し、組み直していく運動へといざなう

ことを目的としている。アクターとネットワークは等価の関係にある。「アクター」と

は、行為の源として形象化されたアクタン（人間・非人間）を表す。「ネットワーク」

とは、行為をもたらす力（エージェンシー）が生まれる連関の束を指す。 

 実験科学の世界では、「A に対して B が作用すると A´になる」という厳然たる「法

則」を見い出す。しかし、そうした法則こそ、実験室という環境（実験器具や研究計画

などの事物の連関）のなかで見い出だされるにすぎない。確かに、特定の環境において

「B には A を A´にする性質がある」といえるが、それは一つの分節化に過ぎないもの

であり、事物の連関が変われば B の性質も変わってしまう。あるいは、B 以外のアク

ターが見出されることもあるだろう。ここで「事物」と呼んでいるものこそ、媒介子で

ある。媒介子はそれぞれに分節化と翻訳を行い、諸々の存在をアクターとして連関させ

ていく。私たちの行為が事物の連関によって成り立っているならば、どのような連関で

生きており、どのような連関のなかで生きようとするのかが問われることになる。この

連関こそ「社会的なもの」と呼ばれるべきであり、ANT が「連関の社会学」と呼ばれ

る由縁であり、この意味では「社会的なものを組み直すこと」が求められている。 

Google Earth を開けば、都市全体を表示させることができる。ズーム機能を使えば

自分が住んでいる家の屋根を見ることができる。しかし、ANT では、ズームはあくま

で見せかけに過ぎないと考える。現実に都市全体を視野に入れたかと思えば、次は一軒、

                                                        

7 ANT; Actor network theory 
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一軒の屋根を見ることができる人（視点）はどこにも存在していない。私たちはあらゆ

るものを余すところなく、同時にまなざすことはできない。都市をリアルに捉えようと

するならば、もはや（一望的にあらゆるものが監視できるとされる）パノプティコンの

なかにいるわけにはいかない。「パノプティコン」は、ジェレミーベンサムが 19 世紀

初頭に構想した囚人の全面監視を可能にする架空の刑務所であり、空想的な計画にとど

まっている。「オリゴプティコン」は数値による計算が行われる管理の場であり、「計算

の中心」と呼ばれ、正反対であり、見えるものはよく見えるが、見えないものはまった

く見えない。鉄道会社の改札口を例にとると、鉄道会社は交通系 IC カードを通して乗

客の数や動きを把握することはできる。しかし、いったん何らかのシステム障害が発生

すれば何も見えなくなる。人間と非人間のさまざまな連関によって、さまざまな遊歩者

が生まれ、都市のさまざまな事物が生まれるのであって、それぞれを上下関係のなかに

位置づけ、前提視する必要はない。 

このように、ANT は脱人間中心的なアプローチであることがわかる。 

次に、ANT が実践されている例として、当校8における学生の研究成果について報告

する。 

学生が媒介子に注目する 
 

３つのコンテストにおいて学生が選んだテーマを紹介する。３つに共通することは

媒介子によるサイバーとフィジカルの融合であり、人間と非人間の位置づけをフラッ

トにおいている点である。 

豊島区のアイデアコンテスト9には、当校の留学生

が応募した。鬼子母神にある提灯店での提灯づくり体

験に感激したベトナム・ミャンマー・中国の留学生達

がメタバース上でアバターが提灯づくりを体験できる

アイデアを提案し、母国の友人たちが提灯づくりを楽

しめ、将来豊島区への旅行や移住につなげたいという

ストーリーである。豊島区は日本人や外国人、そして

昼間人口が年々減少している。豊島区伝統工芸文化会

は、知名度をもっと上げ、後継者を育成したいという

課題がある。これらの課題を解決するために、メタバ

ースを構築し、伝統工芸品であるデジタル提灯や東京

手描き友禅のデジタル額絵を購入でき、バーチャル経

済圏をつくる。仮想空間で日本語教室を受講できる。先生も学生もアバターで気軽に

参加できる。将来、NFT（非代替性トークン）を購入したアバターは、としまバーチ

ャル区民の資格を持ち、住民票を獲得できる。ベトナムでは赤い提灯が祭りに使われ

ている。中国やミャンマーでも提灯はあるが、それぞれ少しずつ異なることがわかっ

                                                        

8 中央情報学園早稲田文理専門学校 

9 としまイノベーションプランコンテスト 2022 
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てきた。メタバース開発に協力してくれる IT 企業は地元を優先し、豊島区の産業育成

に結びつける。留学生が増えることにより、豊島区の留学生も増える。人間とアバタ

ーがつながり、新しいエコノミーが生まれることが期待できる。 

校内スピーチコンテスト10に応募したモンゴルの女子留学生のテーマは、「人形」で

あった。来日してアルバイト先で見た「招き猫」に興味をもつ。右手を上げている猫

がお金を招き、左手を上げている猫が客を招くと説明を聞き、彼女は人形に不思議な

感情を持つ。一番気になったのは、ひな祭りの「ひな人形」である。モンゴルでは、

人形は「おもちゃ」として見られている。日本では、元気な女性に育つように「願

い」を込める対象となる。「厄払い」や「身代わり」にも使われる。そうなると、日本

人にとって、人形は単なるモノではなく、あたかも生きているかのように扱う特別な

存在であると解釈した。彼女は自分の人形が人工知能を身に着ければ、自分の妹のよ

うになるかもしれない。着物をきた AI 人形を作ってモンゴルに持ち帰りみんなに見せ

たいという願望をもつ。「人形」は留学生にとっても単なるモノには見えない。東京都

のアイデアコンテスト11では、日本人社会人訓練生がチームで応募した。 

障害者、ハローワーク、企業を結びつけるマッチングアプリを企画した。これによ

り、障害者は求人情報を手軽に閲覧でき、企業は障害者の募集を実現でき、ハローワ

ークは三者を効率良く結びつけることが期待できる。マッチングアプリはスマホから

利用でき、動画サイトもある。車椅子生活を送る人でもヴァーチャルなハローワーク

に気軽に行くことができる。新型コロナウイルスのパンデミックで「就職の面接」が

現実にできなくなったとき、インターネットを使ったオンライン面接を始めた人々が

いた。障害者が就職しやすい方法を発明したと少なくとも言える。 

３つの事例は、ANT を理解する上で有効である。提灯や人形といったモノやマッチ

ングアプリケーションプログラムといった媒介子は、人間と非人間といった二分法では

なく、それぞれが結び目となり、つながりを作り、新たなものを創造している。メタフ

ァーとは、あることを他のことになぞらえて理解しようとする手法である。なかでも留

学生たちは、提灯をアバターと捉えて、どの国にいてもいつでも提灯づくりを体験でき

る仮想空間を考案したことを評価したい。 

まとめ 
 

 本論の目的はメタバースの本質を明らかにすることであった。そのために先行研究や

事例を分析し、人間中心でものごとを考えて良いのか、モノやアバターをどのように考

えていけば良いのか疑問が浮かんでくる。そこで ANT を理解し、さらに学生が注目し

た媒介が、人間の意識変容を促している。 

メタバースとは、「インターネット上の三次元による仮想空間」であると言われてい

るが、学生のテーマは、媒介子を使い、構想力を発揮している。つまり、メタバースは

                                                        

10 早稲田文理専門学校国際文化交流会 
11 東京都情報産業協会 IIT アプリアワード 2022 



 

110 

 

「人の世界の拡張であり、拡張された世界は人の意識を変えていく」場のようなもので

ある。提灯や人形、マッチングアプリなどの結び目が人の意識を変容させている。メタ

バースでは、意識の変容は、第一に、人がデジタル空間を獲得する、というところにあ

る。第二に、物理空間の情報を集約したメタバース空間によって引き起こされる。第三

に、メタバース内で人の知能が結び合わされ、一つの集合知性へと変容する。メタバー

スは人間の知性が結集する集合知性を生み出すプラットフォームとなる。 

 Web3 は参加の時代であり、ユーザー主導の世界こそがメタバースとなる。集合知性

とは、「いたるところに分配された知性」のことであり、誰もすべてを知っているわけ

ではなく、誰もが何かを知っている」ことである。私たちは集合知性において思考して

いる。ゆえに私たちは卓越したコミュニティとして存在している。正真正銘の百科全書

的教養は個人と社会とを見事な仕方でつなげるところにしか成りたたない。メタバース

によって分散化された知性は、誰のものでもない。 

単純労働が自動化される時代、人間は創造性を必要とする。顔や性別、年齢を自由に

変え、クリエーティブな自分を取り出せるメタバースが有効な手段となる。ひとりの人

間のなかにいくつもの経済主体をつくれる。三次元空間を動き回り、気づかずにいた自

分の才能を見つける機会が増えるかもしれない。 

従来の Society4.0（情報化社会）では、主体はフィジカル空間にあり、サイバー空

間にあるデータやモデルを客体として利用する。フィジカル空間の現象を理解して、そ

れをサイバー空間で再現するというのは、サイバーとフィジカルの二元論である。 

一方、Society5.0 はサイバー空間とフィジカル空間の高度な融合であり、二分法を

廃し、一体として捉えている。但し、コンセプトは良いのに、何故、具体的な歩みが遅

れているのだろうか。 

「情報の哲学」を展開しているピエールレヴィは、いま眼の前にある「現実的なもの」

から今のところまだどこもない「ヴァーチャルなもの」という、いわば逆方向について

は分析をしてこなかったという。新たなものを創造するという場面には、既存の文脈を

離れた新たなつながりを設定するということが伴っていると考えられている。これこそ

が、「ヴァーチャル化」であり、そうやって初めて新たに拓かれる可能性をさらに現実

化することが「アクチュアル化」であるという。 

今後の方向性（社会的課題に取り組む） 
 

今日、環境破壊や感染症の問題や先進国と発展途上国の格差の問題、人種や宗教をめ

ぐる分断など、私たちは地球規模の問題を山のように抱えている。人間がこうした地球

規模の問題にうまく対処できない根本的な原因は、人間の想像力の貧困さなのではない

か。いや、想像力そのものは貧困ではないが、想像力ではとらえられないほどの量と複

雑さで人々の活動が相互に、かつ未来にわたって影響しあう世界を私たちは作ってしま

った。 

この地球規模の膨大で複雑な連関をあらわにしたのが、今回の新型コロナウイルスであ
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る。 

地球規模のネットワークがあったからこそ、ウイルスはまたたくまに世界中に広がって

しまった。 

21 世紀の社会科学において、最も注目されてきたテーマの一つに「非人間」がある。

情報通信技術はすでに人間の社会的な生を構成する主要な要素になっており、さらに複

合かつ多様な方式で人間と結びつけられていく。この「非人間」と人間の関係（相互作

用）を考慮せず 21 世紀の社会現象を説明することは不可能である。「非人間」は科学

技術とその加工物にとどまるモノではなく、「自然」にまで拡張されるモノである。重

金属、マイクロプラスチック、放射能物質などは動物・植物を通じて人間に戻って来て、

人間の身体と生命に致命的な脅威を与える。 

ANT は、人間と非人間は非対称性が否定され、完全に対照的な関係にある。すなわ

ち、人間と非人間は同等な行為者としての資格を与えられている。中間項としてのモノ

が「意味や力をそのまま移送する」のに対して、媒介子としてのモノが「それが運ぶと

される意味や要素を変換し、翻訳し、ねじり、手直しする」ことになる。 

増大する地球規模の連関と、それに追いつけない想像力。想像力とは、カントの言葉

でいえば、構想力である。構想力は、媒介する適切なものを見つけ出すことで相互に離

れたところにある異なった物事を一つに結びつける能力である。それは、つながりの基

本に位置する能力となる。  

新たな媒介子を見つけ、新たな分節化を見出すには、構想力が必要となる。地球規模

の連関になるからこそ、メタバースが有効になるであろう。「個人主義」では、人間を

一つの分割不可能な「個人（Individual）」として捉える。一方、「分人主義」では、人

間を分割可能な「分人（Dividual）」として捉える。人間の中には、いくつもの人格（分

人）があり、その集合体が人間であるという考え方である。人間の多様な在り方を認め、

ひとつ上の次元にシフトし、神の視座から、物理現実では知覚すらできなかった自己の

イデア（本質）と向き合うことができる。自分自身の在り方を自在にデザインできるメ

タバースは「アイデンティティの革命」となる。メタバースでは自由に「デザインする」

ものに変化し、「なりたい自分」」としての生活することが可能になる。私たちは、メタ

バースによって新たな媒介子による分節化を提示し続け、社会的に価値あるものへ組み

直すことができる。 

以上 
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人は誰でも自分を含む人間に強い興味を持ってい

る。しかし、わかっているようでわかっていないこ

とは多い。人間のことを深く理解するために人間に

似たロボットを開発するアプローチは斬新だ。著者

はロボット学者、大阪大学の教授で、遠隔操作ロボ

ットや知能ロボットの研究開発に従事。人間酷似型

ロボット（アンドロイド）研究の第一人者である。

2007 年 7 月には CNN から「世界を変える 8 人の

天才」に選出されるなど国際的な知名度が高い。 

筆者は IT企業に在籍していた時代にホテルでラン

チをご一緒したが、複数のレストランから著者が選

んだのは、寿司屋。「自分に酷似しているアンドロイ

ドに近い体型を維持したいので」と、ごく普通に一

風変わった事をお話しされていた。 

 

ロボットと人間の本質について、最近 10 年間の研究事例を紹介している。ロボット

開発から人間の自律性・心・存在感・対話・体・進化へ進み、さらに人間と共生するロ

ボットへと話題が軽快に展開していく。 

多くの事例・図・写真をもとに筆が進んでおり、この分野の知識や経験が少なくても

わかりやすい。著者の世界に引き込まれていくと同時に、国内外の研究プロジェクトを

主体的に進めるパワーに畏敬の念を覚えた。 

 

研究所の受付付近に座って来訪者と会話する自律対話アンドロイド「エリカ」から、

人間としての自然な対応とはどんなことかが見えてくるあたりは特に秀逸だ。声からの

動作生成と同様に対話において重要となるのは傾聴の機能。適切なタイミングで相槌を

〔書評〕 

『ロボットと人間 人とはなにか』 

 （ 著者 石黒浩 「岩波新書」 ） 
 
 

ＡＩデジタル研究所 

研究員 岡本俊一 
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打ち、リフレーズをする機能を実装すると対話を継続できる。たとえ人間の発話内容を

理解できなくても。 

発話に伴う頭や手足の動作についてはディープラーニングを活用すると、より人間ら

しくなったというあたりにも興味を持った。 

エリカは常に誰とでも元気に明るく話をするわけではない。相手が対話に熱心でない

と、次第に話をしなくなり、最後は黙ってスマートフォンを見るようになる（汗）。 

「聞き上手はモテる」という言葉を思い出した。自分の気分、相手への好感度、自己

開示の度合い、わがまま度合いなどエリカの持つ内部パラメータから「異性の人間にモ

テたい筆者」は見習うことが多かった( ˙˙ ; )。 

 

腕は動かず、歩くこともできないが人間らしい表情を伴いながら話のできるきれいな

アンドロイド、名前はジェミノイド F。アンドロイド演劇「さようなら」の中で、死に

ゆく女性を前に様々な詩を読み上げる。最後に読む詩が谷川俊太郎の「とおく」という

詩だ。本書には短いが印象的な詩を掲載。オーストラリアの教会で公演した例がある。

アンドロイドが教会に入ることがよく許可されたと思うが、実際の公演をみた多くの人

は涙を浮かべていた。目の前のアンドロイドに人間らしい心を感じる体験をしてみたい。 

 

「人間には相手の発話や行動から、相手に心があると感じる機能がある」という文章

にも出会えた。本書を読んでいくと、近い将来アンドロイドと人間がお互いの発言や行

動に心を感じることが可能になると想像できる。 

ミラーニューロンについても、別の書籍で改めて学びたくなった。 

 

後半にある襲撃型ブレインマシンインターフェースの研究動向には、とても驚かされ

た。「新たに人工の腕を追加しても、人間はトレーニングすれば動かせるようになる」

という第三の腕の研究は新鮮だ。 

若い読者の方が生身の体の制約から解き放たれて、自由に体を発達させられる未来は納

得しやすいかもしれない。 

 

幅広い研究からの学びは多い。「未来は今よりも良いと信じて行動すべき」、「未来は

自分で創るもの」というポジティブな発言をしてくれる著者には好感が持てる。 

岩波新書なので価格は問題なし、文字サイズも大きめ。 

すでにロボットやアンドロイドと一緒に歩み始めている人間の未来について、時間を

かけて考えてみたいと思う一冊に出会った。 

以 上 
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